
資料１          成果重視事業に関する閣議決定 

 

経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2003（平成 15年６月 27日閣議決定）（抜粋） 

 

第２部 構造改革への具体的な取組 

７．予算編成プロセス改革 

―――財政構造改革を進めるに当たっては、予算の質の改善・透明性の向上が

重要である。このため、事前の目標設定と事後の厳格な評価の実施によ

り、税金がどのような成果を上げたかについて、国民に説明責任を果た

す予算編成プロセスを構築する。 

 

【改革のポイント】 

（１）トップダウンの予算編成を更に強化し、歳出の思い切った重点化を図る。 

（２）政策目標を国民に分かる形で明確に示し（「宣言」）、目標達成のために弾

力的執行などにより予算を効率的に活用し（「実行」）、目標達成の状況を

厳しく評価する（「評価」）という予算編成プロセスの確立を目指す。 

（３）平成 16 年度予算において、新しい予算編成プロセスを「モデル事業」と

して試行的に導入する。 

 

【具体的手段】 

（１）トップダウンの予算編成の強化 

・「改革と展望」において、主要な歳出分野についての複数年度にわたる指

針をより明確に示す。 

・「基本方針」等で内閣の経済財政に関する大方針を具体的に提示するとと

もに、予算の優先配分等の基本的な方針を明示する。 

・予算編成は、そのスタート段階から歳出水準についての考え方など、全体

像を明らかにしつつ行う。 

 

（２）新しい予算編成プロセスの確立に向けた基本的考え方 

・各府省は、「基本方針」で示された大方針の下で、達成すべき政策目標（予

算制約と両立するもの）を具体的に作成する。また政策目標は、事業の性

格に応じ、可能な限り定量的なものとする。各府省は、政策目標との関連

を明らかにしつつ予算要求を行う。 

・各府省は、政策目標を達成するために、効率的な予算執行に努める。また、

事業の性格に応じ、弾力的な予算執行を行う。 

・目標の達成や執行の効率性について、執行段階及び事後の政策評価等を厳

しく行い、その後の予算編成に結びつける。 

・事前評価・事後評価のための科学的手法を開発する。また、各府省は、Ａ

ＢＣ（活動基準原価計算）等のコスト管理手法への取組を一層強化する。 

・透明性を高めるために、発生主義会計等の民間企業会計手法の導入など、

公会計制度の改革を進める。 

 

（３）平成 16年度予算における「モデル事業」の試み 

・各府省は、上記の基本的考え方に沿った第一歩として、モデル事業を検討

する。その際、下記の要件に合致した政策目標を設定し、内閣府と意見交
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換の上、ふさわしいものについては、モデル事業として概算要求を行う。

経済財政諮問会議で、当該事業について報告する。 

（ⅰ）定量的な達成目標であり、達成期限・達成手段が明示されていること。 

（ⅱ）何をもって「達成」とするか、評価方法が提示されていること。 

（ⅲ）目標期間は１～３年程度とし、各年度ごとの達成目標が明らかにされて

いること。 

・政策目標を効率的に達成するため、事業の性格に応じ、予算執行の弾力化

を行う。各府省は、弾力化に伴う効率化に応じ、これを予算に反映する。 

・複数年度にわたるモデル事業については、国庫債務負担行為等の活用によ

り、複数年度にわたる予算執行に支障のないようにする。 

 

（４）「モデル事業」の事後評価 

・計画期間終了後及び各年度ごとに、目標の達成状況等について政策評価や

予算執行調査等の評価を行い、国民への説明責任を果たす。そして、今後

の予算編成プロセスの改革に向けた検討材料とする。 

 

 

経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004（平成 16年６月４日閣議決定）（抜粋） 

 

第１部 「重点強化期間」の主な改革 

 ２．「官の改革」の強化 

 （１）予算制度改革の本格化 

  （モデル事業） 

  ・平成16年度予算から「基本方針2003」に基づき試行的に取り組んでいる「モ

デル事業」について、平成17 年度予算においては、導入効果が高いと見込

まれる電子政府に関する予算等について広く導入するほか、各府省における

自主的な取組を通じて事業の追加を図る。各府省は、原則として定量的なア

ウトカム指標（電子政府に関する予算については業務の効率化に関する指標

等）を用いた政策目標を設定し、内閣府と意見交換の上、ふさわしいものに

ついて、モデル事業として概算要求を行う。 

 

 

経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005（平成 17年６月 21日閣議決定）（抜粋） 

 

第２章 「小さくて効率的な政府」のための３つの変革 

 ２．仕事の流れを変える 

 （３）予算制度改革 

  （モデル事業等の一般化） 

成果目標（Plan）－予算の効率的執行（Do）－厳格な評価（Check）－予

算への反映（Action）を実現する予算制度改革を定着させる。このため、以

下の取組を行う。 

①「モデル事業」を試行から一般的取組に移行させる。その第１ステップと

して、「モデル事業」の基本的枠組みを維持しつつ、平成18年度予算から

は「成果重視事業」（仮称）を創設し、別紙の取組を行う。 
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＜別紙＞ 

「モデル事業」の一般化への取組 

・「モデル事業」の基本的枠組みを維持しつつ、政策評価との連携を強化し

た「成果重視事業」（仮称。以下同じ。）を創設し、次の要領で新たな段

階へ移行する。 

①事業の各府省の政策体系上の位置付けを明確にし、事業ごとの定量的な目

標のほか、当該事業に係る施策単位でもアウトカム（国民生活にとっての

成果）に着目した目標を設定する。注１、２ 

②各府省は、平成17年度予算に引き続き、自主的な取組を通じて「成果重視

事業」の追加を図る。注３、４ 

③財務省は、これまでの「モデル事業」の取組等を踏まえ、平成19年度概算

要求に先立ち、「成果重視事業」の要件等（目標設定の在り方、予算執行

の弾力化措置の基準等）を明らかにする。注５ 

 

（注） 

１ 事業ごとの目標は、単に事業規模等を示す指標ではなく、当該事業に係る施

策の実現に向けた効果を計測できる指標とする。 

２ 施策単位の目標は、定量的な目標を原則とする。 

３ いわゆる「最適化計画」に基づく情報システムの開発又は整備については、

原則として「成果重視事業」として概算要求するよう検討する。 

４ 平成18年度予算においては、各府省は、内閣府と意見交換の上、ふさわしい

ものについて、「成果重視事業」として概算要求を行う。 

５ 各府省は、平成19年度概算要求においては、当該要件等に沿って「成果重視

事業」として概算要求を行う。 
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子

化
を

推
進

す
る

た
め

の
電

子
契

約
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
。

（
2
0
年

度
に

つ
い

て
は

、
1
9
年

度
繰

越
明

許
費

を
措

置
予

定
）

（
官

側
業

務
の

効
率

）
契

約
に

係
る

所
要

時
間

3
2
%
削

減
（
民

側
負

担
の

軽
減

）
契

約
に

係
る

所
要

時
間

4
0
%
削

減
（
具

体
的

な
目

標
に

つ
い

て
は

、
今

後
の

構
築

過
程

で
引

き
続

き
検

討
予

定
）

0
－

－

1
1

総
務

省
恩

給
業

務
の

業
務

・
シ

ス
テ

ム
最

適
化

1
9
～

2
2

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
、

業
務

処
理

の
迅

速
化

・
効

率
化

、
運

用
経

費
の

削
減

、
信

頼
性

・
安

全
性

の
確

保
に

つ
い

て
、

最
適

化
を

行
う

。

恩
給

受
取

可
能

金
融

機
関

別
数

１
０

機
関

帳
票

印
刷

外
部

委
託

　
４

帳
票

入
力

不
可

率
　

１
０

％
4
4
5

1
,4

9
3

4
0
3

1
2

総
務

省
総

合
無

線
局

監
理

シ
ス

テ
ム

の
電

子
申

請
機

能
等

の
高

度
化

1
7
～

2
0

申
請

書
作

成
作

業
の

効
率

化
の

た
め

の
シ

ス
テ

ム
開

発
及

び
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
強

化
の

実
施

。
（
2
0
年

度
に

お
い

て
は

、
評

価
検

証
の

み
を

行
う

こ
と

と
し

て
い

る
）

・
無

線
局

免
許

申
請

等
に

お
け

る
電

子
申

請
率

を
３

０
％

と
す

る
。

（
平

成
2
0
年

度
）

・
業

務
処

理
時

間
の

短
縮

（
１

万
６

千
時

間
）

（
以

下
、

電
子

申
請

率
が

５
０

％
に

到
達

し
た

時
点

で
以

下
の

成
果

）
・
デ

ー
タ

入
力

に
係

る
業

務
処

理
時

間
が

２
万

４
千

時
間

削
減

・
申

請
者

の
申

請
書

作
成

時
間

を
年

間
１

４
万

時
間

削
減

・
申

請
書

類
の

提
出

に
か

か
る

費
用

を
年

間
２

億
５

千
万

円
削

減

0
2
,7

6
2

－

1
3

総
務

省
電

気
通

信
行

政
情

報
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
事

業
1
8
～

2
1

電
気

通
信

行
政

関
連

業
務

の
最

適
化

を
推

進
す

る
た

め
の

電
気

通
信

行
政

情
報

シ
ス

テ
ム

の
開

発
。

・
運

用
経

費
等

を
1
.7

億
円

程
度

削
減

・
業

務
処

理
時

間
を

4
2
0
0
時

間
程

度
削

減
・
大

規
模

災
害

に
よ

る
セ

ン
タ

ー
シ

ス
テ

ム
停

止
期

間
を

1
日

以
内

に
短

縮

1
9
9

5
8
9

1
9
9

1
4

総
務

省
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
基

盤
の

業
務

・
シ

ス
テ

ム
最

適
化

事
業

2
0
～

未
定

政
府

全
体

で
利

用
可

能
な

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

基
盤

を
整

備
す

る
。

2
0
1
3
年

度
(平

成
2
5
年

度
)以

降
、

年
間

約
2
.8

億
円

の
経

費
削

減
効

果
。

4
3
9

1
,7

8
7

－

1
5

法
務

省
登

記
情

報
シ

ス
テ

ム
再

構
築

事
業

1
8
～

2
2

事
務

処
理

の
効

率
化

を
図

る
た

め
、

現
行

の
シ

ス
テ

ム
を

見
直

し
、

次
期

登
記

情
報

シ
ス

テ
ム

を
開

発
・
整

備
。

・
運

用
経

費
を

平
成

１
５

年
度

比
で

1
3
0
億

円
程

度
削

減
（
平

成
２

３
年

度
）

・
平

成
1
9
年

度
ま

で
に

不
動

産
登

記
及

び
商

業
・
法

人
登

記
に

係
る

登
記

事
務

の
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
化

を
完

了
・
平

成
２

０
年

度
ま

で
に

全
て

の
登

記
所

に
お

い
て

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
を

可
能

に
す

る

4
2
,7

7
7

3
3
,6

4
9

－
○
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事
業

名
事

業
の

概
要

２
０

年
度

予
算

額
（
単

位
：
百

万
円

）

国
庫

債
務

負
担

行
為

限
度

額

繰
越

明
許

費
予

算
額

目
間

流
用

期
間

（
年

度
）

定
量

的
な

目
標

目
の

大
括

り
化

整
理

番
号

省
庁

名

1
6

法
務

省
地

図
管

理
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
事

業
1
8
～

2
2

事
務

処
理

の
効

率
化

を
図

る
た

め
、

現
行

の
シ

ス
テ

ム
を

見
直

し
、

地
図

情
報

シ
ス

テ
ム

を
開

発
・
整

備
。

・
シ

ス
テ

ム
の

経
常

的
経

費
を

年
間

約
3
億

円
程

度
の

削
減

・
平

成
2
2
年

度
ま

で
に

す
べ

て
の

登
記

所
に

導
入

す
る

。
1
3
,4

8
6

3
3
,6

1
7

－
○

1
7

法
務

省
出

入
国

管
理

業
務

の
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
1
8
～

2
1

出
入

国
管

理
業

務
の

適
正

か
つ

効
率

的
な

運
営

を
図

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

開
発

及
び

運
用

。
現

行
の

運
用

経
費

を
3
5
.8

億
円

削
減

（
新

規
導

入
の

シ
ス

テ
ム

の
運

用
費

用
を

含
め

、
4
4
.6

億
円

増
に

止
め

る
。

）
9
,2

4
4

－
－

1
8

法
務

省
裁

判
員

制
度

啓
発

推
進

事
業

1
8
～

2
0

裁
判

員
制

度
に

つ
い

て
の

理
解

と
関

心
の

増
進

及
び

主
体

的
な

参
加

意
識

の
醸

成
に

向
け

、
広

く
啓

発
・
広

報
活

動
を

実
施

。

裁
判

員
制

度
の

認
知

率
を

１
０

０
％

に
す

る
。

[現
状

（
H

1
8
.1

2
）
：
8
0
.7

％
]

裁
判

員
と

し
て

の
参

加
応

諾
率

を
全

体
の

７
割

以
上

に
増

加
さ

せ
る

。
[現

状
(H

1
8
.1

2
.)
：
6
5
.2

％
]

3
3
7

－
－

○

1
9

外
務

省
内

部
管

理
業

務
用

ホ
ス

ト
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
シ

ス
テ

ム
の

再
構

築
1
7
～

未
定

ホ
ス

ト
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
か

ら
オ

ー
プ

ン
シ

ス
テ

ム
へ

の
移

行
を

前
提

と
し

て
最

適
化

を
実

施
。

シ
ス

テ
ム

維
持

管
理

費
を

年
間

３
億

円
削

減
、

業
務

処
理

時
間

を
年

間
1
,5

0
0
時

間
削

減
6
3
6

－
－

○

2
0

外
務

省
国

際
機

関
に

お
け

る
邦

人
職

員
増

強
事

業
1
7
～

2
0

国
際

機
関

へ
の

邦
人

の
参

画
の

促
進

と
邦

人
職

員
数

の
増

加
を

図
る

た
め

の
施

策
を

実
施

。
平

成
1
6
年

1
月

現
在

の
邦

人
職

員
数

か
ら

１
０

％
増

加
1
,2

2
0

－
－

○

2
1

外
務

省
在

外
選

挙
人

登
録

推
進

1
9
～

2
1

在
留

邦
人

の
選

挙
権

行
使

の
機

会
を

確
保

す
る

た
め

、
在

外
選

挙
制

度
に

係
る

啓
発

広
報

等
を

通
じ

た
在

外
選

挙
人

名
簿

へ
の

登
録

を
推

進
。

・
平

成
2
1
年

度
末

に
お

け
る

在
外

選
挙

人
名

簿
の

登
録

者
数

1
5
万

人
・
年

間
新

規
登

録
申

請
者

件
数

3
万

件
2
3
6

－
－

○
○

2
2

外
務

省
在

外
経

理
シ

ス
テ

ム
の

シ
ス

テ
ム

最
適

化
1
8
～

2
0

在
外

経
理

業
務

の
業

務
・
シ

ス
テ

ム
最

適
化

。
・
月

間
勤

務
時

間
が

2
5
0
時

間
以

上
（
サ

ン
プ

リ
ン

グ
調

査
に

よ
る

推
定

値
)で

あ
る

在
外

公
館

の
会

計
担

当
者

の
業

務
量

を
１

割
以

上
削

減
2
1
9

2
9
3

－
○

2
3

外
務

省
領

事
業

務
の

業
務

・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
1
8
～

2
3

領
事

業
務

合
理

化
の

た
め

の
領

事
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
。

・
約

５
.５

億
円

の
経

費
削

減
・
業

務
効

率
化

に
よ

る
処

理
時

間
の

縮
減

3
6
5

3
2

－
○

2
4

財
務

省
予

算
編

成
支

援
シ

ス
テ

ム
最

適
化

計
画

実
施

事
業

1
8
～

2
2

予
算

・
決

算
業

務
に

係
る

業
務

・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
予

算
編

成
支

援
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
。

・
年

間
運

用
経

費
４

.１
億

円
削

減
・
業

務
の

見
直

し
及

び
シ

ス
テ

ム
の

オ
ー

プ
ン

化
開

発
に

よ
り

、
年

間
延

べ
約

5
,5

7
0
日

の
業

務
処

理
時

間
の

削
減

2
0
8

9
6
9

－

2
5

財
務

省
官

庁
会

計
シ

ス
テ

ム
最

適
化

計
画

実
施

事
業

1
8
～

2
0

予
算

・
決

算
業

務
に

係
る

業
務

・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
官

庁
会

計
事

務
デ

ー
タ

通
信

シ
ス

テ
ム

の
後

継
シ

ス
テ

ム
開

発
。

運
用

経
費

が
平

準
化

す
る

平
成

2
2
年

度
を

め
ど

に
年

間
運

用
経

費
１

９
億

円
削

減
7
,8

7
3

3
5
,4

6
2

－

2
6

財
務

省
次

期
税

関
シ

ス
テ

ム
開

発
事

業
1
8
～

2
2

税
関

業
務

に
係

る
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
次

期
税

関
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
。

全
貨

物
の

輸
出

入
申

告
の

シ
ス

テ
ム

処
理

率
９

８
％

N
A

C
C

S
等

の
稼

働
率

9
9
.9

9
％

4
,7

9
7

1
2
,9

9
6

－

2
7

財
務

省
国

税
電

子
申

告
・
納

税
シ

ス
テ

ム
の

利
用

促
進

及
び

納
税

者
等

利
便

向
上

事
業

1
7
～

2
2

国
税

電
子

申
告

・
納

税
シ

ス
テ

ム
（
ｅ
－

Ｔ
ａ
ｘ
）
の

利
用

促
進

及
び

納
税

者
等

の
利

便
向

上
の

た
め

の
シ

ス
テ

ム
開

発
等

。
平

成
2
2
年

度
に

1
,7

1
2
万

件
（
目

安
）
の

利
用

件
数

利
用

者
満

足
度

の
向

上
（
前

年
度

以
上

）
9
,7

5
1

2
2
,2

9
6

1
,1

7
6

○

2
8

財
務

省
電

話
相

談
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
税

務
相

談
の

集
中

化
事

業
1
8
～

2
0

税
務

相
談

室
及

び
税

務
署

に
分

散
的

に
か

か
っ

て
く
る

電
話

に
よ

る
相

談
を

集
中

化
す

る
た

め
の

電
話

相
談

セ
ン

タ
ー

の
整

備
。

電
話

相
談

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

相
談

時
間

が
1
5
分

を
超

え
る

も
の

の
割

合
を

2
0
％

以
下

6
5
9

1
,7

4
2

－
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事
業

名
事

業
の

概
要

２
０

年
度

予
算

額
（
単

位
：
百

万
円

）

国
庫

債
務

負
担

行
為

限
度

額

繰
越

明
許

費
予

算
額

目
間

流
用

期
間

（
年

度
）

定
量

的
な

目
標

目
の

大
括

り
化

整
理

番
号

省
庁

名

2
9

厚
生

労
働

省
厚

生
労

働
省

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

（
共

通
シ

ス
テ

ム
）
最

適
化

事
業

1
8
～

2
4

厚
生

労
働

省
の

保
有

す
る

複
数

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

集
約

化
。

（
厚

生
労

働
省

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

最
適

化
計

画
）

　
年

間
運

用
経

費
の

削
減

（
年

間
９

．
３

億
円

）
　

年
間

延
べ

約
2
8
1
人

日
の

業
務

時
間

の
短

縮
1
6
5

5
5
0

－

3
0

厚
生

労
働

省
社

会
保

険
オ

ン
ラ

イ
ン

シ
ス

テ
ム

の
見

直
し

1
8
～

2
2

社
会

保
険

オ
ン

ラ
イ

ン
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
を

実
施

し
、

効
率

化
を

図
る

。
シ

ス
テ

ム
運

用
に

係
る

経
費

を
約

３
５

％
削

減
す

る
9
0
,4

5
0

3
5
5
,0

9
5

1
9
,7

5
8

3
1

厚
生

労
働

省
職

業
安

定
行

政
に

お
け

る
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
1
8
～

2
2

職
業

安
定

行
政

関
係

業
務

に
係

る
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
職

業
安

定
行

政
関

係
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
。

年
間

運
用

経
費

1
0
2
億

円
の

削
減

業
務

処
理

時
間

年
間

8
0
0
0
0
人

日
の

削
減

効
果

1
1
,3

6
5

6
1
,6

1
1

8
,0

9
5

3
2

厚
生

労
働

省
労

災
保

険
給

付
業

務
の

業
務

・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
1
8
～

2
2

労
災

保
険

給
付

業
務

に
係

る
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
労

災
行

政
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
の

運
用

等
。

年
間

3
7
億

円
程

度
の

経
費

削
減

業
務

処
理

時
間

年
間

延
べ

3
3
,5

3
1
人

日
削

減
効

果
4
,6

8
0

2
4
,1

6
1

2
,0

4
8

3
3

厚
生

労
働

省
監

督
・
安

全
衛

生
等

業
務

の
業

務
・

シ
ス

テ
ム

の
最

適
化

1
8
～

2
2

監
督

・
安

全
衛

生
等

業
務

に
係

る
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
労

働
基

準
行

政
情

報
シ

ス
テ

ム
の

運
用

等
。

年
間

1
9
億

円
程

度
の

経
費

削
減

業
務

処
理

時
間

年
間

延
べ

6
7
5
4
人

日
削

減
効

果
4
,4

9
4

1
5
,9

9
1

8
2
5

3
4

厚
生

労
働

省
労

働
保

険
適

用
徴

収
業

務
の

業
務

・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
1
8
～

2
4

労
働

保
険

適
用

徴
収

業
務

に
係

る
業

務
・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
実

施
の

た
め

の
労

働
保

険
適

用
徴

収
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
。

年
間

約
1
6
億

円
億

円
程

度
の

経
費

削
減

業
務

処
理

時
間

年
間

延
べ

約
1
3
7
,0

0
0
時

間
削

減
(職

員
)、

約
6
6
,0

0
0
時

間
削

減
(非

常
勤

職
員

)
1
,8

3
6

2
4
,8

7
2

1
,4

1
2

3
5

農
林

水
産

省
商

物
分

離
直

接
流

通
成

果
重

視
事

業
1
8
～

2
0

卸
売

市
場

に
お

け
る

物
流

コ
ス

ト
縮

減
等

を
図

る
た

め
、

電
子

商
取

引
シ

ス
テ

ム
を

開
発

。

・
電

子
商

取
引

を
導

入
す

る
中

央
卸

売
市

場
の

数
を

５
年

以
内

に
4
0
％

～
5
0
％

と
す

る
（
平

成
２

０
年

度
（
事

業
終

了
時

）
に

2
0
％

を
目

指
す

）
・
モ

デ
ル

事
業

を
実

施
す

る
中

央
卸

売
市

場
（
卸

売
業

者
）
に

お
け

る
電

子
商

取
引

へ
の

転
換

（
取

扱
量

ベ
ー

ス
）
の

目
安

を
1
0

～
2
5
％

と
す

る
。

・
中

央
卸

売
市

場
の

卸
売

業
者

従
業

員
一

人
当

た
り

の
取

扱
量

・
取

扱
金

額
に

つ
い

て
、

対
前

年
の

伸
び

率
を

、
過

去
5
年

間
の

平
均

伸
率

以
上

に
す

る

1
4
1

－
1
4
1

3
6

農
林

水
産

省
生

産
資

材
コ

ス
ト

低
減

成
果

重
視

事
業

1
8
～

2
0

生
産

資
材

費
の

低
減

を
図

る
た

め
、

生
産

資
材

の
合

理
的

利
用

体
系

を
確

立
。

事
業

実
施

区
に

お
け

る
米

生
産

費
に

占
め

る
１

０
ａ
当

た
り

３
資

材
（
肥

料
、

農
薬

、
農

業
機

械
）
費

の
１

５
％

低
減

1
5

－
1
5

3
7

農
林

水
産

省
情

報
技

術
活

用
型

成
果

重
視

事
業

（
ＩＴ

活
用

型
営

農
成

果
重

視
事

業
）

1
8
～

2
0

栽
培

管
理

技
術

、
環

境
負

荷
低

減
技

術
、

経
営

効
率

化
に

つ
な

が
る

技
術

を
組

合
せ

、
大

幅
な

環
境

負
担

低
減

効
果

を
実

現
す

る
ＩＴ

活
用

型
営

農
を

構
築

。

事
業

実
施

地
区

に
て

1
0
aあ

た
り

肥
料

成
分

流
出

量
を

5
割

削
減

1
0
aあ

た
り

化
学

合
成

農
薬

使
用

量
の

5
割

削
減

7
6

－
7
6

3
8

農
林

水
産

省
低

コ
ス

ト
植

物
工

場
成

果
重

視
事

業
1
8
～

2
0

農
業

経
営

費
を

大
幅

に
低

減
す

る
た

め
、

革
新

的
技

術
を

活
用

し
た

低
コ

ス
ト

植
物

工
場

を
実

証
・
確

立
。

収
穫

量
１

キ
ロ

グ
ラ

ム
あ

た
り

の
農

業
経

営
費

を
２

０
％

低
減

低
コ

ス
ト

植
物

工
場

の
設

置
コ

ス
ト

を
２

０
０

０
万

円
／

１
０

㌃
ま

で
低

減
8

－
－

3
9

農
林

水
産

省
バ

イ
オ

燃
料

技
術

実
証

事
業

1
9
～

2
3

輸
送

用
の

石
油

燃
料

に
代

替
又

は
混

合
可

能
な

バ
イ

オ
燃

料
を

対
象

に
、

原
料

の
調

達
か

ら
燃

料
の

供
給

ま
で

地
域

の
関

係
者

が
一

体
と

な
っ

た
取

組
の

う
ち

、
バ

イ
オ

エ
タ

ノ
ー

ル
の

製
造

効
率

等
向

上
さ

せ
る

実
証

支
援

。

事
業

終
了

時
の

バ
イ

オ
エ

タ
ノ

ー
ル

製
造

効
率

て
ん

菜
0
.1

0
　

小
麦

0
.4

3
　

コ
メ

0
.4

5
　

甘
薯

0
.2

0
（
㎘

 /
 原

料
ト

ン
）

 バ
イ

オ
燃

料
の

品
質

適
合

性
　

1
0
0
％

確
保

1
,2

6
9

－
1
,2

6
9
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事
業

名
事

業
の

概
要

２
０

年
度

予
算

額
（
単

位
：
百

万
円

）

国
庫

債
務

負
担

行
為

限
度

額

繰
越

明
許

費
予

算
額

目
間

流
用

期
間

（
年

度
）

定
量

的
な

目
標

目
の

大
括

り
化

整
理

番
号

省
庁

名

4
0

農
林

水
産

省
ソ

フ
ト

セ
ル

ロ
ー

ス
利

活
用

技
術

確
立

事
業

2
0
～

2
4

モ
デ

ル
地

区
の

中
で

、
ソ

フ
ト

セ
ル

ロ
ー

ス
系

原
材

料
の

収
集

運
搬

、
バ

イ
オ

燃
料

の
製

造
及

び
走

行
に

係
る

技
術

実
証

支
援

。

①
収

集
・
運

搬
費

及
び

製
造

費
で

計
９

０
円

/
Ｌ

程
度

以
下

（
減

価
償

却
費

等
を

除
く
）

②
圃

場
内

の
収

集
運

搬
時

間
5
時

間
/
h
a程

度
以

下
（
稲

刈
り

に
係

る
時

間
を

除
く
）

③
バ

イ
オ

燃
料

製
造

設
備

で
１

週
間

の
連

続
生

産

6
6
2

－
6
6
2

4
1

農
林

水
産

省
国

有
林

野
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
の

開
発

1
7
～

2
0

最
適

化
計

画
に

基
づ

き
、

オ
ー

プ
ン

シ
ス

テ
ム

化
等

、
新

シ
ス

テ
ム

へ
の

転
換

を
実

施
。

運
用

経
費

縮
減

（
年

約
７

．
３

億
円

）
（
平

成
1
9
年

度
、

平
成

2
0

年
度

）
国

有
林

野
の

使
用

許
可

等
に

か
か

る
電

子
申

請
を

全
国

で
利

用
可

（
1
0
0
％

）
と

し
、

電
子

申
請

件
数

割
合

を
3
0
％

と
す

る
（
平

成
1
9
年

度
）

6
5
7

1
,0

0
1

－

4
2

経
済

産
業

省
特

許
事

務
機

械
化

事
業

1
8
～

2
3

業
務

全
般

に
わ

た
る

電
子

計
算

機
利

用
に

よ
る

効
率

的
な

事
務

処
理

及
び

検
索

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し

そ
の

実
施

を
図

る
。

・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

出
願

2
4
時

間
、

3
6
5
日

サ
ー

ビ
ス

、
デ

ー
タ

提
供

の
リ

ア
ル

タ
イ

ム
化

を
通

じ
た

、
利

便
性

向
上

、
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

。
・
審

査
負

担
が

増
加

す
る

中
で

、
中

長
期

目
標

を
実

現
す

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

基
盤

（
イ

ン
フ

ラ
）
整

備
を

行
う

。
・
電

子
出

願
率

9
6
％

の
維

持
、

向
上

・
新

事
務

処
理

シ
ス

テ
ム

稼
働

に
よ

る
シ

ス
テ

ム
経

費
を

3
0
億

円
程

度
削

減
。

3
0
,2

1
2

1
0
2
,2

8
0

7
,0

9
3

4
3

経
済

産
業

省
電

子
経

済
産

業
省

構
築

事
業

1
9
～

2
3

業
務

・
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
に

基
づ

く
情

報
シ

ス
テ

ム
の

開
発

や
、

そ
の

他
緊

急
を

要
す

る
情

報
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
。

（
物

品
管

理
、

謝
金

・
諸

手
当

、
旅

費
の

各
業

務
）

・
年

間
4
4
2
万

時
間

の
業

務
削

減
（
2
1
年

度
ま

で
）

・
3
2
5
億

円
の

経
費

節
減

（
2
1
年

度
ま

で
）

（
貿

易
管

理
業

務
）

・
3
万

時
間

の
業

務
削

減
（
2
2
年

度
ま

で
）

・
年

間
1
億

円
の

経
費

節
減

（
2
1
年

度
ま

で
）

（
経

済
産

業
省

統
計

調
査

等
業

務
）

・
3
.2

万
時

間
の

業
務

削
減

（
2
3
年

度
ま

で
）

・
3
.8

億
円

の
経

費
節

減
（
2
3
年

度
ま

で
）

（
工

業
標

準
策

定
業

務
）

・
6
,6

0
0
時

間
の

業
務

削
減

（
2
1
年

度
ま

で
）

・
年

間
6
.6

百
万

円
の

経
費

節
減

（
2
3
年

度
ま

で
）

5
,2

9
0

1
3
,8

2
1

1
,2

0
1

○

4
4

経
済

産
業

省
地

域
医

療
情

報
連

携
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
及

び
実

証
事

業
1
8
～

2
0

地
域

の
医

療
機

関
が

、
効

率
的

な
医

療
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

に
必

要
な

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

及
び

実
証

。

全
国

の
病

院
に

お
い

て
、

画
像

を
通

じ
て

病
院

等
間

で
診

療
や

治
療

を
支

援
す

る
シ

ス
テ

ム
の

導
入

率
を

３
０

.５
％

と
す

る
（
計

画
時

７
．

１
％

）
1
8
0

6
7
0

1
8
0

4
5

経
済

産
業

省
健

康
情

報
活

用
基

盤
構

築
の

た
め

の
標

準
化

及
び

実
証

事
業

2
0
～

2
2

個
人

が
健

診
情

報
、

診
療

情
報

な
ど

を
電

子
的

に
収

集
・
管

理
・
活

用
で

き
る

シ
ス

テ
ム

の
構

築
に

向
け

た
標

準
化

、
実

証
事

業
。

平
成

2
0
年

度
・
・
・
健

康
情

報
を

活
用

し
た

健
康

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
こ

と
を

検
討

し
て

い
る

民
間

事
業

者
へ

の
ヒ

ヤ
リ

ン
グ

3
0
社

平
成

2
1
年

度
・
・
実

証
地

域
に

お
い

て
、

標
準

的
な

健
康

基
盤

を
用

い
て

、
個

人
の

健
診

情
報

及
び

診
療

情
報

活
用

し
た

健
康

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
民

間
事

業
者

数
　

5
社

平
成

2
2
年

度
・
・
・
標

準
的

な
健

康
情

報
を

用
い

て
、

個
人

の
健

診
情

報
及

び
診

療
情

報
を

預
か

り
か

つ
そ

れ
を

活
用

し
た

健
康

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
、

ま
た

は
提

供
す

る
こ

と
を

検
討

し
て

い
る

民
間

事
業

者
数

　
3
0
社

2
9
5

9
7
2

2
9
5
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事
業

名
事

業
の

概
要

２
０

年
度

予
算

額
（
単

位
：
百

万
円

）

国
庫

債
務

負
担

行
為

限
度

額

繰
越

明
許

費
予

算
額

目
間

流
用

期
間

（
年

度
）

定
量

的
な

目
標

目
の

大
括

り
化

整
理

番
号

省
庁

名

4
6

国
土

交
通

省
宅

地
建

物
取

引
業

免
許

等
電

子
申

請
シ

ス
テ

ム
構

築
事

業
1
8
～

2
1

宅
地

建
物

取
引

業
免

許
等

手
続

き
の

電
子

申
請

シ
ス

テ
ム

を
開

発
。

既
存

の
不

動
産

業
事

務
処

理
シ

ス
テ

ム
と

の
連

携
。

大
臣

免
許

業
者

３
０

％
、

知
事

免
許

業
者

１
０

％
以

上
の

者
が

電
子

申
請

を
利

用
シ

ス
テ

ム
利

用
者

が
業

務
合

理
化

に
資

す
る

と
し

た
満

足
度

を
５

０
％

と
す

る

9
－

－

4
7

国
土

交
通

省
自

動
車

分
野

の
二

酸
化

炭
素

排
出

量
評

価
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
構

築
1
8
～

2
0

運
送

業
者

の
様

々
な

省
エ

ネ
取

組
み

に
よ

る
二

酸
化

炭
素

削
減

効
果

の
評

価
が

可
能

な
自

動
車

分
野

の
二

酸
化

炭
素

排
出

量
評

価
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
構

築
。

自
動

車
に

よ
る

輸
送

の
実

態
を

反
映

し
た

C
O

2
排

出
量

を
、

車
両

ご
と

の
デ

ジ
タ

ル
タ

コ
グ

ラ
フ

等
に

よ
る

運
行

状
況

及
び

そ
れ

に
対

応
す

る
積

載
状

況
デ

ー
タ

等
に

基
づ

き
誤

差
1
0
％

以
下

で
予

測
す

る
こ

と
を

可
能

と
す

る
。

4
4

－
2
3

4
8

環
境

省
個

体
識

別
措

置
推

進
事

業
1
8
～

2
0

技
術

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

策
定

等
に

よ
り

、
家

庭
動

物
等

の
所

有
者

明
示

措
置

の
推

進
等

を
図

る
。

マ
イ

ク
ロ

チ
ッ

プ
措

置
登

録
頭

数
7
7
0
,0

0
0
頭

（
平

成
２

０
年

度
（
平

成
１

７
年

度
の

約
８

倍
）
）

・
個

体
識

別
措

置
を

利
用

し
た

逸
走

動
物

等
の

飼
い

主
発

見
体

制
を

整
え

た
地

方
自

治
体

数
（
９

９
自

治
体

）

2
7

－
－

4
9

防
衛

省
補

給
シ

ス
テ

ム
の

基
盤

部
分

の
整

備
1
9
～

2
2

需
給

統
制

シ
ス

テ
ム

、
艦

船
補

給
シ

ス
テ

ム
、

航
空

補
給

シ
ス

テ
ム

の
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

一
元

化
、

シ
ス

テ
ム

の
機

能
統

合
。

2
1
年

度
以

降
、

①
電

子
計

算
機

借
料

を
年

間
3
億

円
削

減
②

プ
ロ

グ
ラ

ム
維

持
経

費
を

年
間

1
.5

千
万

円
削

減
③

倉
庫

内
に

お
け

る
物

品
調

査
に

要
し

て
い

る
時

間
を

1
/
5
程

度
に

削
減

0
1
,8

0
1

－

5
0

防
衛

省
特

別
調

達
資

金
事

務
処

理
事

業
1
7
～

2
1

特
別

調
達

資
金

業
務

に
関

す
る

各
会

計
機

関
事

務
の

電
子

化
及

び
官

庁
会

計
事

務
デ

ー
タ

通
信

シ
ス

テ
ム

等
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

。
業

務
処

理
時

間
を

1
.8

万
時

間
削

減
す

る
1
2
8

1
2
1

－

（
注

）
財

務
省

の
「

平
成

2
0
年

度
成

果
重

視
事

業
一

覧
」

に
基

づ
き

作
成

し
た

（
予

算
額

等
は

概
算

要
求

時
で

は
な

く
予

算
成

立
後

の
も

の
）

。
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成
果

重
視
事

業
に
係
る

政
策

評
価

の
審
査
結

果
一
覧
表
 

 

府
省
名
 

政
 
策

  
名
 

評
価
と
し
て
備
え
る
べ
き
事
項
に
つ
い
て
の
点
検
結
果
 

各
々
の
成
果
重

視
事
業
の
明
確

な
点
検
項
目
の

件
数
（
割
合
）
 

目
標
の
内
容
 

目
標
設
定

の
考
え
方
 

手
段
と
目
標

の
因
果
関

係
 

目
標
の
達
成

度
合
い
の
判

定
方
法
・
基

準
 

予
算

執
行

の

効
率
化
・
弾
力

化
に

よ
っ

て

得
ら

れ
た

効

果
 

目
標
達
成
が
芳

し
く
な
い
場
合

の
原
因
分
析
及

び
そ
の
結
果
策

定
し
た
方
策
 

内
閣
府
 

経
済
財
政
政
策
関
係
業
務
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

３
／
６
 

 
(
50
.0
%)
 

計
 

（
１
政
策
）
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

－
＝
１
 

－
＝
１
 

－
＝
１
 

３
／
６
 

(
5
0.
0%
) 

公
正
取

引
 

委
員
会

 
法
令
遵
守
意
識
の
向
上
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

 
３
／
５
 

 
(
60
.0
%)
 

計
 

（
１
政
策
）
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

－
＝
１
 

－
＝
１
 

／
＝
１
 

３
／
５
 

(
6
0.
0%
) 

警
察
庁
 

指
紋
業
務
用
電
子
計
算
機
の
更
新
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
促
進
の
た
め

の
環
境
整
備
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

５
／
６
 

(
8
3.
3%
) 

計
 

（
２
政
策
）
 

〇
＝
２
 

〇
＝
２
 

〇
＝
２
 

〇
＝
２
 

〇
＝
２
 

－
＝
１
 

／
＝
１
 

1
0／

11
 

(
9
0.
9%
) 

金
融
庁
 

金
融
庁
業
務
支
援
統
合
シ
ス
テ
ム
の
開
発
（
※
）
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

(
8
0.
0%
) 

公
認
会
計
士
試
験
に
係
る
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
・
シ
ス

テ
ム
の
構
築
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

(
8
0.
0%
) 

計
 

（
２
政
策
）
 

〇
＝
２
 

〇
＝
２
 

〇
＝
２
 

－
＝
２
 

○
＝
２
 

／
＝
２
 

８
／

10
 

(
8
0.
0%
) 

 

資
料

３
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府
省
名
 

政
 
策

  
名
 

評
価
と
し
て
備
え
る
べ
き
事
項
に
つ
い
て
の
点
検
結
果
 

各
々
の
成
果
重

視
事
業
の
明
確

な
点
検
項
目
の

件
数
（
割
合
）
 

目
標
の
内
容
 

目
標
設
定

の
考
え
方
 

手
段
と
目
標

の
因
果
関

係
 

目
標
の
達
成

度
合
い
の
判

定
方
法
・
基

準
 

予
算

執
行

の

効
率
化
・
弾
力

化
に

よ
っ

て

得
ら

れ
た

効

果
 

目
標
達
成
が
芳

し
く
な
い
場
合

の
原
因
分
析
及

び
そ
の
結
果
策

定
し
た
方
策
 

総
務
省
 

職
員
等
利
用
者
認
証
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最

適
化
事
業
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

文
書
管
理
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
基
盤
の
業

務
・
シ
ス
テ
ム
最

適
化
事
業
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

電
子

契
約

シ
ス

テ
ム

の
構

築
の

た
め

の
シ

ス
テ

ム
開
発
等
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

恩
給
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム

最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

統
計
調
査
等
業
務
の
最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
 

政
府
認
証
基
盤
最
適
化
事
業
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

 
３
／
５
 

 
(
60
.0
%)
 

計
 

（
７
政
策
）
 

〇
＝
７
 

〇
＝
７
 

〇
＝
７
 

○
＝
１
 

－
＝
６
 

○
＝
６
 

－
＝
１
 

／
＝
７
 

2
8／

35
 

(
8
0.
0%
) 

法
務
省
 

登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
再
構
築
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

６
／
６
 

 
(
10
0%
) 

地
図
管
理
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の

最
適
化
事
業
 

△
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

出
入
国
管
理
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 
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府
省
名
 

政
 
策

  
名
 

評
価
と
し
て
備
え
る
べ
き
事
項
に
つ
い
て
の
点
検
結
果
 

各
々
の
成
果
重

視
事
業
の
明
確

な
点
検
項
目
の

件
数
（
割
合
）
 

目
標
の
内
容
 

目
標
設
定

の
考
え
方
 

手
段
と
目
標

の
因
果
関

係
 

目
標
の
達
成

度
合
い
の
判

定
方
法
・
基

準
 

予
算

執
行

の

効
率
化
・
弾
力

化
に

よ
っ

て

得
ら

れ
た

効

果
 

目
標
達
成
が
芳

し
く
な
い
場
合

の
原
因
分
析
及

び
そ
の
結
果
策

定
し
た
方
策
 

法
務
省
 

裁
判
員
制
度
啓
発
推
進
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

計
 

（
４
政
策
）
 

〇
＝
３
 

△
＝
１
 

〇
＝
４
 

〇
＝
４
 

○
＝
４
 

○
＝
４
 

○
＝
１
 

／
＝
３
 

2
0／

21
 

(
9
5.
2%
) 

外
務
省
 

内
部

管
理

業
務

用
ホ

ス
ト

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

シ
ス

テ
ム
の
再
構
築
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

国
際
機
関
に
お
け
る
邦
人
職
員

増
強
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
 

在
外
選
挙
人
登
録
推
進
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

在
外
経
理
シ
ス
テ
ム
の
シ
ス
テ

ム
最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

領
事
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム

の
最
適
化
 

△
 

△
 

○
 

○
 

○
 

 
３
／
５
 

 
(
60
.0
%)
 

計
 

（
５
政
策
）
 

〇
＝
４
 

△
＝
１
 

〇
＝
４
 

△
＝
１
 

〇
＝
５
 

○
＝
５
 

○
＝
５
 

／
＝
５
 

2
3／

25
 

(
9
2.
0%
) 

財
務
省
 

予
算

編
成

支
援

シ
ス

テ
ム

最
適

化
計

画
実

施
事

業
 

 
効
果
が
発
現
し
て
い
な
い
た
め
政
策
評
価
は
未
実
施
（
理
由
・
予
定
を
公
表
）
 

官
庁
会
計
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計

画
実
施
事
業
 

 
効
果
が
発
現
し
て
い
な
い
た
め
政
策
評
価
は
未
実
施
（
理
由
・
予
定
を
公
表
）
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府
省
名
 

政
 
策

  
名
 

評
価
と
し
て
備
え
る
べ
き
事
項
に
つ
い
て
の
点
検
結
果
 

各
々
の
成
果
重

視
事
業
の
明
確

な
点
検
項
目
の

件
数
（
割
合
）
 

目
標
の
内
容
 

目
標
設
定

の
考
え
方
 

手
段
と
目
標

の
因
果
関

係
 

目
標
の
達
成

度
合

い
の
判

定
方

法
・
基

準
 

予
算

執
行

の

効
率
化
・
弾
力

化
に

よ
っ

て

得
ら

れ
た

効

果
 

目
標
達
成
が
芳

し
く
な
い
場
合

の
原
因
分
析
及

び
そ
の
結
果
策

定
し
た
方
策
 

財
務
省
 

次
期
税
関
シ
ス
テ
ム
開
発
事
業

 
 
効
果
が
発
現
し
て
い
な
い
た
め
政
策
評
価
は
未
実
施
（
理
由
・
予
定
を
公
表
）
 

計
 

（
３
政
策
）
 

 
 

 
 

 
 

 

厚
生
労
働
省
 

厚
生
労
働
省
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（

共
通
シ
ス
テ
ム
）

最
適
化
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

職
業
安
定
行
政
に
お
け
る
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最

適
化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

労
災
保
険
給
付
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適

化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

監
督
・
安
全
衛
生
等
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の

最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

労
働
保
険
適
用
徴
収
業
務
の
業

務
・
シ
ス
テ
ム
の

最
適
化
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

計
 

（
５
政
策
）
 

〇
＝
５
 

〇
＝
５
 

〇
＝
５
 

○
＝
５
 

○
＝
４
 

－
＝
１
 

／
＝
５
 

2
4／

25
 

(
9
6.
0%
) 

農
林
水
産
省
 

商
物
分
離
直
接
流
通
成
果
重
視
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

６
／
６
 

(
1
00
%)
 

生
産
資
材
コ
ス
ト
低
減
成
果
重

視
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
 

情
報
技
術
活
用
型
成
果
重
視
事

業
（
Ｉ
Ｔ
活
用
 

型
営
農
成
果
重
視
事
業
）
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
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府
省
名
 

政
 
策

  
名
 

評
価
と
し
て
備
え
る
べ
き
事
項
に
つ
い
て
の
点
検
結
果
 

各
々
の
成
果
重

視
事
業
の
明
確

な
点
検
項
目
の

件
数
（
割
合
）
 

目
標
の
内
容
 

目
標
設
定

の
考
え
方
 

手
段
と
目
標

の
因
果
関

係
 

目
標
の
達
成

度
合

い
の
判

定
方

法
・
基

準
 

予
算

執
行

の

効
率
化
・
弾
力

化
に

よ
っ

て

得
ら

れ
た

効

果
 

目
標
達
成
が
芳

し
く
な
い
場
合

の
原
因
分
析
及

び
そ
の
結
果
策

定
し
た
方
策
 

農
林
水
産
省
 

低
コ
ス
ト
植
物
工
場
成
果
重
視
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

６
／
６
 

(
1
00
%)
 

バ
イ
オ
燃
料
技
術
実
証
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

６
／
６
 

(
1
00
%)
 

ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス
利
活
用
技

術
確
立
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
 

総
合
食
料
局
情
報
管
理
シ
ス
テ

ム
に
お
け
る
 

最
適
化
の
実
施
（
※
）
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
 

国
有
林
野
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム

の
開
発
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

６
／
６
 

(
1
00
%)
 

計
 

（
８
政
策
）
 

〇
＝
８
 

〇
＝
８
 

〇
＝
８
 

○
＝
８
 

○
＝
８
 

○
＝
４
 

／
＝
４
 

4
4／

44
 

(
1
00
%)
 

経
済
産
業
省
 

電
子
経
済
産
業
省
構
築
事
業
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

地
域
医
療
情
報
連
携
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
及
び

実
証
事
業
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

５
／
６
 

(
8
3.
3%
) 

健
康
情
報
活
用
基
盤
構
築
の
た
め
の
標
準
化
及

び
実
証
事
業
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

 
４
／
５
 

 
(
80
.0
%)
 

計
 

（
３
政
策
）
 

〇
＝
３
 

○
＝
１
 

－
＝
２
 

〇
＝
３
 

○
＝
３
 

○
＝
３
 

○
＝
１
 

／
＝
２
 

1
4／

16
 

(
8
7.
5%
) 

国
土
交
通
省
 

宅
地

建
物

取
引

業
免

許
等

電
子

申
請

シ
ス

テ
ム

構
築
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
 

自
動

車
分

野
の

二
酸

化
炭

素
排

出
量

評
価

プ
ロ

グ
ラ
ム
の
構
築
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

(
1
00
%)
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府
省
名
 

政
 
策

  
名
 

評
価
と
し
て
備
え
る
べ
き
事
項
に
つ
い
て
の
点
検
結
果
 

各
々
の
成
果
重

視
事
業
の
明
確

な
点
検
項
目
の

件
数
（
割
合
）
 

目
標
の
内
容
 

目
標
設
定

の
考
え
方
 

手
段
と
目
標

の
因
果
関

係
 

目
標
の
達
成

度
合
い
の
判

定
方
法
・
基

準
 

予
算

執
行

の

効
率
化
・
弾
力

化
に

よ
っ

て

得
ら

れ
た

効

果
 

目
標
達
成
が
芳

し
く
な
い
場
合

の
原
因
分
析
及

び
そ
の
結
果
策

定
し
た
方
策
 

国
土
交
通
省
 

業
績

指
標

Ⅱ
 

自
動

車
事

故
の

情
報

収
集

の
強

化
と
情
報
分
析
シ
ス
テ
ム
の
構
築
事
業
（
①
自
動

車
事

故
報

告
規

則
に

基
づ

く
自

動
車

事
故

報
告

対
象
事
故
の
報
告
件
数
の
増
加
、
②
自
動
車
事
故

報
告
書
作
成
時
間
の
短
縮

）（
※
）
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 
５
／
５
 

 
(
10
0%
) 

計
 

（
３
政
策
）
 

〇
＝
３
 

〇
＝
３
 

〇
＝
３
 

○
＝
３
 

○
＝
３
 

／
＝
３
 

1
5／

15
 

(
1
00
%)
 

環
境
省
 

個
体
識
別
措
置
推
進
事
業
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

５
／
６
 

 
(
83
.3
%)
 

計
 

（
１
政
策
）
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

－
＝
１
 

〇
＝
１
 

〇
＝
１
 

５
／
６
 

 
(
83
.3
%)
 

防
衛
省
 

統
合
気
象
シ
ス
テ
ム
統
合
開
発
（
※
）
 

○
 

△
 

－
 

－
 

○
 

○
 

３
／
６
 

 
(
50
.0
%)
 

補
給
シ
ス
テ
ム
の
基
盤
部
分
の

整
備
 

効
果
が
発
現
し
て
い
な
い
た
め
政
策
評
価
は
未
実
施
（
理
由
・
予
定
を
公
表
）
 

特
別
調
達
資
金
事
務
処
理
事
業

 
効
果
が
発
現
し
て
い
な
い
た
め
政
策
評
価
は
未
実
施
（
理
由
・
予
定
を
公
表
）
 

計
 

（
３
政
策
）
 

〇
＝
１
 

△
＝
１
 

－
＝
１
 

－
＝
１
 

○
＝
１
 

○
＝
１
 

３
／
６
 

(
5
0.
0%
) 

合
計
 
（

48
(4
3)
政
策
）
 

〇
＝

41
 

△
＝
２
 

〇
＝

39
 

△
＝
２
 

－
＝
２
 

〇
＝

42
 

－
＝
１
 

〇
＝

31
 

－
＝

12
 

〇
＝

39
 

－
＝
４
 

〇
＝
８
 

－
＝
２
 

／
＝

33
 

2
0
0／

2
25
 

(
8
8.
9%
) 

 （
注
）
１
 
「
政
策
名
」
欄
に
お
い
て
※
印
を
付

し
た
も
の
は
、
平
成

2
0
年
度
予
算
に
係
る
成
果
重
視
事
業
以
外
の
事
業
に

つ
い
て
政
策
評
価
が
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
 

２
 
「
政
策
名
」
欄
：
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事
業
名
は
、
平
成

2
0
年
度
予
算
に
係
る
成
果
重
視
事
業
の
名
称
（
財
務
省
の
資
料
に
よ
る

。）
で
あ
る
（
た
だ
し
、
※
印
を
付
し
た
事
業
に
つ
い
て
は
、
評
価
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
名
称

を
記
入
し
た

）。
 

３
 
「
目
標
の
内
容
」
欄
：
 

「
○
」
は

、
す
べ
て
の
目
標
の
内

容
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
△
」
は

、
一
部
の
目
標
の
内
容
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
－
」
は

、
い
ず
れ
の
目
標
の

内
容
も
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
を
表
す
。
 

４
 
「
目
標
設
定
の
考
え
方
」
欄
：
 

「
○
」
は
、
す
べ
て
の
目
標
設
定
の
考
え
方
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
△
」
は
、
一
部
の
目
標
設
定
の
考
え
方
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
－
」
は
、
い

ず
れ
の
目
標
設
定
の
考
え
方
も
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
表
す
。
 

５
 
「
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
」
欄
：
 

「
○
」
は
、
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
具
体
的
に
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
－
」
は
、
そ
れ
ら
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
表
す
。
 

６
 
「
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準
」
欄
：
 

「
○
」
は
、
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
－
」
は
、
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
を
表
す
。
 

７
 
「
予
算
執
行
の
効
率
化
・
弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
効
果
」
欄
：
 

「
○
」
は
、
予
算
執
行
の
効
率
化
・
弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
効
果
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
（
効
率
化
・
弾
力
化
に
よ
る
効
果
は
発
現
し
て
い
な
い
旨
が
明
示
さ
れ
て
い
る
も
の
を

含
む

。）
こ
と
を
表
す
。「

－
」
は
、
予
算
執
行
の
効
率
化
・
弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
効
果
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
表
す
。
 

８
 
「
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結
果
策
定
し
た
方
策
」
欄
：
 

目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
に

、「
○

」
は
、
原
因
分
析
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
策
定
し
た

方
策
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
表
す

。「
－

」
は
、
そ
れ
以
外
を
表
す

。
な
お
、
斜

線
は
、
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
と
し
て
い
る
も
の
以
外
の
も
の
を
表
す
。
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資
料
４

政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）

  
経
済
社
会
活
動
の
総
合
的
研

究
や
国
民
経
済
計
算
の
作
成
等

を
行
う
と
と
も
に
、
人
財
育

成
・
能
力
開
発
等
を
推
進
す

る
。

【
評
価
の
結
果
】

　
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
に
つ
い
て
は
、
最
適
化
計
画
に
定

め
ら
れ
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
通
り
に
作
業
が
実
施
で
き
る
よ

う
、
引
き
続
き
事
業
の
確
実
な
実
施
に
努
め
て
い
く
。

―
本
シ
ス
テ
ム
は
、
統
計
作

成
業
務
及
び
研
究
業
務
並
び

に
そ
れ
ら
の
業
務
を
処
理
す

る
た
め
の
も
の
で
あ
り
、
導

入
時
の
最
先
端
技
術
で
あ
る

大
型
電
子
計
算
機
に
よ
り
シ

ス
テ
ム
が
構
築
さ
れ
て
い

る
。
し
か
し
、
オ
ー
プ
ン
系

技
術
の
処
理
性
能
や
信
頼
性

は
著
し
く
向
上
し
て
お
り
、

よ
り
安
価
な
オ
ー
プ
ン
シ
ス

テ
ム
に
よ
る
シ
ス
テ
ム
構
築

も
可
能
と
な
っ
て
い
る
。
そ

こ
で
、
「
経
済
財
政
政
策
関

係
業
務
等
に
必
要
な
シ
ス
テ

ム
に
係
わ
る
業
務
・
シ
ス
テ

ム
最
適
化
計
画
」
等
に
基
づ

き
、
従
来
の
大
型
電
子
計
算

機
を
中
心
と
す
る
シ
ス
テ
ム

か
ら
オ
ー
プ
ン
シ
ス
テ
ム
に

移
行
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ

に
合
わ
せ
て
業
務
の
あ
り
方

と
見
直
し
、
そ
の
最
適
化
を

図
る
。

　
業
務
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計

画
に
定
め
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

通
り
の
作
業
の
実
施

（
注
）
　
１
　
内
閣
府
の
「
平
成
20
年
度
内
閣
府
本
府
政
策
評
価
書
（
事
後
評
価
）
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

  
  
  
  
３
　
「
経
済
財
政
政
策
関
係
業
務
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
」
に
係
る
政
策
評
価
に
つ
い
て
は
、
他
の
政
策
に
係
る
政
策
評
価
と
明
確
に
区
分
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
当
省
に
お
い
て
抽
出
し
た
。

新
シ
ス
テ
ム
の
設
計
・
開

発
作
業
の
調
達
に
お
い
て

は
、
平
成
18
年
度
末
の
入
札

が
不
調
に
終
わ
っ
た
た
め
、

「
国
民
経
済
計
算
シ
ス
テ

ム
」
と
「
景
気
統
計
シ
ス
テ

ム
」
に
分
離
し
て
調
達
す
る

こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
再
度

の
不
落
を
避
け
る
た
め
、
平

成
19
年
度
に
引
き
続
き
社
会

会
計
シ
ス
テ
ム
・
オ
ー
プ

ン
・
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
積

極
的
に
開
催
す
る
な
ど
、
入

札
希
望
事
業
者
に
対
し
て
、

作
業
内
容
や
見
積
も
り
を
正

確
に
作
成
で
き
る
よ
う
幅
広

く
情
報
提
供
を
行
っ
た
。

20
年
度
は
、
「
経
済
財
政

政
策
関
係
業
務
等
に
必
要
な

シ
ス
テ
ム
に
係
わ
る
業
務
・

シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
」
に

基
づ
き
、
「
国
民
経
済
計
算

シ
ス
テ
ム
」
「
景
気
統
計
シ

ス
テ
ム
」
に
つ
い
て
競
争
入

札
を
行
い
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

全
体
設
計
書
、
シ
ス
テ
ム
全

体
設
計
書
等
に
基
づ
く
進
捗

管
理
を
行
っ
た
。

「
経
済
財
政
政
策

関
係
業
務
等
に
必
要

な
シ
ス
テ
ム
に
係
わ

る
業
務
・
シ
ス
テ
ム

最
適
化
計
画
」
に
示

さ
れ
て
い
る
工
程
表

に
基
づ
く
事
業
の
実

施
を
目
標
と
し
た
。

―

測
定
結
果

（
成
果
重
視
事
業
）

評
価
の
結
果
等

（
成
果
重
視
事
業
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

（
成
果
重
視
事
業
）

目
標
設
定
の
考
え
方

（
成
果
重
視
事
業
）

目
標
の
内
容

（
成
果
重
視
事
業
）

政
策
名

経
済
社
会
総
合
研
究
の
推
進

測
定
結
果
等

政
策
手
段
（
手
段
と

目
標
の
因
果
関
係
）

（
成
果
重
視
事
業
）

達
成
す
べ
き
目
標

府
省
名

内
閣
府

政
策
名
（
成
果
重
視
事
業
）
経
済
財
政
政
策
関
係
業
務
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化

評
価
の
結
果

予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
に
よ
っ

て
得
ら
れ
た
効
果

（
成
果
重
視
事
業
）
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（
注
）
　
１
　
公
正
取
引
委
員
会
の
「
平
成
21
年
度
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

－

測
定
結
果

目
標
の
達
成
度
合

い
の
判
定
方
法
・

基
準

－

政
策
名

府
省
名

公
正
取
引
委
員
会

目
標
の
内
容

法
令
遵
守
意
識
の
向
上
　
－
企
業
及
び
発
注
機
関
に
お
け
る
法
令
遵
守
意
識
等
の
向
上
－

（
法
令
遵
守
意
識
の
向
上
）

（
１
）
に
つ
い
て

経
済
取
引
に
お
け
る
公
正
か
つ
自
由

な
競
争
を
一
層
促
進
さ
せ
る
た
め
に

は
、
独
占
禁
止
法
の
厳
正
な
執
行
と
と

も
に
、
企
業
に
お
け
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
体
制
等
の
向
上
に
よ
る
違
反
の
未

然
防
止
が
重
要
で
あ
る
と
こ
ろ
、
近
年

も
依
然
と
し
て
独
占
禁
止
法
違
反
事
件

が
発
生
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
も

の
。

（
２
）
に
つ
い
て

入
札
談
合
を
防
止
す
る
た
め
に
は
、

発
注
機
関
の
職
員
が
独
占
禁
止
法
等
を

理
解
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。
特
に
、

職
員
自
身
の
関
与
に
つ
い
て
は
、
官
製

談
合
の
摘
発
が
後
を
絶
た
な
い
状
況
に

あ
る
こ
と
か
ら
、
職
員
自
身
が
入
札
談

合
に
関
与
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
発
注

機
関
に
お
け
る
法
令
知
識
を
向
上
さ
せ

る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
も

の
。

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

（
１
）
に
つ
い
て

独
占
禁
止
法
に
関
す
る
企
業
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
及
び
意
識

の
実
態
を
把
握
す
る
た
め
の
ア
ン

ケ
ー
ト
等
を
実
施
し
、
そ
の
取
り

ま
と
め
結
果
や
課
題
を
公
表
・
周

知
す
る
。

（
２
）
に
つ
い
て

国
等
の
発
注
機
関
と
「
公
共
入

札
に
関
す
る
公
正
取
引
委
員
会
と

の
連
絡
担
当
官
会
議
」
を
開
催
す

る
と
と
も
に
、
発
注
機
関
が
実
施

す
る
調
達
担
当
者
向
け
の
講
習
会

へ
の
講
師
の
派
遣
及
び
公
正
取
引

委
員
会
主
催
の
発
注
機
関
向
け
講

習
会
を
実
施
し
、
独
占
禁
止
法
等

を
周
知
す
る
。

予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
に
よ
っ

て
得
ら
れ
た
効
果

【
評
価
の
結
果
】

（
１
）
独
占
禁
止
法
に

関
す
る
企
業
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
体
制
及
び
意

識
の
向
上
支
援

経
済
取
引
に
お
け
る

公
正
か
つ
自
由
な
競
争

を
一
層
促
進
さ
せ
る
た

め
に
、
独
占
禁
止
法
に

関
す
る
企
業
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
体
制
及
び
意

識
の
更
な
る
向
上
を
目

指
す
。

（
２
）
入
札
談
合
の
防

止
に
係
る
発
注
機
関
へ

の
独
占
禁
止
法
及
び
入

札
談
合
等
関
与
行
為
防

止
法
の
周
知

独
占
禁
止
法
及
び
入

札
談
合
等
関
与
行
為
防

止
法
の
内
容
を
発
注
機

関
に
周
知
す
る
こ
と
に

よ
り
、
入
札
談
合
等
の

独
占
禁
止
法
及
び
入
札

談
合
等
関
与
行
為
防
止

法
の
違
反
行
為
を
未
然

に
防
止
す
る
。

（
１
）
に
つ
い
て

東
証
一
部
上
場
企
業
約

1,
70
0社
に
対
し
、
平
成
18

年
1月
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を

実
施
し
、
平
成
18
年
5月
報

告
書
を
取
り
ま
と
め
、
今
後

の
課
題
と
と
も
に
公
表
。
平

成
20
年
10
月
に
再
度
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
、
平

成
21
年
3月
報
告
書
「
企
業

に
お
け
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
体
制
の
整
備
状
況
に
関
す

る
調
査
－
独
占
禁
止
法
改
正

法
施
行
（
平
成
18
年
1月
）

以
降
の
状
況
－
」
を
公
表
。

（
２
）
に
つ
い
て

平
成
20
年
度
、
連
絡
担
当

官
会
議
を
全
国
9カ
所
で
計

11
回
開
催
。
発
注
機
関
主
催

の
講
習
会
に
講
師
を
派
遣
し

た
ほ
か
、
自
ら
講
習
会
を
実

施
し
全
国
計
10
3回
の
講
習

会
を
実
施
。

講
習
会
で
は
、
終
了
後
参

加
者
に
対
し
て
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
行
っ
て
お
り
、
独
占

禁
止
法
等
に
つ
い
て
の
理
解

は
92
.8
％
が
「
（
多
少
）
深

ま
っ
た
」
と
回
答
、
講
習
会

の
内
容
が
今
後
の
業
務
に
役

立
つ
か
に
つ
い
て
は
91
.5
％

が
「
（
多
少
）
役
立
つ
と
思

う
」
と
回
答
。

参
加
者
は
、
実
際
の
実
務

を
担
う
課
長
、
課
長
補
佐
、

係
長
ク
ラ
ス
が
69
.1
％
を
占

め
て
い
る
。
ま
た
、
講
習
会

の
後
、
職
場
に
お
い
て
講
習

会
の
内
容
を
周
知
す
る
予
定

が
な
い
者
は
17
.0
％
に
過
ぎ

な
い
。

（
１
）
に
つ
い
て

平
成
20
年
調
査
に
お
い
て
、
平
成
18
年
調
査
で
今
後
の
課

題
と
し
て
指
摘
さ
れ
た
事
項
の
検
証
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
一

部
、
今
後
の
課
題
と
し
て
指
摘
さ
れ
た
と
こ
ろ
は
残
る
も
の

の
、
す
べ
て
の
項
目
で
改
善
が
認
め
ら
れ
た
。

平
成
18
年
調
査
以
降
、
東
証
一
部
上
場
企
業
に
お
い
て

は
、
独
占
禁
止
法
に
関
す
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
等
が

全
体
と
し
て
大
き
く
向
上
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

（
２
）
に
つ
い
て

講
習
会
は
、
独
占
禁
止
法
等
の
内
容
に
関
す
る
知
識
を
有

し
て
い
な
い
者
が
大
半
で
あ
る
集
団
に
対
し
て
実
施
さ
れ
、

適
切
な
理
解
と
今
後
の
業
務
に
効
果
的
で
あ
っ
た
と
評
価
で

き
、
発
注
機
関
職
員
に
お
け
る
独
占
禁
止
法
等
法
の
知
識
の

向
上
に
関
し
て
、
有
効
な
も
の
で
あ
っ
た
と
評
価
で
き
る
。

ま
た
、
本
局
が
実
施
し
た
講
習
会
は
、
各
県
等
に
置
か
れ

て
い
る
公
共
工
事
契
約
制
度
運
用
連
絡
協
議
会
で
入
札
談
合

に
関
す
る
講
習
会
が
行
わ
れ
て
い
な
い
県
を
通
じ
て
、
講
習

会
未
実
施
の
自
治
体
に
対
し
て
集
中
的
に
実
施
で
き
た
。
講

習
の
必
要
性
の
高
い
者
を
対
象
に
効
率
的
に
講
習
会
を
開
催

で
き
た
も
の
と
評
価
で
き
る
。

さ
ら
に
、
講
習
会
で
は
、
実
際
の
実
務
を
担
う
ク
ラ
ス
の

者
に
対
し
て
重
点
的
に
講
習
を
行
う
こ
と
が
で
き
、
講
習
会

の
参
加
者
に
よ
っ
て
自
ら
の
職
場
で
の
周
知
も
行
わ
れ
た
こ

と
は
、
本
事
業
が
効
率
的
に
行
わ
れ
た
と
評
価
で
き
る
。

発
注
機
関
へ
の
独
占
禁
止
法
等
の
周
知
に
つ
い
て
は
、
講

習
会
の
際
に
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
に
お
い
て
、
参
加
者
の

大
部
分
が
独
占
禁
止
法
等
に
つ
い
て
の
理
解
が
深
ま
っ
た
旨

回
答
す
る
等
、
講
習
会
に
出
席
し
た
参
加
者
に
お
い
て
は
、

事
業
が
有
効
に
機
能
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
未

だ
講
習
会
を
実
施
し
た
こ
と
の
な
い
発
注
機
関
も
存
在
す

る
。
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(1
)
平
成
16
年
度
と
比

較
し
た
運
用
経
費
を
２

割
程
度
削
減
す
る
。

(2
)
対
象
シ
ス
テ
ム
に

お
け
る
実
質
的
な
稼
働

率
10
0％
を
維
持
す
る
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

運
用
経
費
の
削
減
率

H1
7年
度
　
6.
3％

H1
8年
度
　
26
.2
％

H1
9年
度
　
26
.2
％

H2
0年
度
　
26
.2
％

対
象
シ
ス
テ
ム
に
お
け

る
実
質
的
な
稼
働
率

H1
7年
度
　
99
.9
％

H1
8年
度
　
10
0％

H1
9年
度
　
10
0％

H2
0年
度
　
10
0％

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

【
評
価
の
結
果
】

　
平
成
16
年
度
と
比
較
し
た
平
成
20
年
度
の
運
用
経
費
の
削

減
率
は
、
26
.2
％
で
あ
る
。
ま
た
、
対
象
シ
ス
テ
ム
に
お
け

る
実
質
的
な
稼
働
率
は
、
平
成
18
年
度
以
降
、
10
0％
を
維
持

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
い
ず
れ
の
目
標
に
つ
い
て
も
達
成
し

た
。

（
注
）
　
１
　
警
察
庁
の
「
平
成
20
年
実
績
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

　
国
庫
債
務
負
担
行
為

に
よ
り
複
数
年
の
賃
貸

借
契
約
を
結
ぶ
こ
と

で
、
合
理
的
な
予
算
執

行
が
可
能
と
な
っ
て

い
る
。

政
策
名

府
省
名

警
察
庁

目
標
の
内
容

犯
罪
捜
査
の
的
確
な
推
進
（
科
学
技
術
を
活
用
し
た
捜
査
の
更
な
る
推
進
）

（
指
紋
業
務
用
電
子
計
算
機
の
更
新
）

測
定
結
果

事
業
を
適
切
に
執
行
し
た
場
合
に
見

込
ま
れ
る
運
用
経
費
の
削
減
割
合
及
び

機
器
の
適
切
な
保
守
等
を
行
っ
た
場
合

に
見
込
ま
れ
る
稼
働
率
を
目
標
と
し
て

設
定
し
て
い
る
。

運
用
経
費
を
削
減
で
き
る
よ
う

事
業
を
適
切
に
執
行
す
る
と
と
も

に
、
実
質
的
な
稼
働
率
10
0％
を
維

持
す
る
た
め
機
器
の
適
切
な
保
守

等
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
目
標

の
達
成
が
可
能
と
な
る
。

(1
) 
平
成
16
年
度
と

比
較
し
た
運
用
経
費

　
シ
ス
テ
ム
の
運
用

に
要
す
る
コ
ス
ト
を

算
出
し
、
平
成
16
年

度
の
コ
ス
ト
と
比
較

す
る
。

(2
) 
対
象
シ
ス
テ
ム

に
お
け
る
実
質
的
な

稼
働
率

　
障
害
等
に
よ
る
シ

ス
テ
ム
停
止
時
間
を

確
認
し
、
稼
働
率
を

算
出
す
る
。
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国
の
警
察
機
関
が
行

う
申
請
・
届
出
等
手
続

の
オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
率

の
向
上
に
努
め
る
。

　
申
請
・
届
出
等
手
続

の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
率

10
0％
を
継
続
す
る
。

－

申
請
・
届
出
手
続
の
オ

ン
ラ
イ
ン
利
用
率

　
H1
8年
度
0.
1％

　
H1
9年
度
1.
5％

　
H2
0年
度
0.
75
％

オ
ン
ラ
イ
ン
化
さ
れ
た

手
続
の
割
合
の
推
移

（
％
）

　
H1
6年
度
10
0％

　
H1
7年
度
10
0％

　
H1
8年
度
10
0％

　
H1
9年
度
10
0％

　
H2
0年
度
10
0％

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
・
届

出
手
続
の
対
象
シ
ス
テ

ム
に
お
け
る
実
質
的
な

稼
働
率

　
H1
6年
度
10
0％

　
H1
7年
度
10
0％

　
H1
8年
度
10
0％

　
H1
9年
度
10
0％

　
H2
0年
度
10
0％

政
策
名

府
省
名

警
察
庁

目
標
の
内
容

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

果
策
定
し
た
方
策
】

IT
を
活
用
し
た
国
民
の
利
便
性
・
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
（
警
察
行
政
の
電
子
化
の
推
進
）

（
オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
の
促
進
の
た
め
の
環
境
整
備
）

測
定
結
果

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

【
評
価
の
結
果
】

　
業
績
指
標
①
は
達
成
が
十
分
と
は
言
い
難
い
も
の
の
、
業

績
指
標
②
及
び
③
は
達
成
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
業
績
目
標

で
あ
る
「
警
察
行
政
の
電
子
化
の
推
進
」
は
お
お
む
ね
達
成

し
た
と
認
め
ら
れ
る
。

　
し
か
し
、
依
然
と
し
て
申
請
・
届
出
等
手
続
の
オ
ン
ラ
イ

ン
利
用
率
は
低
い
こ
と
か
ら
、
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
・
届
出
等

手
続
の
対
象
シ
ス
テ
ム
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

　
申
請
・
届
出
等
対
象
手
続
す
べ

て
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
が
実
施
さ
れ

て
い
る
こ
と
は
、
警
察
行
政
の
電

子
化
の
推
進
の
度
合
い
を
測
る
一

つ
の
指
標
と
な
る
た
め

　
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
・
届
出
等
手

続
の
対
象
シ
ス
テ
ム
を
常
時
稼
働

す
る
こ
と
は
、
警
察
行
政
の
電
子

化
の
推
進
の
度
合
い
を
測
る
一
つ

の
指
標
と
な
る
た
め

　
国
庫
債
務
負
担
行
為

に
よ
る
複
数
年
の
賃
貸

借
契
約
を
結
び
、
単
年

度
の
契
約
を
行
っ
た
場

合
に
比
べ
、
合
理
的
な

予
算
執
行
を
図
っ
た
。

　
各
業
績
指
標
に
つ

き
、
基
準
年
に
対
す

る
達
成
年
の
状
況
を

測
定
す
る
。

（
注
）
　
１
　
国
家
公
安
委
員
会
・
警
察
庁
の
「
平
成
20
年
実
績
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

　
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
・

届
出
等
手
続
の
対
象
シ

ス
テ
ム
に
お
け
る
実
質

的
な
稼
働
率
10
0％
を
継

続
す
る
。

　
国
の
警
察
機
関
が
行
う
申
請
・
届
出

等
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
率
は
、
警

察
行
政
の
電
子
化
の
推
進
の
度
合
い
を

測
る
一
つ
の
指
標
と
な
る
た
め

　
国
の
警
察
機
関
が
行
う
申
請
・

届
出
等
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
利
用

率
は
、
警
察
行
政
の
電
子
化
の
推

進
の
度
合
い
を
測
る
一
つ
の
指
標

と
な
る
た
め

　
申
請
・
届
出
等
対
象
手
続
す
べ
て
の

オ
ン
ラ
イ
ン
化
が
実
施
さ
れ
て
い
る
こ

と
は
、
警
察
行
政
の
電
子
化
の
推
進
の

度
合
い
を
測
る
一
つ
の
指
標
と
な
る
た

め 　
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
・
届
出
等
手
続
の

対
象
シ
ス
テ
ム
を
常
時
稼
働
す
る
こ
と

は
、
警
察
行
政
の
電
子
化
の
推
進
の
度

合
い
を
測
る
一
つ
の
指
標
と
な
る
た
め
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―

（
注
）
　
１
　
金
融
庁
の
「
平
成
21
年
度
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

平
成
24
年
度
か
ら
単

年
度
で
20
7,
56
0千
円
の

経
費
削
減
と
約
9,
45
0日

の
業
務
処
理
時
間
の
短

縮
（
い
ず
れ
も
試
算
）

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

「
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
指
針

（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
」
（
平
成
18
年
３

月
31
日
各
府
省
情
報
化
統
括
責
任
者

（
Ｃ
Ｉ
Ｏ
）
連
絡
会
議
決
定
）
等
に
基

づ
く
最
適
化
効
果
指
標

　
複
数
年
に
わ
た
る
シ

ス
テ
ム
の
設
計
・
開
発

に
つ
い
て
、
国
庫
債
務

負
担
行
為
を
活
用
し
、

複
数
年
契
約
を
締
結
し

た
こ
と
に
よ
り
、
単
年

度
ご
と
に
入
札
・
契
約

を
行
う
場
合
に
比
し
、

費
用
の
低
減
及
び
業
務

の
効
率
化
等
が
図
ら
れ

る
。

政
策
名

府
省
名

　
複
数
年
度
に
わ
た
っ
て
シ
ス
テ
ム
構
築
等
を
行
う
事
業
で

あ
り
、
平
成
24
年
１
月
の
新
シ
ス
テ
ム
稼
働
ま
で
は
事
業
の

実
施
に
伴
う
効
果
は
発
現
し
な
い
が
、
平
成
21
年
度
に
お
い

て
は
、
予
算
措
置
が
な
さ
れ
、
一
般
競
争
入
札
（
総
合
評
価

落
札
方
式
）
の
結
果
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
ど
お
り
に
設
計
・
開

発
事
業
者
が
決
定
し
た
。

金
融
庁

目
標
の
内
容

金
融
庁
業
務
支
援
統
合
シ
ス
テ
ム
の
開
発

測
定
結
果

【
評
価
の
結
果
】

①
金
融
検
査
監
督
デ
ー
タ
シ
ス

テ
ム
、
②
金
融
庁
統
合
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
・
分
析
シ
ス
テ
ム
、
③
証
券

総
合
シ
ス
テ
ム
の
３
シ
ス
テ
ム
を

統
合
し
て
再
構
築
す
る
こ
と
に
よ

り
、
金
融
検
査
及
び
監
督
並
び
に

証
券
取
引
等
監
視
等
業
務
に
係
る

経
費
の
削
減
と
業
務
処
理
時
間
の

短
縮
の
効
果
を
上
げ
る
。

―
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（
注
）
　
１
　
金
融
庁
の
「
平
成
21
年
度
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

①
公
認
会
計
士
試
験
受

験
者
に
対
す
る
成
績
通

知
率
の
向
上
（
目
標
：

80
％
）

②
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を

経
由
し
た
情
報
提
供

サ
ー
ビ
ス
へ
の
ア
ク
セ

ス
件
数
の
増
加
（
目

標
：
10
0千
件
）

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

【
評
価
の
結
果
】

複
雑
化
す
る
試
験
事
務
へ
の
対

応
及
び
受
験
者
等
に
対
す
る
情
報

提
供
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
の
た
め
、

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
シ
ス
テ
ム
の
開

発
を
行
う
。

―
①
平
成
20
年
公
認
会
計

士
試
験
論
文
式
試
験
に

お
け
る
成
績
通
知
率
：

10
0％

②
平
成
20
年
度
の
試
験

情
報
提
供
サ
イ
ト
へ
の

ア
ク
セ
ス
件
数
：

22
9,
33
3件

公
認
会
計
士
試
験
の
受
験
者
等
に
対

す
る
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
を
図

る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
る
。

　
新
試
験
制
度
に
対
応
し
た
公
認
会
計
士
試
験
シ
ス
テ
ム
の

開
発
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
Ｈ
18
年
以
降
の
公
認
会
計
士

試
験
論
文
式
試
験
に
お
い
て
、
不
合
格
者
全
員
に
対
し
て
詳

細
な
成
績
通
知
を
実
施
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
成
績
通
知
率

は
10
0％
と
な
っ
た
。

　
ま
た
、
新
試
験
制
度
へ
の
移
行
に
伴
う
試
験
免
除
の
複
雑

化
や
受
験
者
数
の
増
加
に
よ
り
業
務
量
が
増
大
し
た
が
、
シ

ス
テ
ム
開
発
に
よ
り
、
試
験
結
果
の
迅
速
な
公
表
や
多
角
的

な
デ
ー
タ
分
析
に
よ
る
受
験
者
へ
の
詳
細
な
情
報
提
供
が
可

能
に
な
っ
た
。

　
新
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
分
析
・
集
計
し
た
資
料
は
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
通
じ
受
験
者
等
に
情
報
提
供
を
行
っ
て
お
り
、
情

報
提
供
サ
イ
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
件
数
は
、
22
9,
33
3件
と
な

り
、
Ｈ
19
年
度
の
21
0,
53
1件
か
ら
さ
ら
に
増
加
し
た
。

目
標
の
内
容

公
認
会
計
士
試
験
に
係
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
シ
ス
テ
ム
の
構
築

（
公
認
会
計
士
試
験
に
係
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
）

測
定
結
果

政
策
名

　
運
用
支
援
及
び
機
器

借
入
契
約
に
つ
い
て

は
、
複
数
年
度
で
契
約

締
結
す
る
こ
と
に
よ

り
、
単
年
度
契
約
の
場

合
よ
り
も
費
用
が
抑
制

さ
れ
た
。

府
省
名

金
融
庁

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準
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【
評
価
の
結
果
】

評
価
の
結
果
等

－
本
事
業
の
目
標
は
平
成
24
年
度
及
び
25
年
度
に
出
現
す
る

こ
と
か
ら
、
こ
の
目
標
に
至
る
ま
で
の
期
間
は
、
連
携
を
予

定
し
て
い
る
他
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
状
況
を
把
握
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
達
成
状
況
の
指
標
と
す
る
。

な
お
、
平
成
20
年
度
に
策
定
し
た
連
携
計
画
に
お
い
て

は
、
56
の
情
報
シ
ス
テ
ム
が
連
携
を
予
定
し
て
お
り
、
平
成

20
年
度
末
に
お
い
て
は
、
56
シ
ス
テ
ム
中
１
シ
ス
テ
ム
（
一

元
的
な
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
）
と
の
連
携
を
達
成
し
て
い

る
。

政
策
名

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

職
員
等
利
用
者
認
証
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

①
利
用
者
認
証
業
務
・

シ
ス
テ
ム
に
係
る
運
用

経
費
の
削
減
：
約
0.
6億

円 ②
利
用
者
認
証
業
務
・

シ
ス
テ
ム
に
係
る
業
務

処
理
時
間
の
削
減
：
約

２
万
時
間

本
事
業
は
、
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ

ン
ご
と
に
保
有
す
る
、
利
用
者
認
証
情

報
・
利
用
者
認
証
機
能
等
を
一
元
的
に

管
理
・
提
供
す
る
た
め
の
基
盤
（
職
員

等
利
用
者
共
通
認
証
基
盤
）
を
整
備
す

る
こ
と
に
よ
り
、
利
用
者
認
証
業
務
・

シ
ス
テ
ム
の
効
率
化
を
図
る
こ
と
と
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー

シ
ョ
ン
の
利
用
者
認
証
に
係
る
運
用
経

費
削
減
及
び
利
用
者
認
証
業
務
の
業
務

処
理
時
間
短
縮
を
目
標
と
し
て
設
定
し

て
い
る
。

職
員
等
利
用
者
共
通
認
証
基
盤
の
運

用
が
開
始
さ
れ
る
20
年
度
末
以
降
、
同

基
盤
と
の
連
携
が
見
込
ま
れ
る
業
務
ア

プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
順
次
連
携
さ
れ
る

こ
と
に
よ
り
、
24
年
度
以
降
に
お
い
て

年
間
約
0.
2億
円
の
運
用
経
費
削
減
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
に
加
え
、
共
同
利
用

シ
ス
テ
ム
基
盤
に
参
画
す
る
こ
と
に
よ

り
、
25
年
度
以
降
に
お
い
て
更
に
年
間

約
0.
4億
円
の
運
用
経
費
削
減
が
見
込

ま
れ
、
ま
た
、
24
年
度
に
お
い
て
年
間

約
２
万
時
間
の
業
務
処
理
時
間
短
縮
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
当
該
数
値
を

そ
れ
ぞ
れ
目
標
値
と
し
て
設
定
し
て
い

る
。

業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ご
と

に
保
有
す
る
、
利
用
者
認
証
情

報
・
利
用
者
認
証
機
能
等
を
一
元

的
に
管
理
・
提
供
す
る
た
め
、
以

下
の
機
能
を
実
装
す
る
職
員
等
利

用
者
共
通
認
証
基
盤
を
設
計
・
開

発
・
構
築
し
、
各
府
省
の
連
携
対

象
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
順

次
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
機

能
を
提
供
す
る
。

　
・
利
用
者
認
証
情
報
を
一
元
的

　
　
に
管
理
及
び
提
供
す
る
機
能

　
・
主
体
認
証
（
本
人
性
確
認
）

　
　
機
能

　
・
連
携
対
象
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー

　
　
シ
ョ
ン
の
利
用
認
可
機
能

　
・
連
携
対
象
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー

　
　
シ
ョ
ン
へ
の
ア
ク
セ
ス
証
跡

　
　
情
報
の
提
供
機
能

職
員
等
利
用
者
共
通
認
証
基
盤

と
、
連
携
対
象
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー

シ
ョ
ン
が
順
次
連
携
し
、
当
該
業

務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ご
と
に
保

有
す
る
利
用
者
認
証
情
報
・
利
用

者
認
証
機
能
等
が
同
基
盤
に
よ
り

一
元
的
に
管
理
・
提
供
さ
れ
る
こ

と
に
よ
り
、
業
務
・
機
能
集
約
効

果
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
利

用
者
認
証
に
係
る
運
用
経
費
削
減

及
び
利
用
者
認
証
業
務
の
業
務
処

理
時
間
短
縮
が
可
能
と
な
る
。

－
○
国
庫
債
務
負
担
行
為

電
子
計
算
機
等
の
借

入
れ
に
は
、
複
数
年
度

に
わ
た
る
契
約
を
結
ぶ

こ
と
を
要
す
る
も
の
が

あ
る
た
め
、
当
該
措
置

が
必
要
と
な
る
。
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①
年
間
の
運
用
経
費
削

減
：
約
11
億
円
→
（
共

同
利
用
シ
ス
テ
ム
基
盤

に
参
画
後
）
約
11
.9
億

円 ②
年
間
の
業
務
処
理
時

間
短
縮
：
約
6,
60
0時
間

③
電
子
決
裁
率
：
60
％

政
府
全
体
で
利
用
可
能
な
一
元
的
な

文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
、
府
省

ご
と
に
整
備
・
運
用
し
て
い
る
既
存
の

総
合
的
な
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
を
廃
止

す
る
こ
と
で
重
複
投
資
を
排
除
し
運
用

業
務
を
一
元
化
で
き
る
た
め
、
経
費
が

削
減
さ
れ
業
務
処
理
時
間
が
短
縮
さ
れ

る
。
平
成
25
年
度
以
降
に
お
い
て
、
経

費
は
約
11
億
円
の
削
減
、
業
務
処
理
時

間
も
約
6,
60
0時
間
短
縮
さ
れ
る
。

政
府
全
体
で
利
用
可
能
な
一
元

的
な
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
を
整
備

す
る
（
平
成
20
年
度
は
設
計
・
開

発
、
機
器
導
入
、
調
整
、
テ
ス

ト
、
移
行
等
、
平
成
21
年
度
は
機

器
導
入
、
調
整
、
テ
ス
ト
、
移
行

等
）
。
各
府
省
は
現
在
、
整
備
・

運
用
し
て
い
る
文
書
管
理
シ
ス
テ

ム
を
廃
止
し
、
一
元
的
な
文
書
管

理
シ
ス
テ
ム
に
平
成
24
年
度
ま
で

に
段
階
的
に
移
行
す
る
。

各
府
省
が
現
在
整
備
・
運
用
し

て
い
る
段
階
的
な
文
書
管
理
シ
ス

テ
ム
を
廃
止
し
一
元
的
な
文
書
管

理
シ
ス
テ
ム
に
移
行
す
る
こ
と

で
、
シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
重
複
投

資
を
排
除
で
き
る
。
ま
た
、
運
用

業
務
を
一
元
化
す
る
こ
と
で
、
業

務
処
理
時
間
の
短
縮
が
見
込
ま
れ

る
。

－
－

政
策
名

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

文
書
管
理
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

測
定
結
果

【
評
価
の
結
果
】

評
価
の
結
果
等

①
国
庫
債
務
負
担
行
為

平
成
19
年
度
及
び
20

年
度
の
２
年
間
の
一
括

契
約
を
行
う
こ
と
に
よ

り
、
同
一
の
業
者
が
設

計
、
開
発
、
テ
ス
ト
ま

で
の
一
連
の
作
業
を
連

続
し
て
行
え
る
こ
と
か

ら
、
平
成
20
年
度
の
業

者
が
別
の
業
者
と
な
る

場
合
に
必
須
と
な
る
設

計
ド
キ
ュ
メ
ン
ト
等
の

理
解
・
確
認
を
行
う
時

間
が
不
要
と
な
り
、
事

業
期
間
の
短
縮
及
び
予

算
の
効
率
化
が
確
保
さ

れ
る
効
果
が
あ
る
。

②
繰
越
明
許
費

事
業
の
性
質
上
そ
の

実
施
に
相
当
の
期
間
を

要
し
、
か
つ
、
事
業
が

当
初
予
定
の
年
度
内
に

終
わ
ら
な
い
場
合
に
も

引
き
続
い
て
実
施
す
る

必
要
が
あ
る
一
元
的
な

文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
の

設
計
・
開
発
に
つ
い

て
、
計
画
又
は
設
計
に

関
す
る
諸
条
件
そ
の
他

の
や
む
を
得
な
い
事
由

に
よ
り
年
度
内
に
支
出

を
完
了
す
る
こ
と
が
期

し
難
く
な
っ
た
場
合
に

事
業
を
継
続
さ
せ
得
る

効
果
が
あ
る
。

平
成
20
年
度
は
、
設
計
・
開
発
業
務
が
終
了
し
、
同
年
度

末
よ
り
運
用
を
開
始
し
た
。

な
お
、
現
時
点
で
は
、
一
元
的
な
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
の

運
用
を
開
始
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
目
標
と
し
て
い
る
成
果

が
発
現
し
て
い
な
い
が
、
達
成
年
度
に
お
け
る
発
現
を
目
指

し
、
引
き
続
き
一
元
的
な
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
進

め
て
い
く
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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政
策
名

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
基
盤
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

測
定
結
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

削
減
経
費
約
2.
8億
円

各
府
省
共
通
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て

個
々
に
整
備
さ
れ
る
デ
ー
タ
集
計
・
蓄

積
機
能
、
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
機
能
、
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
機
能
等
の
基
盤
機
能
及
び
機

械
室
、
空
気
調
和
設
備
、
電
源
設
備
等

の
施
設
・
設
備
並
び
に
運
用
に
か
か
わ

る
業
務
な
ど
を
集
約
化
す
る
こ
と
に
よ

り
削
減
可
能
と
な
る
。

な
お
、
平
成
25
年
度
以
降
約
2.
8億

円
が
削
減
さ
れ
る
。

【
評
価
の
結
果
】

評
価
の
結
果
等

（
目
標
達
成
の
た
め
の
具
体
的
手

段
） 政
府
全
体
で
利
用
可
能
な
共
同

利
用
シ
ス
テ
ム
基
盤
を
整
備
す
る

と
と
も
に
、
府
省
共
通
シ
ス
テ
ム

の
整
備
・
運
用
に
当
た
っ
て
は
、

原
則
と
し
て
、
共
同
利
用
シ
ス
テ

ム
基
盤
を
活
用
。
こ
れ
に
よ
り
、

シ
ス
テ
ム
に
係
る
経
費
総
額
の
低

減
が
見
込
ま
れ
る
。

（
目
標
達
成
の
た
め
の
手
段
と
目

標
の
因
果
関
係
）

共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
基
盤
の
業

務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
に
基

づ
き
、
最
適
化
を
着
実
に
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、
シ
ス
テ
ム
に
係

る
経
費
総
額
の
低
減
が
可
能
と
な

る
。

－
－

○
国
庫
債
務
負
担
行
為

共
同
利
用
シ
ス
テ
ム

基
盤
に
必
要
な
機
器
の

借
入
れ
及
び
運
用
要
員

を
長
期
間
継
続
的
に
確

保
す
る
こ
と
に
よ
り
、

シ
ス
テ
ム
の
安
定
的
な

運
用
が
図
ら
れ
た
。
ま

た
、
複
数
年
度
契
約
が

可
能
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
調
達
手
続
及
び
予

算
執
行
業
務
の
効
率
化

が
図
ら
れ
た
。

平
成
20
年
度
末
よ
り
、
職
員
等
利
用
者
共
通
認
証
基
盤
及

び
一
元
的
な
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
が
参
画
し
、
運
用
を
開
始

し
た
。
な
お
、
現
時
点
に
お
い
て
は
、
目
標
と
し
て
い
る
成
果
が

発
現
し
て
い
な
い
が
、
達
成
年
度
に
お
け
る
発
現
を
目
指

し
、
引
き
続
き
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
更
な
る
府
省
共

通
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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政
策
名

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

政
府
調
達
（
公
共
事
業
を
除
く
）
手
続
の
電
子
化
に
向
け
た
シ
ス
テ
ム
開
発
等

（
電
子
契
約
シ
ス
テ
ム
の
構
築
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
開
発
等
）

測
定
結
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

①
官
側
業
務
の
効
率

化
：
契
約
業
務
に
係
る

所
要
時
間
を
32
％
削
減

②
民
側
業
務
の
効
率

化
：
契
約
業
務
に
係
る

所
要
時
間
を
40
％
削
減

官
・
民
双
方
の
契
約
担
当
者
の
契
約

業
務
所
要
時
間
の
削
減
に
よ
り
、
利
用

者
の
利
便
性
の
向
上
や
事
務
処
理
の
効

率
化
、
合
理
化
の
状
況
を
表
す
こ
と
が

で
き
る
の
で
、
こ
れ
ら
を
利
用
者
本
位

の
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
及
び
簡
素
で

効
率
的
な
政
府
の
実
現
の
た
め
の
目
標

と
す
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
各
目
標
値
は
、
シ
ス
テ
ム
化

前
の
契
約
業
務
に
係
る
所
要
時
間
を
基

に
、
シ
ス
テ
ム
化
前
と
シ
ス
テ
ム
化
後

の
業
務
フ
ロ
ー
を
比
較
し
、
シ
ス
テ
ム

化
に
よ
り
削
減
さ
れ
る
契
約
業
務
の
所

要
時
間
か
ら
算
出
し
た
も
の
。

政
府
調
達
手
続
の
契
約
の
電
子

化
を
実
現
す
る
全
省
庁
共
通
の
電

子
契
約
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

製
造
、
単
体
試
験
、
結
合
試
験
、

総
合
試
験
を
行
う
。

ま
た
、
関
連
す
る
施
策
と
し

て
、
「
物
品
調
達
、
物
品
管
理
、

謝
金
・
諸
手
当
、
補
助
金
及
び
旅

費
の
各
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化

計
画
」
に
基
づ
き
経
済
産
業
省
が

推
進
中
の
予
算
執
行
等
管
理
シ
ス

テ
ム
の
構
築
（
契
約
手
続
以
外
の

物
品
調
達
業
務
等
の
電
子
化
を
行

う
取
組
）
が
あ
る
。

本
事
業
は
、
電
子
契
約
シ
ス
テ

ム
を
構
築
す
る
た
め
の
も
の
で
あ

り
、
こ
れ
に
よ
り
、
現
在
、
手
作

業
で
行
っ
て
い
る
契
約
手
続
を
電

子
化
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
技
術

を
活
用
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
官

側
職
員
に
お
い
て
は
業
務
効
率
性

の
向
上
が
図
ら
れ
、
民
側
業
者
に

お
い
て
は
各
府
省
庁
訪
問
等
に
係

る
時
間
が
軽
減
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
官
・
民
双
方
の
契
約
担
当
者

の
契
約
所
要
時
間
の
削
減
に
つ
な

が
る
。

－

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

【
評
価
の
結
果
】

－
①
国
庫
債
務
負
担
行
為

国
庫
債
務
負
担
行
為

を
活
用
し
て
複
数
年
度

の
一
括
契
約
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
同
一
の
業

者
が
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
造

か
ら
総
合
試
験
ま
で
を

一
連
の
作
業
と
し
て
連

続
し
て
行
え
る
こ
と
か

ら
、
次
年
度
の
業
者
が

新
た
な
業
者
と
な
る
場

合
に
生
じ
る
設
計
ド

キ
ュ
メ
ン
ト
等
の
理

解
・
確
認
を
行
う
時
間

及
び
そ
れ
に
係
る
契
約

上
の
工
数
を
削
減
す
る

こ
と
が
で
き
、
事
業
期

間
の
短
縮
及
び
予
算
の

効
率
化
が
可
能
と
な

る
。

②
繰
越
明
許
費

事
業
の
性
質
上
そ
の

実
施
に
相
当
の
期
間
を

要
し
、
か
つ
、
事
業
が

本
年
度
内
に
終
わ
ら
な

い
場
合
に
も
引
き
続
い

て
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
も
の
で
あ
り
、
計
画

又
は
設
計
・
製
造
に
関

す
る
諸
条
件
そ
の
他
の

や
む
を
得
な
い
事
由
に

よ
り
、
年
度
内
に
支
出

を
完
了
す
る
こ
と
が
期

し
難
い
場
合
も
あ
り
、

そ
の
よ
う
な
状
況
が
発

生
し
た
場
合
に
繰
越
明

許
費
を
活
用
し
予
算
繰

越
し
を
行
う
こ
と
に
よ

り
、
予
算
の
不
用
額
が

生
じ
な
く
な
り
、
予
算

の
効
率
化
が
可
能
と
な

る
。

現
時
点
で
は
事
業
実
施
期
間
中
で
あ
る
た
め
、
本
事
業
に

よ
る
効
果
が
発
現
し
て
お
ら
ず
具
体
的
な
分
析
が
行
え
な
い

も
の
で
あ
り
、
目
標
年
度
を
目
指
し
て
引
き
続
き
契
約
に
係

る
手
続
の
電
子
化
等
の
取
組
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。
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【
評
価
の
結
果
】

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

①
　
恩
給
受
取
可
能
金
融
機
関
の

　
拡
大

  
  
AD
AM
S 
と
の
連
携
を
図
り
、

　
財
務
省
会
計
セ
ン
タ
ー
～
日
本

　
銀
行
経
由
で
の
恩
給
給
与
金
の

　
支
払
が
可
能
と
な
る
シ
ス
テ
ム

　
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
ゆ

　
う
ち
ょ
銀
行
に
加
え
、
恩
給
受

　
給
者
等
が
希
望
す
る
都
市
銀
行
､

  
信
用
金
庫
、
農
業
協
同
組
合
等

　
の
民
間
金
融
機
関
に
お
い
て
も

　
恩
給
給
与
金
の
受
取
が
可
能
と

　
な
る
。

②
　
帳
票
印
刷
業
務
の
外
部
委
託

　
化
の
推
進

　
　
外
部
委
託
業
者
に
提
供
可
能

　
な
印
刷
デ
ー
タ
を
生
成
す
る
よ

　
う
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と

　
に
よ
り
、
印
刷
業
務
の
外
部
委

　
託
が
可
能
と
な
る
。

③
　
業
務
規
制
に
よ
る
入
力
不
可

　
日
の
縮
減

　
　
バ
ッ
チ
処
理
走
行
に
伴
う
オ

　
ン
ラ
イ
ン
入
力
制
限
等
の
業
務

　
規
制
に
つ
い
て
、
規
制
が
不
要

　
と
な
っ
た
時
点
で
規
制
が
解
除

　
さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る

　
こ
と
に
よ
り
、
オ
ン
ラ
イ
ン
入

　
力
可
能
時
間
が
増
加
し
、
業
務

　
処
理
の
迅
速
化
が
図
ら
れ
る
。

－
①
恩
給
受
取
可
能
金
融

機
関
の
拡
大

（
19
年
度
）

10
月
か
ら
10
機
関
に

拡
大
。
約
1.
3万
人
の
恩

給
受
給
者
等
が
ゆ
う

ち
ょ
銀
行
以
外
を
利

用
。

（
20
年
度
）

約
３
万
人
の
恩
給
受

給
者
等
が
ゆ
う
ち
ょ
銀

行
以
外
を
利
用
。

②
帳
票
印
刷
業
務
の
外

部
委
託
化
の
推
進

　
　
　
　
－

 （
シ
ス
テ
ム
開
発
中
）

③
業
務
規
制
に
よ
る
入

力
不
可
日
の
縮
減

　
　
　
　
－

 （
シ
ス
テ
ム
開
発
中
）

①
国
庫
債
務
負
担
行
為

国
庫
債
務
負
担
行
為

を
活
用
し
て
３
年
度
の

一
括
契
約
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
同
一
の
開
発

業
者
が
設
計
か
ら
開
発

ま
で
を
一
連
の
作
業
と

し
て
連
続
し
て
行
え
る

こ
と
か
ら
、
次
年
度
の

開
発
業
者
が
新
た
な
開

発
業
者
と
な
る
場
合
に

生
じ
る
設
計
ド
キ
ュ
メ

ン
ト
等
の
理
解
・
確
認

を
行
う
時
間
を
削
減
す

る
こ
と
が
で
き
、
事
業

時
間
の
短
縮
及
び
予
算

の
効
率
化
が
可
能
と
な

る
。 ま
た
、
電
子
計
算
機

の
借
入
れ
等
に
は
、
複

数
年
度
に
わ
た
る
契
約

を
結
ぶ
こ
と
を
要
す
る

も
の
が
あ
る
た
め
、
当

該
措
置
が
必
要
と
な

る
。

②
繰
越
明
許
費

事
業
の
性
質
上
そ
の

実
施
に
相
当
の
期
間
を

要
し
、
か
つ
、
事
業
が

本
年
度
内
に
終
わ
ら
な

い
場
合
に
も
引
き
続
い

て
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
も
の
で
あ
り
、
計
画

又
は
設
計
に
関
す
る
諸

条
件
そ
の
他
や
む
を
得

な
い
事
由
に
よ
り
、
年

度
内
に
支
出
を
完
了
す

る
こ
と
が
期
し
難
い
場

合
も
あ
る
。
こ
の
よ
う

な
状
況
が
発
生
し
た
場

合
に
は
、
繰
越
明
許
費

を
活
用
し
予
算
繰
越
し

を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

翌
年
度
に
お
い
て
事
業

実
施
が
可
能
と
な
る
。

恩
給
受
取
可
能
金
融
機
関
に
つ
い
て
は
、
平
成
19
年
10
月

か
ら
民
間
金
融
機
関
10
機
関
に
お
い
て
恩
給
給
与
金
の
受
取

が
可
能
と
な
り
、
平
成
20
年
度
末
に
お
い
て
は
約
３
万
人

（
平
成
19
年
度
末
は
約
1.
3万
人
）
の
恩
給
受
給
者
等
が
都
市

銀
行
、
信
用
金
庫
、
農
業
協
同
組
合
等
の
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
以

外
の
金
融
機
関
で
恩
給
給
与
金
を
受
領
し
て
お
り
、
利
便
性

の
向
上
が
図
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
最
適
化
実
施
に
向
け
た
新
シ
ス
テ
ム
の
設
計
・
開

発
を
現
在
実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
帳
票
印
刷
業
務

の
外
部
委
託
化
、
業
務
規
制
に
よ
る
入
力
不
可
日
の
縮
減
を

含
め
、
成
果
の
大
半
は
平
成
22
年
４
月
か
ら
の
新
シ
ス
テ
ム

運
用
後
に
発
現
す
る
も
の
で
あ
る
。

平
成
22
年
４
月
か
ら
新
シ
ス
テ
ム
の
運
用
が
開
始
で
き
る

よ
う
着
実
に
推
進
し
て
い
く
。

政
策
名

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

恩
給
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化

①
恩
給
受
取
可
能
金
融

機
関
の
拡
大
：
１
機
関

（
郵
便
局
）
→
10
機
関

に
拡
大

②
帳
票
印
刷
業
務
の
外

部
委
託
化
の
推
進
：
外

部
委
託
帳
票
な
し
→
４

帳
票
を
外
部
委
託
化

③
業
務
規
制
に
よ
る
入

力
不
可
日
の
縮
減
：
入

力
不
可
日
率
28
％
→

10
％
に
縮
減

①
　
恩
給
受
取
可
能
金
融
機
関
の
拡
大

　
　
恩
給
受
給
者
等
に
お
け
る
恩
給
給

　
与
金
の
受
取
に
つ
い
て
は
、
ゆ
う
ち

　
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）
以
外
の
都
市
銀

　
行
、
信
用
金
庫
、
農
業
協
同
組
合
等

　
の
民
間
金
融
機
関
で
も
受
取
を
可
能

　
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
恩
給
受
給
者

　
等
の
利
便
性
が
向
上
し
、
行
政
サ
ー

　
ビ
ス
の
向
上
が
図
ら
れ
る
。

②
　
帳
票
印
刷
業
務
の
外
部
委
託
化
の

　
推
進

　
　
全
恩
給
受
給
者
を
対
象
に
送
付
す

　
る
通
知
書
等
、
大
量
に
デ
ー
タ
の
印

　
刷
を
行
っ
て
い
る
帳
票
に
つ
い
て
、

　
そ
の
印
刷
を
外
部
委
託
す
る
こ
と
に

　
よ
り
、
高
価
な
高
速
プ
リ
ン
タ
に
換

　
え
標
準
的
速
度
の
プ
リ
ン
タ
の
導
入

　
が
可
能
と
な
り
、
情
報
シ
ス
テ
ム
に

　
係
る
運
用
経
費
が
削
減
さ
れ
る
と
と

　
も
に
､ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
推
進
､

　
業
務
処
理
の
効
率
化
が
図
ら
れ
る
。

③
　
業
務
規
制
に
よ
る
入
力
不
可
日
の

　
縮
減

　
　
恩
給
受
給
者
等
か
ら
の
申
請
・
届

　
出
等
に
係
る
オ
ン
ラ
イ
ン
入
力
処
理

　
に
つ
い
て
、
バ
ッ
チ
処
理
走
行
に
伴

　
う
入
力
制
限
等
の
業
務
規
制
(月
４
､

　
５
日
程
度
）
を
可
能
な
限
り
排
除
す

　
る
こ
と
に
よ
り
、
業
務
処
理
の
迅
速

　
化
が
図
ら
れ
る
。

測
定
結
果
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評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

各
府
省
の
取
組
・

措
置
状
況
を
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
す
る
と
と
も

に
、
関
係
シ
ス
テ
ム

の
所
要
経
費
の
実
績

及
び
業
務
処
理
時
間

を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

し
、
事
業
実
施
前
後

の
実
績
値
を
把
握

（
判
定
基
準
に
つ
い

て
は
別
記
）
。

【
評
価
の
結
果
】

①
　
各
府
省
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
集
約
（
政
府
統
計

　
共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
の
整
備
）

　
　
政
府
全
体
と
し
て
効
率
的
な
シ
ス
テ
ム
投
資
及

　
び
シ
ス
テ
ム
運
用
業
務
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、

　
従
来
、
各
府
省
で
区
々
に
開
発
・
運
用
し
て
い
た

　
統
計
関
係
の
情
報
シ
ス
テ
ム
を
集
約
し
政
府
統
計

　
共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
を
整
備
。

②
　
母
集
団
情
報
の
管
理
及
び
標
本
抽
出
の
共
通
化

　
　
事
業
所
・
企
業
に
関
す
る
最
新
の
母
集
団
情
報

　
及
び
重
複
是
正
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
た
め
､

　
事
業
所
・
企
業
を
対
象
と
す
る
各
種
統
計
調
査
の

　
母
集
団
情
報
の
管
理
及
び
標
本
抽
出
の
共
通
処
理

　
基
盤
を
整
備
。

③
　
統
計
調
査
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
の
推
進

　
　
調
査
手
法
の
多
様
化
を
図
り
、
調
査
に
協
力
し

　
や
す
い
環
境
作
り
に
資
す
る
た
め
、
現
行
の
統
計

　
調
査
方
式
と
併
用
又
は
代
替
が
可
能
な
オ
ン
ラ
イ

　
ン
調
査
を
順
次
導
入
。

④
　
統
計
利
用
に
係
る
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
の

　
実
現

　
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
情
報
提
供
を
推
進
す

　
る
と
と
も
に
、
各
府
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
構
成
､

　
用
語
等
の
共
通
化
を
図
り
、
統
計
情
報
が
一
元
的

　
に
利
用
可
能
な
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
を
実
現
｡

⑤
　
業
務
の
簡
素
化
・
合
理
化

　
　
業
務
の
簡
素
化
・
合
理
化
を
図
る
た
め
、
業
務

　
処
理
の
共
通
化
、
一
元
化
・
集
中
化
、
取
り
扱
う

　
情
報
の
標
準
化
、
外
部
資
源
の
活
用
等
を
推
進
。

本
事
業
に
よ
っ
て
、
統
計
調
査
等
業
務
に
係
る
シ

ス
テ
ム
の
整
備
、
統
計
調
査
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
、
統

計
調
査
の
外
部
委
託
等
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、

統
計
調
査
に
係
る
経
費
及
び
業
務
処
理
時
間
の
低
減

が
図
ら
れ
る
。

お
お
む
ね
達
成

達
成
と
は
言
い
難
い
が
有
効
性
あ
り

有
効
性
の
向
上
が
必
要

有
効
性
に
問
題
あ
り評
　
価

達
成

政
府
統
計
に
係
る
経

費
及
び
業
務
処
理
時
間

の
低
減

○
年
間
経
費
の
低
減
：

1.
6億
円

○
年
間
業
務
処
理
時
間

の
低
減
：
5,
00
0日

本
事
業
の
目
標
と
す
る
経
費
及
び
業
務
処

理
時
間
の
低
減
効
果
は
、
各
府
省
の
各
シ
ス

テ
ム
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
等
に
応
じ
、
廃
止

そ
の
他
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
平
成

22
年
度
に
発
現
す
る
こ
と
か
ら
、
今
後
は
低

減
効
果
が
発
現
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
が
必

要
。

政
府
統
計
共
同
利
用

シ
ス
テ
ム
の
設
計
・
開

発
段
階
で
あ
っ
た
平
成

18
年
度
及
び
平
成
19
年

度
に
お
い
て
は
、
国
庫

債
務
負
担
行
為
及
び
繰

越
明
許
費
の
措
置
を
講

じ
た
が
、
同
シ
ス
テ
ム

の
運
用
段
階
で
あ
る
平

成
20
年
度
に
お
い
て

は
、
予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
措
置
は
講

じ
て
い
な
い
。

上
記
理
由
に
よ
り
、

平
成
20
年
度
に
お
い
て

は
、
効
果
は
発
現
し
て

い
な
い
。

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

統
計
調
査
等
業
務
の
最
適
化

測
定
結
果

60
％
以
上
80
％
未
満

40
％
以
上
60
％
未
満

40
％
未
満

政
策
名

－

10
0％
以
上

80
％
以
上
10
0％
未
満

本
事
業
は
、
全
府
省
で
行
わ
れ
て
い

る
統
計
調
査
等
業
務
に
つ
い
て
、
府
省

横
断
的
に
業
務
・
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す

る
も
の
で
あ
り
、
目
標
値
は
、
そ
の
実

施
結
果
と
し
て
政
府
統
計
の
シ
ス
テ
ム

開
発
業
務
・
運
用
業
務
に
係
る
経
費
及

び
業
務
処
理
時
間
の
低
減
を
設
置
す
る

も
の
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
政
府
統
計
共
同
利
用

シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
よ
り
、
シ
ス
テ
ム

運
用
に
係
る
経
常
的
経
費
は
年
間
約

1.
6億
円
の
低
減
が
見
込
ま
れ
る
。
ま

た
、
政
府
統
計
共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
の

整
備
、
シ
ス
テ
ム
運
用
業
務
の
外
部
委

託
等
に
よ
り
、
業
務
処
理
時
間
は
年
間

約
5,
00
0日
の
低
減
が
見
込
ま
れ
る
。

な
お
、
シ
ス
テ
ム
の
開
発
業
務
・
運

用
業
務
以
外
に
お
け
る
経
費
及
び
業
務

処
理
時
間
の
低
減
効
果
と
し
て
、
政
府

統
計
共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
、

オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
を
導
入
す
る
こ
と
に

よ
り
、
郵
送
回
収
経
費
約
0.
3億
円
、

調
査
員
経
費
約
3.
6億
円
の
低
減
が
見

込
ま
れ
る
。
ま
た
、
統
計
調
査
等
業
務

の
外
部
委
託
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ

り
、
業
務
処
理
時
間
は
約
14
万
日
の
低

減
が
見
込
ま
れ
る
。

（
別
記
）
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
基
準

目
標
値
に
対
す
る
実
績
値
の
割
合
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各
府
省
共
用
で
利
用
で
き
る
政

府
共
用
認
証
局
を
構
築
し
、
14
府

省
認
証
局
及
び
17
電
子
文
書
交
換

用
認
証
局
の
集
約
・
一
元
化
を
図

る
な
ど
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
を
実

施
す
る
。

（
主
な
最
適
化
の
内
容
）

○
　
府
省
認
証
局
を
廃
止
し
、
官

　
職
証
明
書
及
び
サ
ー
バ
証
明
書

　
等
を
一
元
的
に
発
行
す
る
政
府

　
共
用
認
証
局
を
整
備

○
　
各
府
省
認
証
局
単
位
に
設
置

　
さ
れ
て
い
る
証
明
書
検
証
シ
ス

　
テ
ム
を
集
約
化

○
　
政
府
共
用
認
証
局
と
ブ
リ
ッ

　
ジ
認
証
局
と
の
一
体
的
な
運
用

○
　
霞
が
関
WA
N 
を
利
用
し
た
証

  
明
書
の
発
行
指
示
機
能
を
追
加

－
（
目
標
年
度
実
績
値
）

①
経
費
削
減

　
年
間
約
9.
2億
円
(※
1)

②
業
務
処
理
時
間
削
減

　
年
間
約
38
9日

(※
2)

③
府
省
認
証
局
の
集
約

　
達
成
率

　
10
0％

※
１
経
費
削
減
に
係
る
目
標
年

度
実
績
値
は
平
成
21
年
度
当
初
予

算
ベ
ー
ス
の
値
で
あ
る
。

※
２
業
務
処
理
時
間
の
実
績
値

に
つ
い
て
は
、
平
成
20
年
度
の
業

務
処
理
時
間
に
係
る
調
査
結
果
に

基
づ
く
推
計
値
で
あ
る
。

－
す
べ
て
の
府
省
認
証
局
を
政
府
共
用
認
証
局
に
集
約
し
た

こ
と
に
よ
り
、
目
標
値
を
上
回
る
経
費
約
9.
2億
円
削
減
及
び

業
務
処
理
時
間
約
38
9日
削
減
が
達
成
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
本

事
業
の
有
効
性
、
効
率
性
が
認
め
ら
れ
る
。

政
策
名

府
省
名

総
務
省

目
標
の
内
容

政
府
認
証
基
盤
最
適
化
事
業

測
定
結
果

【
評
価
の
結
果
】

（
注
）
　
１
　
総
務
省
の
「
平
成
21
年
度
成
果
重
視
事
業
実
施
状
況
調
書
」
及
び
「
平
成
21
年
度
事
後
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

①
経
費
削
減

（
目
標
値
）

　
年
間
約
7.
8億
円

（
目
標
年
度
）

　
平
成
21
年
度

②
業
務
処
理
時
間
削
減

（
目
標
値
）

　
年
間
約
38
1日

（
目
標
年
度
）

　
平
成
21
年
度

③
府
省
認
証
局
の
集
約

　
達
成
率

（
目
標
値
）

　
10
0％

（
目
標
年
度
）

　
平
成
20
年
度

政
府
認
証
基
盤
は
、
「
ミ
レ
ニ
ア

ム
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
新
し
い
千
年
紀

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
に
つ
い
て
」
（
平
成

11
年
12
月
19
日
内
閣
総
理
大
臣
決
定
）

に
基
づ
き
、
国
民
等
と
行
政
と
の
間
で

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を
利
用
し
て
や
り

取
り
さ
れ
る
申
請
・
届
出
等
手
続
に
係

る
電
子
文
書
に
つ
い
て
、
そ
の
文
書
が

真
に
そ
の
名
義
人
に
よ
っ
て
作
成
さ

れ
、
内
容
に
改
変
が
な
い
こ
と
を
相
互

に
確
認
で
き
る
よ
う
に
整
備
さ
れ
た
も

の
で
あ
り
、
平
成
13
年
４
月
か
ら
運
用

を
開
始
し
て
い
る
。

現
行
の
政
府
認
証
基
盤
は
、
全
体
と

し
て
、
各
府
省
単
位
で
構
成
さ
れ
る
府

省
認
証
局
に
お
け
る
機
能
が
重
複
し
て

お
り
、
シ
ス
テ
ム
・
業
務
を
集
約
・
一

元
化
す
る
余
地
が
あ
る
。

ま
た
、
霞
が
関
WA
Nに
お
い
て
整
備

さ
れ
た
電
子
文
書
交
換
シ
ス
テ
ム
で
も

各
府
省
で
電
子
文
書
交
換
用
認
証
局
が

構
築
さ
れ
て
い
る
が
、
当
該
シ
ス
テ
ム

で
提
供
さ
れ
る
機
能
の
一
部
が
、
政
府

認
証
基
盤
の
認
証
機
能
と
類
似
し
て
い

る
な
ど
、
そ
の
見
直
し
を
行
う
余
地
が

あ
る
。

こ
の
た
め
、
各
府
省
の
府
省
認
証
局

等
に
つ
い
て
は
、
「
霞
が
関
WA
N及
び

政
府
認
証
基
盤
（
共
通
シ
ス
テ
ム
）
の

最
適
化
計
画
」
（
平
成
17
年
３
月
31
日

各
府
省
情
報
化
統
括
責
任
者
（
CI
O）

連
絡
会
議
決
定
）
に
よ
り
、
認
証
機
能

を
集
約
・
一
元
化
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

政
府
認
証
基
盤
に
つ
い
て
最
適
化
を

実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
年
間
約
7.
8

億
円
の
経
費
節
減
及
び
年
間
延
べ
38
1

日
の
業
務
時
間
の
短
縮
を
行
う
。
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ラ
ン
ク

割
合

達
成
度
合
い

A
10
0%

達
成

（
注
）
　
１
　
法
務
省
の
「
平
成
20
年
度
法
務
省
事
後
評
価
実
施
結
果
報
告
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

D
50
％
未
満

達
成
し
て
い
な
い

C
50
％
以
上
75
％
未
満

達
成
が
不
十
分

B
75
％
以
上
10
0％
未
満

お
お
む
ね
達
成

現
在
の
登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
か
ら
，

よ
り
柔
軟
で
コ
ス
ト
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

及
び
オ
ー
プ
ン
性
の
高
い
シ
ス
テ
ム
へ

移
行
す
る
こ
と
に
よ
り
，
新
た
な
情
報

処
理
技
術
の
導
入
に
よ
る
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
向
上
さ
せ
る
と
と
も
に
，
運
用
経

費
の
削
減
を
図
る
。

「
登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
業
務
・
シ
ス

テ
ム
最
適
化
計
画
」
に
従
っ
て
，
平
成

22
年
度
末
ま
で
に
よ
り
コ
ス
ト
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
高
い
新
た
な
シ
ス
テ

ム
に
切
り
替
え
る
こ
と
に
よ
り
，
運
用

経
費
の
削
減
が
見
込
め
る
と
の
考
え
か

ら
，
達
成
目
標
２
を
設
定
し
た
。

  
現
在
の
登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
か

ら
，
よ
り
柔
軟
で
コ
ス
ト
パ
フ
ォ
ー

マ
ン
ス
及
び
オ
ー
プ
ン
性
の
高
い
シ

ス
テ
ム
へ
移
行
す
る
こ
と
に
よ
り
，

新
た
な
情
報
処
理
技
術
の
導
入
に
よ

る
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
向
上
さ
せ
る
と

と
も
に
，
運
用
経
費
の
削
減
を
図

る
。

  
平
成
22
年
度
末
ま
で
に
新

た
な
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行
が

完
了
す
る
こ
と
か
ら
，
平
成

23
年
度
に
お
け
る
登
記
情
報

シ
ス
テ
ム
の
運
用
経
費
が
，

平
成
15
年
度
の
同
経
費
と
比

較
し
て
，
約
13
0億
円
削
減
さ

れ
れ
ば
達
成
と
す
る
。

  
本
事
業
は
，
「
登
記
情
報

シ
ス
テ
ム
業
務
・
シ
ス
テ
ム

最
適
化
計
画
」
に
基
づ
い
て

実
施
さ
れ
て
い
る
。
平
成
20

年
度
か
ら
平
成
22
年
度
に
お

い
て
は
，
全
国
の
登
記
所
数

に
対
す
る
新
た
な
シ
ス
テ
ム

へ
の
切
替
登
記
所
数
の
割
合

に
つ
い
て
，
各
年
度
ご
と
に

目
標
値
を
設
定
し
て
い
る
こ

と
か
ら
，
当
該
目
標
値
に
対

す
る
進
捗
状
況
（
割
合
）
に

よ
り
判
定
す
る
（
判
定
基
準

に
つ
い
て
は
別
記
）
。

9% Ｄ
（
達
成
し
て
い
な

い
）

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結
果

策
定
し
た
方
策
】

【
達
成
目
標
２
】

  
登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築
に
つ
い
て
は
，
新
た
な
シ
ス

テ
ム
の
切
替
え
と
シ
ス
テ
ム
の
運
用
箇
所
の
集
中
化
を
併
せ
て

実
施
す
る
こ
と
と
し
た
た
め
，
平
成
20
年
度
の
次
期
シ
ス
テ
ム

へ
の
切
替
登
記
所
数
は
43
庁
に
止
ま
っ
た
。
し
か
し
，
平
成
21

年
度
及
び
平
成
22
年
度
の
切
替
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
見
直
し
，
本

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
基
づ
き
，
平
成
22
年
度
に
お
け
る
目
標
達
成

に
向
け
て
予
定
ど
お
り
進
め
ら
れ
て
い
る
。
現
時
点
に
お
い
て

は
，
特
段
の
問
題
及
び
課
題
等
は
存
在
し
な
い
こ
と
か
ら
，
引

き
続
き
最
適
化
計
画
を
踏
ま
え
，
こ
れ
に
沿
っ
た
本
施
策
を
実

施
し
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

  
な
お
，
平
成
20
年
度
に
お
け
る
次
期
シ
ス
テ
ム
へ
の
切
替
率

の
実
績
は
９
パ
ー
セ
ン
ト
に
と
ど
ま
り
，
目
標
値
（
約
30
パ
ー

セ
ン
ト
）
に
達
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
が
，
前
述
の
と
お

り
切
替
え
が
進
め
ら
れ
て
お
り
，
平
成
21
年
度
に
お
い
て
は
，

目
標
値
（
約
60
パ
ー
セ
ン
ト
）
を
上
回
る
こ
と
（
約
67
パ
ー
セ

ン
ト
）
を
見
込
ん
で
い
る
。

評
価
の
結
果
等

【
達
成
目
標
１
】

平
成
20
年
度
末
ま
で

に
，
全
国
の
登
記
所
に

対
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
申

請
を
可
能
と
す
る
。

【
目
標
値
等
】

全
国
の
登
記
所
数
に

対
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
申

請
導
入
登
記
所
数
の
割

合
を
10
0％
と
す
る
。

〈
不
動
産
登
記
〉

 平
成
19
年
度
末
：
約
90
％

 平
成
20
年
度
末
：
10
0％

〈
商
業
・
法
人
登
記
〉

 平
成
19
年
度
末
：
約
90
％

 平
成
20
年
度
末
：
10
0％

登
記
申
請
及
び
登
記
事
項
証
明
書
等

送
付
請
求
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
を
推
進
す

る
こ
と
に
よ
り
，
事
務
処
理
の
効
率
化

及
び
国
民
の
利
便
性
の
向
上
が
見
込
め

る
と
の
考
え
か
ら
，
達
成
目
標
１
を
設

定
し
た
。

窓
口
に
出
向
く
こ
と
な
く
自
宅
等

か
ら
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
登
記
申
請

及
び
登
記
事
項
証
明
書
等
送
付
請
求

が
可
能
と
な
る
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
シ

ス
テ
ム
の
導
入
を
図
り
，
平
成
16
年

度
か
ら
，
登
記
情
報
の
電
子
化
を
完

了
し
た
登
記
所
に
順
次
オ
ン
ラ
イ
ン

申
請
用
機
器
を
整
備
し
て
い
る
。
平

成
20
年
度
末
ま
で
に
全
国
の
登
記
所

に
対
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
を
可
能

と
す
る
。

  
平
成
20
年
度
に
お

い
て
，
全
国
の
登
記

所
数
に
対
す
る
オ
ン

ラ
イ
ン
申
請
導
入
登

記
所
数
の
割
合
が
，

10
0パ
ー
セ
ン
ト
で
あ

れ
ば
達
成
と
す
る
。

10
0%

Ａ
（
達
成
）

【
予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
措
置
】

国
庫
債
務
負
担
行
為
，

目
の
大
括
り
化

【
上
記
措
置
に
よ
る
効

果
】

  
国
庫
債
務
負
担
行
為

及
び
目
の
大
括
り
化
の

導
入
に
よ
っ
て
，
こ
の

よ
う
な
措
置
が
な
い
場

合
と
比
較
し
て
ラ
イ
フ

サ
イ
ク
ル
ベ
ー
ス
で
の

合
理
的
な
価
格
に
よ
る

調
達
が
可
能
と
な
っ

た
。

【
評
価
の
結
果
】

【
達
成
目
標
１
】

  
平
成
20
年
度
に
は
，
「
登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
業
務
・
シ
ス
テ

ム
最
適
化
計
画
」
に
従
い
必
要
な
機
器
の
調
達
や
導
入
作
業
等

を
行
っ
た
結
果
，
全
国
す
べ
て
の
登
記
所
に
お
い
て
オ
ン
ラ
イ

ン
申
請
が
可
能
と
な
り
，
本
事
業
は
目
標
を
達
成
し
て
い
る
。

【
達
成
目
標
２
】

  
平
成
20
年
度
に
お
け
る
次
期
シ
ス
テ
ム
へ
の
切
替
登
記
所
数

は
，
49
0庁
中
43
庁
（
登
記
所
数
は
平
成
21
年
４
月
１
日
現

在
）
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
，
平
成
20
年
度
に
お
け
る
進
捗
率
は

９
パ
ー
セ
ン
ト
に
と
ど
ま
り
，
目
標
値
（
約
30
パ
ー
セ
ン
ト
）

に
達
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

【
達
成
目
標
２
】

登
記
情
報
シ
ス
テ
ム

の
運
用
経
費
を
削
減
す

る
。

【
目
標
値
等
】

平
成
23
年
度
に
お
け

る
登
記
情
報
シ
ス
テ
ム

の
運
用
経
費
を
，
平
成

15
年
度
の
同
経
費
と
比

較
し
て
，
約
13
0億
円
削

減
す
る
。

政
策
名

登
記
情
報
シ
ス
テ
ム
再
構
築
事
業

府
省
名

法
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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（
注
）
　
１
　
法
務
省
の
「
平
成
20
年
度
法
務
省
事
後
評
価
実
施
結
果
報
告
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

D
50
％
未
満

達
成
し
て
い
な
い

A
10
0%

達
成

B
75
％
以
上
10
0％
未
満

お
お
む
ね
達
成

C
50
％
以
上
75
％
未
満

達
成
が
不
十
分

【
達
成
目
標
】

  
平
成
22
年
度
末
ま
で

に
，
全
国
の
登
記
所
に

対
し
て
地
図
情
報
シ
ス

テ
ム
の
導
入
を
完
了
す

る
。

【
目
標
値
等
】

  
全
国
の
登
記
所
数
に

対
す
る
地
図
情
報
シ
ス

テ
ム
導
入
登
記
所
数
の

割
合
を
10
0％
と
す
る
。

平
成
19
年
度
末
:約
35
％

平
成
20
年
度
末
:約
60
％

平
成
21
年
度
末
:約
80
％

平
成
22
年
度
末
:1
00
％

ラ
ン
ク

割
合

63
%

Ａ
（
達
成
）

【
予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
措
置
】

国
庫
債
務
負
担
行
為
，

目
の
大
括
り
化

【
上
記
措
置
に
よ
る
効

果
】

  
上
記
措
置
を
講
じ
た

こ
と
に
よ
り
，
本
事
業

を
効
率
的
か
つ
円
滑
に

推
進
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

達
成
度
合
い

評
価
の
結
果
等

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

【
評
価
の
結
果
】

  
本
事
業
は
，
「
地
図
管
理
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適

化
計
画
」
に
沿
っ
て
実
施
さ
れ
て
い
る
。

  
平
成
20
年
度
に
お
い
て
は
，
地
図
等
の
デ
ー
タ
作
成
・
移

行
作
業
を
実
施
し
，
同
年
度
末
ま
で
に
，
全
登
記
所
の
う
ち

約
63
パ
ー
セ
ン
ト
の
登
記
所
に
つ
い
て
地
図
情
報
シ
ス
テ
ム

を
導
入
し
て
お
り
，
目
標
を
達
成
し
て
い
る
。

  
こ
の
実
績
を
維
持
す
れ
ば
，
平
成
22
年
度
末
ま
で
に
全
登

記
所
に
地
図
情
報
シ
ス
テ
ム
を
導
入
で
き
る
見
込
み
で
あ

り
，
本
事
業
は
，
予
定
ど
お
り
進
捗
し
て
い
る
も
の
と
評
価

で
き
る
。

  
全
国
の
登
記
所
数

に
対
す
る
地
図
情
報

シ
ス
テ
ム
導
入
登
記

所
数
の
割
合
に
つ
い

て
，
上
記
の
と
お
り

各
年
度
ご
と
に
目
標

値
を
設
定
し
て
い
る

こ
と
か
ら
，
当
該
目

標
値
に
対
す
る
進
捗

状
況
（
割
合
）
に
よ

り
判
定
す
る
（
判
定

基
準
に
つ
い
て
は
別

記
）
。

従
来
の
紙
に
よ
る
地
図
管
理
業
務
を

見
直
し
，
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
処
理
を
可
能

と
す
る
地
図
情
報
シ
ス
テ
ム
の
全
国
展

開
に
よ
り
，
事
務
処
理
の
効
率
化
及
び

国
民
の
利
便
性
の
向
上
が
見
込
め
る
と

の
考
え
か
ら
，
上
記
達
成
目
標
を
設
定

し
た
。
そ
の
達
成
度
合
い
に
つ
い
て

は
，
「
全
国
の
登
記
所
数
に
対
す
る
地

図
情
報
シ
ス
テ
ム
導
入
登
記
所
数
の
割

合
」
で
測
る
こ
と
と
し
た
。

政
策
名

地
図
管
理
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
事
業

府
省
名

法
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

地
図
情
報
シ
ス
テ
ム
は
，
登
記

情
報
シ
ス
テ
ム
と
連
動
す
る
こ
と

に
よ
り
登
記
情
報
と
地
図
情
報
の

一
体
的
な
事
務
処
理
及
び
サ
ー
ビ

ス
を
可
能
と
し
,イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

を
利
用
し
た
地
図
情
報
の
提
供
等

の
国
民
へ
の
利
便
性
の
向
上
を
図

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
か
ら
，
地

図
情
報
シ
ス
テ
ム
を
全
国
に
展
開

す
る
必
要
が
あ
る
。

そ
こ
で
，
地
図
情
報
シ
ス
テ
ム

を
導
入
す
る
た
め
の
デ
ー
タ
の
作

成
・
移
行
作
業
を
実
施
し
，
平
成

22
年
度
末
ま
で
に
，
全
国
の
登
記

所
に
対
し
て
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を

完
了
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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D
50
％
未
満

達
成
し
て
い
な
い

【
達
成
目
標
】

  
出
入
国
管
理
に
関
す

る
業
務
及
び
シ
ス
テ
ム

を
効
率
化
の
観
点
で
見

直
し
，
シ
ス
テ
ム
運
用

経
費
を
削
減
す
る
こ
と

に
よ
り
，
バ
イ
オ
メ
ト

リ
ク
ス
シ
ス
テ
ム
導
入

後
の
平
成
24
年
度
に
お

け
る
シ
ス
テ
ム
運
用
経

費
全
体
の
増
加
額
を
抑

制
す
る
。

【
目
標
値
等
】

達
成
年
度

平
成
24
年
度

目
標
値
（
増
加
額
の
上

限
）

44
.6
億
円

参
考
（
達
成
年
度
ま
で

の
削
減
額
）

35
.8
億
円

B
75
％
以
上
10
0％
未
満

お
お
む
ね
達
成

C
50
％
以
上
75
％
未
満

達
成
が
不
十
分

（
注
）
　
１
　
法
務
省
の
「
平
成
20
年
度
法
務
省
事
後
評
価
実
施
結
果
報
告
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

  
本
事
業
は
，
出
入
国
審
査
，
在
留
審

査
及
び
退
去
強
制
等
に
関
す
る
外
国
人

入
国
管
理
シ
ス
テ
ム
を
始
め
と
し
た
各

種
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
，
い
わ
ゆ
る
レ

ガ
シ
ー
シ
ス
テ
ム
か
ら
オ
ー
プ
ン
シ
ス

テ
ム
へ
刷
新
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ

は
，
外
国
人
入
国
者
に
つ
い
て
，
要
注

意
人
物
と
の
指
紋
情
報
等
を
照
合
す
る

バ
イ
オ
メ
ト
リ
ク
ス
を
活
用
し
た
出
入

国
審
査
体
制
を
構
築
す
る
な
ど
，
業

務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
を
図
る
も
の

で
あ
る
。
本
事
業
を
推
進
す
る
に
当
た

り
，
レ
ガ
シ
ー
シ
ス
テ
ム
の
刷
新
に
よ

り
シ
ス
テ
ム
運
用
経
費
の
削
減
が
見
込

ま
れ
る
が
，
バ
イ
オ
メ
ト
リ
ク
ス
シ
ス

テ
ム
等
の
新
規
導
入
に
伴
い
シ
ス
テ
ム

運
用
経
費
が
増
加
す
る
こ
と
も
踏
ま

え
，
本
事
業
完
了
後
の
平
成
24
年
度
に

お
け
る
シ
ス
テ
ム
運
用
経
費
全
体
の
抑

制
を
目
標
と
し
て
設
定
し
て
い
る
。

A
10
0%

達
成

ラ
ン
ク

割
合

達
成
度
合
い

レ
ガ
シ
ー
シ
ス
テ
ム
の
刷
新
に

当
た
っ
て
は
，
特
定
の
開
発
業
者

の
技
術
に
依
存
し
な
い
公
平
・
透

明
な
シ
ス
テ
ム
調
達
を
可
能
と
す

る
オ
ー
プ
ン
な
設
計
思
想
の
採

用
，
サ
ー
バ
及
び
記
憶
装
置
の
統

合
に
よ
る
効
率
化
を
実
施
し
，
シ

ス
テ
ム
運
用
経
費
を
削
減
す
る
。

こ
れ
に
よ
り
，
新
た
な
シ
ス
テ
ム

導
入
後
の
シ
ス
テ
ム
運
用
経
費
全

体
の
増
加
を
抑
制
す
る
。

  
「
出
入
国
管
理
業

務
の
業
務
・
シ
ス
テ

ム
最
適
化
計
画
」
が

完
了
す
る
平
成
24
年

度
に
お
い
て
，
シ
ス

テ
ム
運
用
経
費
全
体

の
増
加
額
が
，
目
標

値
以
下
で
あ
れ
ば
達

成
と
す
る
。
平
成
20

年
度
か
ら
平
成
23
年

度
に
お
い
て
は
，
上

記
最
適
化
計
画
に
基

づ
き
各
年
度
ご
と
に

実
施
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
工
程
の
進
捗
状

況
に
よ
り
判
定
す
る

（
判
定
基
準
に
つ
い

て
は
別
記
）
。

Ｂ
（
お
お
む
ね
達
成
）
【
予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
措
置
】

繰
越
明
許
費

【
上
記
措
置
に
よ
る
効

果
】

  
平
成
20
年
度
予
算
補

正
１
号
の
自
動
化
ゲ
ー

ト
の
整
備
経
費
，
未
オ

ン
ラ
イ
ン
空
海
港
の
オ

ン
ラ
イ
ン
化
経
費
に
つ

い
て
は
，
昨
年
発
生
し

た
韓
国
人
に
よ
る
特
殊

な
テ
ー
プ
を
指
に
貼
っ

て
指
紋
を
偽
装
し
た
事

案
等
へ
の
対
応
策
の
た

め
，
同
予
算
を
平
成
21

年
度
に
繰
り
越
し
た
こ

と
に
よ
り
，
指
紋
偽
装

事
案
の
調
査
及
び
シ
ス

テ
ム
の
改
修
の
検
討
を

行
う
こ
と
が
可
能
と

な
っ
た
。

政
策
名

出
入
国
管
理
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化

府
省
名

法
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

評
価
の
結
果
等

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

【
評
価
の
結
果
】

  
平
成
18
年
度
に
お
い
て
，
最
適
化
計
画
に
お
け
る
最
適
化

実
施
工
程
を
工
程
ど
お
り
ス
ム
ー
ズ
に
実
施
す
る
た
め
に
，

次
世
代
出
入
国
審
査
シ
ス
テ
ム
，
次
世
代
在
留
審
査
シ
ス
テ

ム
，
次
世
代
退
去
強
制
シ
ス
テ
ム
，
共
通
基
盤
シ
ス
テ
ム
の

各
種
要
件
定
義
，
基
本
設
計
を
実
施
し
た
。
ま
た
，
同
19
年

度
に
お
い
て
は
，
次
世
代
出
入
国
審
査
シ
ス
テ
ム
（
日
本
人

分
）
に
つ
い
て
の
詳
細
設
計
を
実
施
し
た
こ
と
に
引
き
続

き
，
同
20
年
度
に
お
い
て
は
，
提
報
，
摘
発
情
報
等
を
電
子

地
図
上
に
展
開
し
，
視
覚
的
な
情
報
分
析
に
資
す
る
位
置
情

報
シ
ス
テ
ム
の
運
用
を
開
始
し
た
。

  
シ
ス
テ
ム
運
用
経
費
全
体
の
抑
制
効
果
が
発
生
す
る
目
標

達
成
年
度
は
平
成
24
年
度
か
ら
で
あ
る
た
め
，
現
時
点
で
は

指
標
に
係
る
達
成
状
況
に
つ
い
て
評
価
す
る
こ
と
は
困
難
で

あ
る
が
，
平
成
20
年
度
に
お
い
て
は
位
置
情
報
シ
ス
テ
ム
の

運
用
を
開
始
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
，
目
標
達
成
に
向
け
た
取

組
が
着
実
に
進
展
し
て
い
る
も
の
と
い
え
る
。
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【
国
民
の
裁
判
員
制
度

に
対
す
る
認
知
率
】

97
.4
パ
ー
セ
ン
ト

Ｂ
：
（
お
お
む
ね
達

成
）

【
裁
判
員
と
し
て
参
加

す
る
こ
と
に
つ
い
て
積

極
的
な
意
識
を
持
つ
方

の
割
合
（
参
加
応
諾

率
）
】

71
.5
パ
ー
セ
ン
ト

Ａ
：
（
達
成
）

政
策
名

府
省
名

法
務
省

目
標
の
内
容

裁
判
員
制
度
啓
発
推
進
事
業

測
定
結
果

制
度
に
対
す
る
認
知
率
に
つ
い
て

は
，
20
歳
以
上
の
日
本
国
民
で
あ
れ
ば

誰
も
が
裁
判
員
に
選
ば
れ
る
可
能
性
が

あ
る
こ
と
か
ら
，
「
10
0
パ
ー
セ
ン

ト
」
を
意
欲
的
な
目
標
と
し
て
設
定
し

た
。 ま
た
，
参
加
応
諾
率
に
つ
い
て
は
，

必
要
な
人
数
の
裁
判
員
を
確
保
し
て
制

度
を
円
滑
に
運
用
す
る
の
に
十
分
な
数

値
と
し
て
，
「
70
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
」

を
意
欲
的
な
目
標
と
し
て
設
定
し
た
。

意
識
調
査
の
結
果
等
に
よ
る

と
，
制
度
に
つ
い
て
詳
し
い
情
報

を
知
っ
て
い
る
方
ほ
ど
裁
判
員
に

な
る
こ
と
に
対
す
る
不
安
が
軽
減

し
，
参
加
意
欲
が
高
ま
る
傾
向
が

認
め
ら
れ
る
。
そ
こ
で
，
ポ
ス

タ
ー
・
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
の
掲

示
・
配
布
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
活

用
等
に
よ
る
広
報
に
加
え
，
全
国

の
検
察
庁
に
お
い
て
，
地
方
自
治

体
や
団
体
・
企
業
等
へ
積
極
的
に

働
き
か
け
て
多
数
回
の
説
明
会
を

実
施
し
て
，
制
度
の
認
知
率
の
向

上
を
図
る
。
ま
た
，
国
民
に
制
度

に
つ
い
て
の
詳
し
い
情
報
を
提
供

し
，
そ
れ
に
よ
り
，
裁
判
員
に
な

る
こ
と
へ
の
不
安
を
解
消
し
，
参

加
応
諾
率
の
向
上
を
図
る
。

  
世
論
調
査
等
に
お

け
る
認
知
率
及
び
参

加
応
諾
率
に
よ
り
判

定
す
る
（
判
定
基
準

に
つ
い
て
は
別

記
）
。

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

○
 参
加
応
諾
率

割
合

達
成
度
合
い

【
評
価
の
結
果
】

（
注
）
　
１
　
法
務
省
の
「
平
成
20
年
度
法
務
省
事
後
評
価
実
施
結
果
報
告
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

B C D

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

達
成
し
て
い
な
い

達
成
が
不
十
分

達
成

お
お
む
ね
達
成

達
成
度
合
い

○
 認
知
率

75
％
以
上
10
0％
未
満

10
0%

50
％
以
上
75
％
未
満

50
％
未
満

割
合

50
％
以
上
70
％
未
満

お
お
む
ね
達
成

35
％
以
上
50
％
未
満

達
成
が
不
十
分

【
予
算
執
行
の
効
率

化
・
弾
力
化
措
置
】

目
間
流
用
の
弾
力
化

【
上
記
措
置
に
よ
る
効

果
】

  
裁
判
員
制
度
啓
発
推

進
経
費
に
つ
き
，
上
記

措
置
に
よ
り
，
同
経
費

内
の
各
目
間
に
お
け
る

経
費
の
融
通
を
柔
軟
に

行
う
こ
と
が
で
き
た
た

め
，
初
の
候
補
者
名
簿

記
載
通
知
発
送
の
直
前

に
全
国
的
な
集
中
広
報

を
積
極
的
に
展
開
す
る

こ
と
が
で
き
た
。
そ
の

他
，
全
国
ビ
デ
オ
レ
ン

タ
ル
店
に
お
け
る
裁
判

員
制
度
広
報
用
Ｄ
Ｖ
Ｄ

無
料
レ
ン
タ
ル
等
の
当

初
予
定
し
て
い
な
か
っ

た
手
法
で
の
広
報
活
動

も
実
施
が
可
能
と
な
っ

た
。

70
%

達
成

A

35
％
未
満

達
成
し
て
い
な
い

  
制
度
に
対
す
る
認
知
率
に
つ
い
て
は
，
内
閣
府
に
よ
る
世

論
調
査
に
お
い
て
，
裁
判
員
制
度
を
知
っ
て
い
る
と
回
答
し

た
方
の
割
合
が
97
.4
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
お
り
，
目
標
値

と
し
た
10
0パ
ー
セ
ン
ト
に
は
至
ら
な
か
っ
た
も
の
の
，
目
標

を
お
お
む
ね
達
成
し
た
。
認
知
率
は
，
若
い
年
代
で
高
い
割

合
を
示
し
て
い
る
も
の
の
，
裁
判
員
裁
判
へ
の
参
加
を
辞
退

で
き
る
70
歳
以
上
の
方
の
割
合
は
91
.7
パ
ー
セ
ン
ト
に
と
ど

ま
っ
て
お
り
，
こ
の
こ
と
が
目
標
達
成
に
至
ら
な
か
っ
た
主

な
原
因
と
な
っ
て
い
る
。

  
ま
た
，
参
加
応
諾
率
に
つ
い
て
は
，
同
世
論
調
査
に
お
い

て
，
裁
判
員
と
し
て
参
加
す
る
こ
と
に
つ
い
て
積
極
的
な
意

識
を
持
つ
方
（
裁
判
員
候
補
者
に
選
ば
れ
た
ら
裁
判
所
に
お

い
で
い
た
だ
け
る
か
と
の
質
問
に
対
し
，
「
義
務
で
あ
る
か

否
か
に
か
か
わ
ら
ず
，
行
き
た
い
と
思
う
」
，
「
義
務
で
あ

る
か
ら
，
な
る
べ
く
行
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
思
う
」
と

回
答
し
た
方
）
の
割
合
が
71
.5
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
お

り
，
目
標
を
達
成
し
た
。
裁
判
員
と
し
て
参
加
す
る
こ
と
に

つ
い
て
積
極
的
な
意
識
を
持
つ
方
を
年
代
別
に
み
る
と
，
裁

判
員
裁
判
を
辞
退
で
き
る
70
歳
以
上
の
方
で
は
，
41
．
8パ
ー

セ
ン
ト
に
と
ど
ま
る
も
の
の
，
そ
れ
よ
り
若
い
年
代
で
は
い

ず
れ
も
65
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
い
る
。
そ
の
中
で
も
，
40

代
は
84
.0
パ
ー
セ
ン
ト
，
30
代
は
85
.4
パ
ー
セ
ン
ト
，
20
代

は
87
.3
パ
ー
セ
ン
ト
と
80
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
い
る
な

ど
，
若
い
年
代
に
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
高
い
割
合
を
示
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

  
同
世
論
調
査
に
お
い
て
は
，
裁
判
員
制
度
導
入
に
よ
り
刑

事
裁
判
が
「
身
近
に
な
る
」
と
回
答
し
た
者
の
割
合
が
若
い

年
代
で
高
い
傾
向
に
あ
り
，
裁
判
員
制
度
導
入
へ
の
期
待
感

が
若
い
年
代
に
お
け
る
参
加
応
諾
意
識
の
高
さ
に
反
映
さ
れ

て
い
る
も
の
と
も
考
え
ら
れ
る
。

ラ
ン
ク
A B C D

ラ
ン
ク

【
達
成
目
標
】

  
国
民
の
裁
判
員
制
度

に
対
す
る
認
知
率
を
10
0

パ
ー
セ
ン
ト
に
す
る
と

と
も
に
，
裁
判
員
と
し

て
参
加
す
る
こ
と
に
つ

い
て
積
極
的
な
意
識
を

持
つ
方
の
割
合
を
全
体

の
70
パ
ー
セ
ン
ト
以
上

と
す
る
。

【
目
標
値
等
】

　
国
民
の
裁
判
員
制
度

に
対
す
る
認
知
率

10
0パ
ー
セ
ン
ト

  
裁
判
員
と
し
て
参
加

す
る
こ
と
に
つ
い
て
積

極
的
な
意
識
を
持
つ
方

の
割
合
（
参
加
応
諾

率
）

70
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
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基
準

10
0%

(達
成
）

75
%以
上

10
0%
未
満

(概
ね
達

成
)

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

【
評
価
の
結
果
】

　
○
今
の
ま
ま
継
続

（
理
由
と
今
後
の
方
針
）

　
「
ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最

適
化
計
画
」
で
は
、
平
成
19
年
度
ま
で
に
、
ホ
ス
ト
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
上
で
運
用
し
て
い
る
す
べ
て
の
業
務
シ
ス
テ
ム
の
再

構
築
及
び
「
人
給
共
通
シ
ス
テ
ム
」
の
導
入
・
移
行
を
完
了
す

る
こ
と
と
し
て
い
た
。
し
か
し
、
「
人
給
共
通
シ
ス
テ
ム
」
の

最
適
化
計
画
の
改
定
に
よ
り
、
「
人
給
シ
ス
テ
ム
」
の
導
入
・

移
行
の
完
了
が
平
成
22
年
度
以
降
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
平

成
22
年
度
以
降
に
成
果
重
視
事
業
の
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
る
。

　
平
成
20
年
度
ま
で
で
は
、
再
構
築
の
完
了
比
率
及
び
「
当
省

人
給
シ
ス
テ
ム
」
の
再
構
築
作
業
の
進
捗
状
況
に
お
い
て
、
目

標
を
達
成
し
た
。

目
標
の
内
容

ＢＡ

・
「
ホ
ス
ト
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の

業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適

化
計
画
」
に
則
り
、
ホ

ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上

で
運
用
し
て
い
る
各
種

業
務
シ
ス
テ
ム
を
オ
ー

プ
ン
な
シ
ス
テ
ム
へ
の

移
行
を
前
提
と
し
て
再

構
築
を
行
う
こ
と
に
よ

り
、
シ
ス
テ
ム
維
持
費

を
年
間
３
億
円
削
減
す

る
。

・
ま
た
、
府
省
共
通
の

「
人
事
・
給
与
関
係
業

務
情
報
シ
ス
テ
ム
（
人

給
共
通
シ
ス
テ
ム
）
」

を
導
入
す
る
こ
と
に
よ

り
、
業
務
処
理
時
間
を

年
間
15
00
時
間
削
減
す

る
。

　
基
準
：
Ｂ

（
達
成
度
合
：
75
%～

10
0%
未
満
）

（
評
価
：
概
ね
達
成
）

・
平
成
20
年
度
ま
で

に
、
ホ
ス
ト
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
上
で
運
用
し

て
い
る
業
務
シ
ス
テ
ム

に
つ
い
て
、
「
当
省
人

給
シ
ス
テ
ム
」
を
除
い

て
、
10
0%
の
再
構
築
を

完
了
し
た
。

・
「
当
省
人
給
シ
ス
テ

ム
」
の
再
構
築
作
業
は

全
体
の
87
%を
完
了
し

た
。
平
成
20
年
度
ま
で

の
達
成
度
合
い
と
し
て

は
、
「
達
成
」
し
た
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

＜
判
定
方
法
＞

・
ホ
ス
ト
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
上
で
運
用

し
て
い
る
す
べ
て
の

業
務
シ
ス
テ
ム
の
再

構
築
が
完
了
し
た
後

に
お
い
て
、
シ
ス
テ

ム
維
持
経
費
の
削
減

目
標
の
達
成
度
合
い

を
判
定
す
る
。

・
ま
た
、
「
人
給
共

通
シ
ス
テ
ム
」
の
導

入
・
移
行
が
完
了
し

た
後
に
お
い
て
、
業

務
処
理
時
間
の
削
減

目
標
の
達
成
度
合
い

を
判
定
す
る
。
平
成

20
年
度
に
お
い
て

は
、
再
構
築
の
完
了

比
率
及
び
「
当
省
人

給
シ
ス
テ
ム
」
の
再

構
築
作
業
の
進
捗
状

況
に
よ
り
判
定
す

る
。

内
部
管
理
業
務
用
ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築

測
定
結
果

政
策
名

ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
で
運
用
し

て
い
る
す
べ
て
の
業
務
シ
ス
テ
ム
の
再

構
築
を
完
了
し
、
ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
か
ら
脱
却
し
た
後
の
平
成
22
年
度
当

初
に
お
い
て
、
シ
ス
テ
ム
維
持
経
費
の

削
減
を
実
現
す
る
。

ま
た
、
ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
で

運
用
し
て
い
る
「
人
事
・
給
与
等
業

務
・
シ
ス
テ
ム
（
当
省
人
給
シ
ス
テ

ム
）
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
22
年
度
以

降
に
、
「
人
給
共
通
シ
ス
テ
ム
」
を
導

入
・
移
行
す
る
こ
と
に
よ
り
、
業
務
処

理
時
間
の
削
減
を
実
現
す
る
。

な
お
、
最
適
化
計
画
の
実
施
が
完
了

す
る
時
期
を
当
初
平
成
19
年
度
末
と
し

て
い
た
が
、
「
人
給
共
通
シ
ス
テ
ム
」

の
最
適
化
計
画
改
定
に
よ
り
、
平
成
22

年
度
以
降
に
変
更
す
る
。

IT
技
術
の
進
展
に
応
じ
て
、
プ

ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
の
オ
ー
プ
ン
化
、
パ

ソ
コ
ン
等
で
利
用
可
能
な
汎
用
パ
ッ

ケ
ー
ジ
の
利
用
や
「
人
給
共
通
シ
ス

テ
ム
」
を
導
入
・
移
行
す
る
こ
と
に

よ
り
、
業
務
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築
を

行
い
、
目
標
を
達
成
す
る
。

評
価
の
結
果
等

○
目
間
流
用
の
弾
力
化

（
上
記
措
置
に
よ
る
効

果
）

　
平
成
20
年
度
ま
で
の

業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
再

構
築
完
了
比
率
に
お
い

て
、
目
標
を
達
成
す
る

こ
と
が
で
き
た
。

府
省
名

外
務
省

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）
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目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

目
標
の
内
容

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

内
部
管
理
業
務
用
ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築

測
定
結
果

政
策
名

評
価
の
結
果
等

府
省
名

外
務
省

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）

ＥＤＣ

25
%未
満

(進
展
し

て
い
な

い
)

50
%以
上

75
%未
満

（
達
成
は

し
て
い
な

い
が
進
展

あ
り
）

25
%以
上

75
%未
満

（
一
定
の

進
展
は
見

ら
れ
る
が

不
十
分
）

（
注
）
　
１
　
外
務
省
の
「
平
成
２
１
年
度
外
務
省
政
策
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照
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基
準
：
Ａ

（
達
成
度
合
：
10
0%
）

（
評
価
：
達
成
）

国
連
等
国
際
機
関
に
お

け
る
邦
人
職
員
の
在
職

状
況
：

70
8人
（
う
ち
幹
部
職
員

65
人
）
　
（
平
成
21
年
1

月
現
在
）

特
に
な
し
。

　
○
今
の
ま
ま
継
続

（
理
由
と
今
後
の
方
針
）

　
成
果
重
視
事
業
と
し
て
の
目
標
は
達
成
し
て
い
る
が
、
今
後

と
も
、
更
な
る
邦
人
職
員
数
の
増
強
に
向
け
た
取
組
を
継
続
し

て
い
く
。

【
評
価
の
結
果
】

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

国
連
関
係
機
関
に
お
け
る
邦
人
職
員

数
の
増
加
は
、
こ
れ
ら
機
関
に
お
け
る

人
的
な
国
際
貢
献
の
大
き
さ
を
表
す
も

の
で
あ
り
、
さ
ら
に
こ
れ
ら
機
関
に
お

け
る
意
思
決
定
に
影
響
を
及
ぼ
す
幹
部

職
員
レ
ベ
ル
の
邦
人
職
員
数
の
増
加

は
、
国
際
貢
献
に
お
け
る
我
が
国
の
プ

レ
ゼ
ン
ス
の
大
き
さ
を
示
す
も
の
で
あ

る
。
当
初
設
定
さ
れ
た
事
業
目
標
（
平

成
16
年
～
平
成
21
年
１
月
ま
で
の
５
年

間
で
、
国
際
関
係
機
関
に
お
け
る
専
門

職
以
上
の
邦
人
職
員
数
を
10
%
増
加

し
、
67
1名
と
す
る
）
に
つ
い
て
は
、

平
成
21
年
１
月
70
8名
と
、
上
記
事
業

目
標
を
達
成
し
た
と
こ
ろ
、
今
後
は
、

さ
ら
な
る
増
加
を
目
指
し
、
平
成
21
年

１
月
～
平
成
26
年
１
月
ま
で
の
５
年
間

で
、
国
連
関
係
機
関
に
お
け
る
邦
人
職

員
数
を
15
%増
加
し
81
4名
と
す
る
こ
と

（
従
来
の
事
業
目
標
（
５
年
間
で

10
%）
の
1.
5倍
に
当
た
る
よ
り
高
い
目

標
）
を
新
た
な
事
業
目
標
と
し
て
設
定

す
る
。

Ｂ Ｄ

50
%以
上

75
%未
満

（
達
成
は

し
て
い
な

い
が
進
展

あ
り
）

25
%以
上

75
%未
満

（
一
定
の

進
展
は
見

ら
れ
る
が

不
十
分
）

府
省
名

外
務
省

目
標
の
内
容

国
際
機
関
に
お
け
る
邦
人
の
参
画
の
促
進
及
び
邦
人
職
員
の
増
強

　
（
国
際
機
関
に
お
け
る
邦
人
職
員
増
強
事
業
）

測
定
結
果

（
注
）
　
１
　
外
務
省
の
「
平
成
21
年
度
外
務
省
政
策
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）

Ｅ

25
%未
満

(進
展
し

て
い
な

い
)

＜
基
準
＞

政
策
名

国
連
関
係
機
関
に
お

い
て
、
よ
り
多
く
の
邦

人
職
員
が
、
管
理
監
督

を
行
い
あ
る
い
は
専
門

的
事
項
を
処
理
す
る
地

位
を
占
め
る
よ
う
に
な

る
こ
と
（
平
成
16
年
～

平
成
21
年
１
月
ま
で
の

５
年
間
で
、
国
連
関
係

機
関
に
お
け
る
専
門
職

以
上
の
邦
人
職
員
数
を

10
%
増
加
し
67
1
名
と
す

る
）
。
国
連
関
係
機
関

に
お
け
る
専
門
職
以
上

の
邦
人
職
員
数
は
、
平

成
21
年
１
月
現
在
70
8名

と
、
上
記
事
業
目
標
を

達
成
し
た
と
こ
ろ
、
今

後
は
、
さ
ら
な
る
増
加

を
目
指
し
、
平
成
21
年

１
月
～
平
成
26
年
１
月

ま
で
の
５
年
間
で
、
国

連
関
係
機
関
に
お
け
る

邦
人
職
員
数
を
15
%増
加

し
81
4名
と
す
る
こ
と
を

新
た
な
事
業
目
標
と
し

て
設
定
す
る
。

国
連
関
係
機
関
へ
の
就
職
に
向
け

て
の
広
報
及
び
情
報
提
供
に
よ
り
、

国
連
関
係
機
関
勤
務
を
希
望
す
る
人

材
の
裾
野
が
拡
大
し
、
ま
た
、
国
連

関
係
機
関
勤
務
希
望
者
へ
の
必
要
な

機
会
・
経
験
の
付
与
及
び
そ
の
採
用

に
向
け
て
の
国
連
関
係
機
関
へ
の
働

き
か
け
は
国
連
関
係
機
関
勤
務
邦
人

職
員
数
の
増
加
に
繋
が
る
も
の
で
あ

る
。

75
%以
上

10
0%
未
満

(概
ね
達

成
)

ＣＡ
10
0%

(達
成
）
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政
策
名

１
．
平
成
17
年
10
月
１

日
現
在
の
在
留
邦
人
数

（
10
1.
3万
人
）
に
基
づ

く
推
定
有
権
者
数
（
邦

人
数
の
75
%＝
75
.9
万

人
）
の
20
%相
当
数
の
登

録
者
数
の
15
万
人
を
平

成
21
年
度
末
に
お
け
る

最
終
目
標
と
す
る
。

２
．
年
間
の
新
規
登
録

申
請
者
件
数
（
受
付
の

件
数
）
3万
件
を
各
年
度

毎
の
目
標
と
す
る
。

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

【
評
価
の
結
果
】

　
○
今
の
ま
ま
継
続

（
理
由
と
今
後
の
方
針
）

　
本
件
事
業
に
よ
る
登
録
受
付
出
張
サ
ー
ビ
ス
及
び
日
系
企

業
等
個
別
訪
問
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
在
留
邦
人
か
ら
高

い
評
価
を
得
る
と
と
も
に
年
々
利
用
者
が
増
加
し
て
い
る
。

在
外
選
挙
制
度
の
改
正
を
踏
ま
え
た
制
度
普
及
広
報
や
登
録

推
進
広
報
を
積
極
的
に
展
開
し
た
が
、
平
成
20
年
度
は
国
政

選
挙
が
無
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
在
外
選
挙
へ
の
関
心
も
高
ま

ら
ず
、
新
規
登
録
申
請
件
数
は
平
成
19
年
度
を
下
回
る
実
績

と
な
っ
た
も
の
の
、
登
録
者
数
は
堅
実
な
伸
び
を
示
し
た
。

　
平
成
20
年
度
の
新
規
登
録
申
請
者
件
数
は
事
業
目
標
で
あ

る
年
間
３
万
件
を
達
成
し
て
い
な
い
が
、
在
外
選
挙
人
登
録

者
数
は
、
在
外
選
挙
人
の
帰
国
に
よ
る
登
録
抹
消
（
年
間
約

1.
3万
人
）
に
よ
る
負
の
要
素
を
加
味
し
て
も
、
11
2,
94
6人

と
対
前
年
比
3.
73
%の
伸
び
を
示
し
て
お
り
、
在
外
公
館
に
お

け
る
登
録
推
進
事
業
と
し
て
相
応
の
成
果
を
上
げ
た
も
の
と

評
価
さ
れ
る
。
つ
い
て
は
、
今
後
も
目
標
を
達
成
す
る
た
め

に
本
事
業
を
継
続
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

ED

（
１
）
在
外
選
挙
制
度
に
お
い
て
は
、

在
留
邦
人
が
投
票
を
行
う
た
め
に
は
在

外
選
挙
人
名
簿
へ
の
登
録
が
必
要
で
あ

る
が
、
海
外
で
は
出
頭
義
務
を
課
し
た

任
意
登
録
制
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
現

状
で
は
積
極
的
な
登
録
傾
向
に
な
い
。

ま
た
、
在
外
選
挙
制
度
は
海
外
に
転
出

し
て
初
め
て
必
要
と
な
る
制
度
で
あ
る

た
め
、
本
件
制
度
に
係
る
知
識
を
有
し

て
い
る
在
留
邦
人
は
少
数
で
あ
る
。
こ

の
た
め
本
事
業
に
よ
り
制
度
普
及
や
登

録
推
進
広
報
を
行
い
、
登
録
受
付
出
張

サ
ー
ビ
ス
や
日
系
企
業
等
個
別
訪
問

サ
ー
ビ
ス
を
通
じ
て
在
留
邦
人
の
登
録

申
請
に
つ
い
て
便
宜
を
図
る
こ
と
に
よ

り
、
在
外
選
挙
人
登
録
を
推
進
し
登
録

者
数
の
増
加
を
図
る
こ
と
は
、
在
留
邦

人
の
国
政
選
挙
に
お
け
る
選
挙
権
行
使

の
機
会
を
確
保
す
る
も
の
で
あ
る
と
と

も
に
、
領
事
サ
ー
ビ
ス
の
改
善
・
強
化

に
資
す
る
も
の
で
あ
る
。

府
省
名

外
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

　
基
準
：
Ｂ

（
達
成
度
合
：
75
%～

10
0%
未
満
）

（
評
価
：
概
ね
達
成
）

目
標
達
成
率
：

対
最
終
登
録
者
数

　
75
.2
9%

対
年
間
新
規
登
録
者
件

数 　
60
.7
6%
（
18
,2
28

件
）

在
外
選
挙
人
名
簿
登
録
推
進

　
（
在
外
選
挙
人
登
録
推
進
）

測
定
結
果

評
価
の
結
果
等

○
目
の
大
括
り
化

○
目
間
流
用
の
弾
力
化

特
定
予
算
科
目
の
不
足

に
よ
る
事
業
の
停
滞
を

回
避
す
る
と
と
も
に
、

在
外
選
挙
人
登
録
推
進

の
た
め
に
最
大
限
予
算

を
活
用
す
る
こ
と
が
出

来
た
。

C

50
%以
上

75
%未
満

(達
成
は

し
て
い
な

い
が
進
展

あ
り
)

A

25
%未
満

(進
展
し

て
い
な

い
)

＜
判
定
方
法
＞

平
成
20
年
度
に
お
い

て
は
、
年
間
（
平
成

20
年
４
月
～
平
成
21

年
３
月
）
の
新
規
登

録
申
請
者
件
数
に
基

づ
く
判
定
と
併
せ
て

登
録
者
数
の
対
前
年

比
伸
び
率
及
び
登
録

抹
消
者
数
等
の
要
因

を
加
味
し
た
上
で
判

定
を
実
施
。

10
0%

(達
成
）

＜
基
準
＞

75
%以
上

10
0%
未
満

（
概
ね
達

成
）

B

25
%以
上

75
%未
満

（
一
定
の

進
展
は
見

ら
れ
る
が

不
十
分
）

（
１
）
登
録
受
付
出
張
サ
ー
ビ
ス

在
外
選
挙
人
登
録
は
出
頭
義
務

を
課
し
た
任
意
登
録
制
で
あ
り
、

か
つ
、
居
住
地
を
選
挙
管
轄
し
て

い
る
在
外
公
館
に
対
し
て
登
録
申

請
を
行
う
必
要
が
あ
る
た
め
、
遠

隔
地
に
居
住
す
る
在
留
邦
人
が
登

録
申
請
の
た
め
だ
け
に
在
外
公
館

に
出
向
く
こ
と
に
つ
い
て
は
、
在

外
選
挙
に
関
心
が
あ
っ
て
も
、
距

離
的
、
時
間
的
、
経
済
的
理
由
か

ら
、
こ
れ
を
躊
躇
す
る
傾
向
に
あ

る
。
こ
の
た
め
、
在
外
公
館
が
遠

隔
地
に
居
住
す
る
在
留
邦
人
を
対

象
に
登
録
申
請
を
受
け
付
け
る
こ

と
を
主
目
的
と
す
る
領
事
出
張

サ
ー
ビ
ス
を
実
施
し
、
申
請
手
続

き
に
つ
い
て
便
宜
を
図
る
こ
と
に

よ
り
地
方
に
在
住
す
る
在
留
邦
人

の
在
外
選
挙
人
登
録
を
推
進
す

る
。

（
２
）
日
系
企
業
等
個
別
訪
問

サ
ー
ビ
ス

在
外
公
館
の
開
館
時
間
（
平
日

の
日
中
）
に
、
登
録
申
請
の
た
め

に
在
外
公
館
に
出
向
く
時
間
を
確

保
で
き
な
い
在
外
公
館
所
在
地
近

郊
の
日
系
企
業
等
の
社
員
等
を
対

象
に
、
登
録
受
付
の
た
め
の
企
業

訪
問
を
行
い
、
効
率
的
な
登
録
推

進
を
図
る
。
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政
策
名

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

府
省
名

外
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

在
外
選
挙
人
名
簿
登
録
推
進

　
（
在
外
選
挙
人
登
録
推
進
）

測
定
結
果

評
価
の
結
果
等

（
２
）
平
成
16
年
度
か
ら
18
年
度
に
お

い
て
実
施
し
た
第
１
期
成
果
重
視
事
業

に
お
い
て
は
、
平
成
18
年
度
末
に
お
け

る
在
外
選
挙
人
登
録
者
数
を
推
定
有
権

者
数
の
20
％
前
後
(1
6年
度
に
お
い
て

は
15
％
前
後
、
17
年
度
に
お
い
て
は

17
％
前
後
)と
設
定
し
た
が
、
①
在
留

邦
人
数
が
数
量
目
標
設
定
時
に
お
け
る

想
定
を
大
き
く
上
回
っ
た
こ
と
、
②
帰

国
等
に
よ
る
登
録
抹
消
（
年
間
約
１
万

件
強
）
に
よ
る
相
殺
が
あ
る
た
め
、
登

録
者
の
純
増
数
は
新
規
登
録
者
の
約
半

分
程
度
と
な
り
、
定
量
的
な
政
策
目
標

と
し
て
の
登
録
率
は
、
在
外
公
館
に
お

け
る
業
務
量
や
費
用
対
効
果
と
し
て
の

登
録
推
進
実
績
を
正
確
に
反
映
で
き
な

か
っ
た
。
こ
の
た
め
平
成
19
年
度
か
ら

21
年
度
に
お
け
る
成
果
重
視
事
業
に
お

い
て
は
、
上
記
問
題
点
を
踏
ま
え
、
①

平
成
17
年
10
月
１
日
現
在
の
在
留
邦
人

数
（
10
1.
3万
人
）
に
基
づ
く
推
定
有

権
者
数
の
20
％
相
当
数
の
15
万
人
を
平

成
21
年
度
末
に
お
け
る
登
録
者
数
の
最

終
目
標
と
し
、
②
前
記
①
の
目
標
を
達

成
す
る
た
め
年
間
の
新
規
登
録
申
請
者

件
数
に
つ
い
て
は
、
毎
年
度
約
１
万
件

強
の
登
録
抹
消
に
よ
る
登
録
者
数
の
相

殺
や
非
登
録
者
が
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま

え
て
、
３
万
件
の
登
録
申
請
を
受
け
付

け
る
こ
と
を
各
年
度
毎
の
目
標
と
す
る

こ
と
に
よ
り
、
計
画
策
定
当
初
に
お
け

る
評
価
基
準
及
び
数
量
目
標
を
固
定
す

る
と
と
も
に
複
合
的
な
目
標
を
設
定

し
、
端
的
に
施
策
の
効
果
を
把
握
し
や

す
い
評
価
手
法
を
導
入
し
た
。

（
３
）
各
種
広
報
媒
体
を
活
用
し

た
在
外
選
挙
制
度
の
広
報

在
外
で
は
毎
年
相
当
数
の
在
留

邦
人
が
転
勤
等
に
よ
り
入
れ
替

わ
っ
て
い
る
た
め
、
在
外
有
権
者

の
選
挙
人
登
録
に
つ
い
て
は
、
年

間
約
1.
8万
件
の
新
規
登
録
と
帰
国

等
に
よ
る
約
1.
3万
件
の
登
録
抹
消

が
発
生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
新

規
渡
航
者
及
び
未
登
録
者
に
対
す

る
制
度
広
報
を
行
い
登
録
推
進
を

図
る
。
特
に
、
平
成
18
年
の
公
職

選
挙
法
の
一
部
改
正
に
よ
り
、
登

録
申
請
手
続
き
の
改
善
（
３
か
月

の
住
所
要
件
充
足
前
に
お
け
る
在

外
選
挙
人
登
録
申
請
の
受
付
）
、

対
象
選
挙
の
拡
大
（
比
例
代
表
選

挙
に
加
え
て
、
（
小
）
選
挙
区
選

挙
及
び
補
欠
選
挙
等
へ
の
投
票
が

可
能
と
な
っ
た
）
等
が
行
わ
れ
た

こ
と
を
踏
ま
え
、
在
外
選
挙
制
度

に
つ
き
積
極
的
に
周
知
を
図
る
と

同
時
に
登
録
を
働
き
か
け
る
。
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政
策
名

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

府
省
名

外
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

在
外
選
挙
人
名
簿
登
録
推
進

　
（
在
外
選
挙
人
登
録
推
進
）

測
定
結
果

評
価
の
結
果
等

（
注
）
　
１
　
外
務
省
の
「
平
成
２
１
年
度
外
務
省
政
策
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

（
注
：
公
職
選
挙
法
の
一
部
改
正
に
よ

る
登
録
申
請
手
続
き
の
改
善
、
対
象
選

挙
の
拡
大
等
が
図
ら
れ
た
こ
と
に
よ

り
、
平
成
19
年
度
以
降
在
外
選
挙
へ
の

関
心
が
更
に
高
ま
っ
た
こ
と
を
想
定
。

そ
の
た
め
登
録
率
の
上
昇
が
大
き
か
っ

た
在
外
選
挙
人
名
簿
へ
の
登
録
申
請
開

始
初
期
の
平
成
11
年
か
ら
平
成
14
年
ま

で
の
年
平
均
上
昇
率
が
2.
8%
で
あ
っ
た

こ
と
か
ら
制
度
改
正
に
よ
る
利
便
性
の

向
上
等
に
よ
り
、
年
平
均
3%
前
後
上
昇

す
る
も
の
と
期
待
し
20
%を
想
定
し
た

（
平
成
17
年
度
登
録
率
：

12
.0
%）
。
）

（
４
）
在
外
公
館
に
お
け
る
登
録

業
務
等
の
円
滑
執
行
の
た
め
の
各

種
支
援
管
内
に
推
定
有
権
者
の
多
い
在

外
公
館
に
事
務
補
助
員
雇
用
経
費

を
手
当
て
し
、
領
事
窓
口
や
日
系

企
業
等
個
別
訪
問
サ
ー
ビ
ス
に
お

け
る
登
録
申
請
の
受
付
、
広
報
、

事
務
補
助
、
各
種
照
会
に
対
応
す

る
こ
と
に
よ
り
、
在
外
選
挙
人
登

録
事
務
の
円
滑
な
執
行
を
行
う
。

ま
た
、
選
挙
関
係
執
務
参
考
資
料

を
在
外
公
館
に
配
備
し
、
登
録
業

務
が
円
滑
に
執
行
さ
れ
る
よ
う
支

援
す
る
。

（
５
）
在
外
選
挙
事
務
担
当
者
へ

の
研
修
・
指
導
の
実
施

在
外
公
館
の
領
事
担
当
官
に
対

す
る
赴
任
前
研
修
や
中
間
研
修
、

将
来
の
担
当
候
補
者
へ
の
講
習
等

の
内
容
等
を
拡
充
し
、
領
事
担
当

官
の
在
外
選
挙
事
務
に
対
す
る
理

解
を
深
め
る
こ
と
に
よ
り
選
挙
事

務
の
適
正
執
行
を
図
る
と
同
時

に
、
人
材
を
育
成
し
、
専
門
知
識

や
登
録
推
進
の
た
め
の
ノ
ウ
ハ
ウ

の
共
有
を
図
る

（
６
）
予
算
配
分
等

管
内
に
推
定
有
権
者
５
千
人
以

上
を
擁
す
る
在
外
公
館
（
全
世
界

の
推
定
有
権
者
の
８
割
が
該
当
）

を
中
心
と
し
た
事
業
展
開
及
び
予

算
配
分
（
全
体
の
約
８
割
）
を
行

い
、
数
値
目
標
の
達
成
と
費
用
対

効
果
の
効
率
化
を
図
る
。
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「
在
外
経
理
シ
ス
テ

ム
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム

見
直
し
方
針
」
（
平
成

17
年
６
月
29
日
外
務
省

情
報
化
推
進
委
員
会
決

定
）
を
踏
ま
え
、
平
成

18
年
３
月
に
策
定
し
た

「
在
外
経
理
シ
ス
テ
ム

の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最

適
化
計
画
」
を
平
成
21

年
３
月
に
改
定
し
た
。

右
最
適
化
計
画
を
実
施

す
る
こ
と
に
よ
り
、
外

務
本
省
及
び
在
外
公
館

の
会
計
担
当
者
の
負
担

軽
減
及
び
業
務
支
援
機

能
の
強
化
に
よ
る
在
外

経
理
業
務
の
簡
素
化
・

効
率
化
・
合
理
化
を
推

進
す
る
。

【
評
価
の
結
果
】

C

＜
判
定
方
法
＞

業
務
・
シ
ス
テ
ム
再

構
築
の
完
了
比
率

＜
基
準
＞

A
10
0%

(達
成
）

B

75
%以
上

10
0%
未
満

（
概
ね
達

成
）

　
基
準
：
Ｂ

（
達
成
度
合
：
75
%～

10
0%
未
満
）

（
評
価
：
概
ね
達
成
）

「
在
外
経
理
シ
ス
テ

ム
」
の
整
備
に
あ
た
っ

て
は
、
「
物
品
管
理
・

現
地
職
員
管
理
シ
ス
テ

ム
」
の
開
発
及
び
代
理

官
制
度
等
に
対
応
す
る

機
能
拡
張
を
行
っ
た
こ

と
に
よ
り
、
今
後
在
外

経
理
業
務
の
省
力
化
が

見
込
ま
れ
る
。
ま
た
、

「
在
外
経
理
シ
ス
テ
ム

の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最

適
化
計
画
」
の
改
定
版

を
策
定
し
、
平
成
23
年

度
末
ま
で
に
在
外
公
館

に
設
置
し
て
い
る
サ
ー

バ
を
本
省
に
集
約
す
る

こ
と
と
し
た
。

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

25
%以
上

75
%未
満

（
一
定
の

進
展
は
見

ら
れ
る
が

不
十
分
）

E

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

50
%以
上

75
%未
満

(達
成
は

し
て
い
な

い
が
進
展

あ
り
)

（
注
）
　
１
　
外
務
省
の
「
平
成
21
年
度
外
務
省
政
策
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

○
国
庫
債
務
負
担
行
為

　
平
成
19
年
度
に
お
い

て
、
各
在
外
公
館
の
在

外
経
理
サ
ー
バ
賃
貸
借

予
算
を
国
庫
債
務
負
担

行
為
と
し
た
こ
と
に
よ

り
、
平
成
19
年
度
か
ら

平
成
22
年
度
末
ま
で
の

シ
ス
テ
ム
維
持
・
運
用

経
費
の
計
画
的
な
予
算

執
行
が
可
能
と
な
っ

た
。

25
%未
満

(進
展
し

て
い
な

い
)

月
間
勤
務
時
間
が
25
0
時
間
以
上

（
サ
ン
プ
リ
ン
グ
調
査
に
よ
る
推
定

値
）
と
な
っ
て
い
る
各
在
外
公
館
の
会

計
担
当
者
の
業
務
量
は
、
「
在
外
経
理

シ
ス
テ
ム
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化

計
画
（
改
定
版
）
」
に
基
づ
く
業
務
・

シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
完
了
後
（
平
成
24

年
度
以
降
）
は
、
月
間
で
約
38
時
間
の

時
間
削
減
（
15
.2
%の
削
減
率
、
い
ず

れ
も
試
算
値
）
が
見
込
ま
れ
る
。
ま
た

経
費
に
つ
い
て
は
平
成
24
年
度
以
降
、

年
間
延
べ
約
53
00
万
円
の
経
費
の
低
減

に
相
当
す
る
効
果
が
見
込
ま
れ
る
。

１
．
在
外
経
理
シ
ス
テ
ム
の
機
能

拡
張 平
成
20
年
度
に
は
「
代
理
官
制

度
」
等
に
対
応
す
る
機
能
を
拡
張

し
、
従
来
在
外
公
館
の
会
計
担
当

者
が
個
別
に
管
理
・
作
成
し
て
い

た
各
帳
票
の
一
元
管
理
（
Ex
ce
l等

で
作
成
し
て
い
た
帳
票
を
同
シ
ス

テ
ム
に
て
作
成
し
、
管
理
す
る
こ

と
）
及
び
印
刷
を
可
能
に
す
る
こ

と
に
よ
り
、
業
務
の
省
力
化
を
図

る
。

２
．
物
品
管
理
シ
ス
テ
ム
、
現
地

職
員
管
理
シ
ス
テ
ム
の
開
発

各
在
外
公
館
に
お
い
て
紙
ベ
ー

ス
で
管
理
し
て
い
た
物
品
情
報
、

現
地
職
員
情
報
を
電
子
化
し
、
在

外
公
館
の
業
務
の
省
力
化
を
図

る
。

D

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

政
策
名

府
省
名

外
務
省

目
標
の
内
容

在
外
経
理
シ
ス
テ
ム
の
整
備
（
最
適
化
計
画
を
含
む
）

（
在
外
経
理
シ
ス
テ
ム
の
シ
ス
テ
ム
最
適
化
）

測
定
結
果

○
今
の
ま
ま
継
続

　
平
成
20
年
度
に
策
定
し
た
「
在
外
経
理
シ
ス
テ
ム
の
業

務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
（
改
定
版
）
に
基
づ
き
、
平
成

23
年
度
末
ま
で
に
在
外
公
館
に
設
置
し
て
い
る
サ
ー
バ
を
本

省
に
集
約
す
る
た
め
の
次
期
在
外
経
理
シ
ス
テ
ム
を
設
計
・

開
発
す
る
こ
と
と
し
、
IT
を
活
用
し
た
業
務
改
革
を
推
進

し
、
在
外
公
館
の
会
計
担
当
者
の
業
務
負
担
軽
減
を
図
る
た

め
に
、
継
続
的
に
最
適
化
計
画
を
推
進
し
て
い
く
。
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外
務
省

B

75
%以
上

10
0%
未
満

（
概
ね
達

成
）

C

50
%以
上

75
%未
満

(達
成
は

し
て
い
な

い
が
進
展

あ
り
)

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

府
省
名

25
%以
上

75
%未
満

（
一
定
の

進
展
は
見

ら
れ
る
が

不
十
分
）

E

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

　
左
記
の
４
つ
の
構
成
要
素
そ
れ
ぞ
れ
に
手
段
と
目
標
の
因

果
関
係
を
ま
と
め
れ
ば
以
下
の
と
お
り
。

１
．
海
外
邦
人
援
護
統
計
作
成
業
務
に
お
い
て
は
、
海
外
で

の
邦
人
の
事
件
・
事
故
、
犯
罪
加
害
・
被
害
等
を
取
り
ま
と

め
て
お
り
、
そ
の
件
数
は
年
間
約
18
,0
00
件
（
平
成
19
年

度
）
に
上
る
。
各
案
件
に
つ
い
て
、
在
外
公
館
は
手
書
き
の

帳
票
を
作
成
し
、
本
省
へ
報
告
し
て
い
る
。
本
省
で
は
こ
れ

を
独
自
の
管
理
シ
ス
テ
ム
に
入
力
し
て
お
り
、
重
複
作
業
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に

接
続
し
て
い
な
い
た
め
、
課
内
及
び
在
外
公
館
と
の
間
で
情

報
共
有
が
さ
れ
て
お
ら
ず
、
在
外
公
館
か
ら
の
問
い
合
わ
せ

が
頻
繁
に
発
生
す
る
、
報
告
の
分
類
基
準
が
明
確
で
な
い
が

故
に
同
様
の
案
件
で
あ
っ
て
も
各
公
館
に
よ
っ
て
記
載
の
仕

方
が
異
な
る
、
と
い
っ
た
課
題
が
あ
る
。

　
こ
れ
ら
を
改
善
す
る
た
め
、
平
成
20
年
度
中
に
、
在
外
公

館
か
ら
本
省
へ
の
報
告
を
オ
ン
ラ
イ
ン
入
力
し
、
報
告
内
容

を
本
省
で
一
元
管
理
・
自
動
集
計
す
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す

る
。
こ
れ
に
よ
り
、
本
省
に
お
け
る
入
力
作
業
を
排
除
し
、

個
別
案
件
の
管
理
及
び
統
計
作
成
業
務
に
要
す
る
時
間
の
短

縮
化
を
図
る
。
あ
わ
せ
て
、
情
報
共
有
に
よ
り
、
各
在
外
公

館
に
お
け
る
報
告
内
容
の
質
の
向
上
を
図
る
。

　
こ
れ
ら
に
よ
り
、
年
間
約
47
2時
間
（
試
算
値
）
の
業
務
処

理
時
間
の
短
縮
を
可
能
と
す
る
。

２
．
管
海
事
務
管
理
援
助
機
能
設
計

　
海
外
に
お
け
る
船
舶
の
検
査
、
測
度
等
の
管
海
事
務
に
係

る
手
続
に
必
要
な
書
類
が
在
外
公
館
よ
り
本
省
を
経
由
し
て

国
土
交
通
省
に
送
付
さ
れ
、
ま
た
、
国
土
交
通
省
か
ら
書
類

が
海
外
に
送
付
さ
れ
て
お
り
、
管
海
事
務
取
扱
件
数
は
年
間

2,
50
0件
（
平
成
19
年
度
）
に
上
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
公
信

に
よ
り
外
交
行
嚢
で
送
付
さ
れ
、
電
子
的
に
情
報
の
一
元
化

が
な
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
本
省
と
在
外
公
館
で
作
業
が
重

複
し
書
類
の
追
跡
調
査
（
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
）
や
年
一
回
の
事

務
統
計
の
集
計
は
時
間
が
か
か
る
結
果
と
な
っ
て
い
る
。

＜
基
準
＞

領
事
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
事
業

（
領
事
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
）

測
定
結
果

A
10
0%

(達
成
）

D

　
左
記
開
発
の
成
果
物

の
完
成
を
目
標
と
す

る
。

１
．
邦
人
援
護
事
務
援

助
機
能
開
発

２
．
管
海
事
務
援
助
機

能
開
発

３
．
司
法
共
助
事
務
援

助
機
能
開
発

４
．
各
種
端
末
・
作
成

機
の
統
合
２
次
開
発

※
具
体
的
な
目
標
内
容

に
つ
い
て
は
、
評
価
書

の
＜
手
段
と
目
標
の
因

果
関
係
欄
に
記
載
さ
れ

て
い
る
。
＞

政
策
名

上
記
の
４
つ
の
構
成
要

素
そ
れ
ぞ
れ
の
目
標
達

成
度
合
い
は
以
下
の
と

お
り
で
あ
る
。

１
．
Ａ

２
．
Ａ

３
．
Ａ

４
．
Ａ

１
．
～
４
．
開
発
完

了
。
全
て
平
成
21
年
度

に
展
開
予
定
。

評
価
の
結
果
等

○
国
庫
債
務
負
担
行
為

○
目
の
大
括
り
化

（
上
記
措
置
に
よ
る
効

果
）

　
特
に
な
し

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

25
%未
満

(進
展
し

て
い
な

い
)

【
評
価
の
結
果
】

○
今
の
ま
ま
継
続

（
理
由
と
今
後
の
方
針
）

　
概
ね
当
初
計
画
（
複
数
年
）
の
と
お
り
目
標

を
達
成
し
て
お
り
、
今
後
も
こ
れ
ま
で
ど
お
り

作
業
を
継
続
す
る
。
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外
務
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

府
省
名

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

領
事
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
事
業

（
領
事
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
）

測
定
結
果

政
策
名

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

　 　
こ
れ
ら
を
改
善
す
る
た
め
、
平
成
20
年
度
中
に
、
在
外
公

館
か
ら
本
省
へ
の
報
告
を
オ
ン
ラ
イ
ン
化
し
、
報
告
内
容
を

本
省
で
一
元
管
理
す
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
る
。
こ
の
シ
ス

テ
ム
機
能
に
よ
り
、
在
外
公
館
と
本
省
に
お
け
る
重
複
入
力

を
排
除
し
、
統
計
作
成
業
務
に
要
す
る
時
間
を
短
縮
す
る
。

ま
た
、
報
告
の
終
了
・
未
了
確
認
時
や
国
土
交
通
省
か
ら
の

照
会
要
請
に
対
し
て
は
、
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
（
追
跡
管
理
)可
能

な
し
く
み
と
す
る
。

　
こ
れ
ら
に
よ
り
、
年
間
約
18
2時
間
（
試
算
値
）
の
業
務
処

理
時
間
の
短
縮
を
可
能
と
す
る
。

３
．
司
法
共
助
事
務
援
助
機
能
設
計

　
司
法
上
の
書
類
は
、
本
省
と
裁
判
所
の
間
、
本
省
と
在
外

公
館
の
間
及
び
在
外
公
館
と
名
宛
人
の
間
等
で
公
信
や
郵
便

を
利
用
し
て
送
達
等
さ
れ
て
お
り
、
本
省
で
は
年
間
約
2,
20
0

件
弱
（
平
成
20
年
）
の
案
件
を
扱
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
書

類
の
送
達
状
況
に
つ
い
て
は
本
省
側
で
管
理
を
行
っ
て
い
る

が
、
書
類
を
一
旦
在
外
公
館
へ
発
送
し
た
後
は
、
在
外
公
館

か
ら
送
達
結
果
の
報
告
が
な
さ
れ
る
ま
で
把
握
で
き
な
い
。

こ
の
た
め
、
進
捗
状
況
に
関
す
る
問
い
合
せ
が
あ
っ
た
場
合

は
、
在
外
公
館
へ
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
、
回
答
ま
で
に
時

間
を
要
し
、
業
務
上
も
支
障
を
き
た
し
て
い
る
。

　
こ
れ
ら
を
改
善
し
、
個
別
案
件
の
進
捗
状
況
を
管
理
で
き

る
よ
う
に
す
る
た
め
、
平
成
20
年
度
中
に
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

上
で
照
会
で
き
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
本
省
・
在
外
公
館

双
方
か
ら
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
（
追
跡
管
理
）
の
他
、
進
捗
に
お

け
る
問
題
点
が
把
握
で
き
る
し
く
み
と
す
る
。
こ
れ
ら
に
よ

り
、
年
間
約
62
4時
間
（
試
算
値
）
の
業
務
処
理
時
間
の
短
縮

を
可
能
と
す
る
。

４
．
各
種
端
末
・
作
成
機
の
統
合
２
次
開
発

　
現
在
、
査
証
作
成
機
は
予
備
を
含
め
一
公
館
あ
た
り
２
台

設
置
さ
れ
て
い
る
が
、
旅
券
作
成
機
は
１
台
配
備
で
あ
り
故

障
の
際
の
予
備
機
が
な
い
。
統
合
機
を
配
備
す
る
こ
と
に
よ

り
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
、
旅
券
作
成
の
継
続
性
を
確
保
し
つ

つ
、
旅
券
の
高
度
な
偽
変
造
防
止
印
刷
技
術
を
採
用
し
た
新

型
査
証
シ
ー
ル
を
作
成
可
能
と
す
る
（
た
だ
し
、
査
証
又
は

旅
券
を
大
量
に
発
給
す
る
公
館
に
お
い
て
は
、
業
務
を
行
う

執
務
室
等
が
別
々
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
両
作
成
機
を

統
合
す
る
こ
と
は
、
逆
に
作
業
効
率
、
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
と

な
る
た
め
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り
別
々
に
運
用
・
管
理
す

る
。
）
。

（
注
）
　
１
　
外
務
省
の
「
平
成
21
年
度
外
務
省
政
策
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照
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10
0%
以
上

90
%以
上
10
0%
未
満

50
%以
上
90
%未
満

50
%未
満

有
効

概
ね
有
効

有
効
性
の
向
上
が
必
要

有
効
性
に
問
題
あ
り

（
注
）
　
１
　
厚
生
労
働
省
の
「
成
果
重
視
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

　
中
核
的
LA
Nシ
ス
テ
ム
に
つ
い

て
、
平
成
17
年
７
月
に
更
改
し
、

業
務
の
効
率
化
や
政
策
決
定
の
迅

速
化
・
高
度
化
を
図
り
、
さ
ら

に
、
シ
ス
テ
ム
運
用
の
可
用
性
の

向
上
を
実
現
す
る
。

　
平
成
17
年
度
中
に
、
電
子
メ
ー

ル
、
電
子
掲
示
板
等
の
共
通
サ
ー

ビ
ス
、
通
信
手
順
や
回
線
容
量
そ

の
他
の
回
線
の
規
格
等
を
「
共
通

サ
ー
ビ
ス
提
供
基
準
」
と
し
て
策

定
し
、
回
線
の
一
元
的
な
運
用
管

理
を
実
現
し
、
集
約
化
を
進
め

る
。

　
次
に
掲
げ
る
最
適
化
を
行
う
。

（
ア
－
１
）
LA
N回
線
の
統
合

（
ア
－
２
）
WA
N回
線
の
統
合

（
イ
）
基
本
シ
ス
テ
ム
の
統
一

（
ウ
）
霞
ヶ
関
WA
N及
び
総
合
行
政

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用

（
別
記
）
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準

達
成
度
合
い

政
策
名

府
省
名

厚
生
労
働
省

目
標
の
内
容

厚
生
労
働
省
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
共
通
シ
ス
テ
ム
）
最
適
化
事
業

測
定
結
果

中
核
的
LA
Nシ
ス
テ
ム
で
デ
ー
タ
セ

ン
タ
ー
の
活
用
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ

り
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
回
線
が
集
約
さ

れ
、
年
間
約
0.
2億
円
の
経
費
削
減
。

中
核
的
LA
Nシ
ス
テ
ム
に
係
る
シ
ス

テ
ム
運
用
の
可
用
性
が
向
上
し
た
こ
と

か
ら
運
用
等
に
職
員
が
費
や
す
年
間
約

2,
25
0時
間
が
削
減
。

最
適
化
前
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
規
模
を

前
提
に
し
た
場
合
、
回
線
の
統
合
及
び

運
用
管
理
の
統
合
化
・
集
約
化
に
よ

り
、
年
間
約
9.
1億
円
の
経
費
削
減
。

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
は
、
な
し
。

目
標
期
間
：
平
成
17
年

度
～
平
成
24
年
度

①
削
減
経
費
：
年
間
約

9.
3億
円
（
試
算
値
）

②
削
減
業
務
処
理
時

間
：
年
間
延
べ
約
28
1日

分
（
試
算
値
）

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

○
削
減
経
費
（
中
核
的

LA
Nシ
ス
テ
ム
の
更
改
）

（
単
位
：
千
円
）

H1
8:
22
,8
00
(A
)

H1
9:
22
,8
00
(A
)

H2
0:
22
,8
00
(A
)

○
削
減
業
務
処
理
時
間

（
単
位
：
時
間
）

H1
8:
2,
25
0(
A)

H1
9:
2,
25
0(
A)

H2
0:
2,
25
0(
A)

目
標
達
成
率目
標
設
定
の
考
え
方

評
　
価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

　
目
標
値
の
達
成
度

合
い
を
基
準
に
し
、

評
価
を
４
段
階
で
判

定
（
別
記
参
照
）
。

【
評
価
の
結
果
】

　
最
適
化
実
施
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
別
に
調
達
し
て
い
た
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
回
線
を
中
核
的
LA
Nシ
ス
テ
ム
の
更
改
と
一
括

し
て
調
達
し
た
と
こ
ろ
、
予
定
し
て
い
た
と
お
り
、
年
間

22
,8
00
千
円
が
経
費
削
減
さ
れ
た
。
ま
た
、
中
核
的
LA
Nシ
ス

テ
ム
の
更
改
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
運
用
等
に
職
員
が

費
や
す
年
間
2,
25
0時
間
の
削
減
と
な
り
、
目
標
値
を
達
成
し

た
と
評
価
で
き
る
。

　
WA
N回
線
の
統
合
に
つ
い
て
は
、
20
08
年
４
月
に
運
用
を
開

始
し
、
省
内
関
係
部
局
と
連
携
し
な
が
ら
、
各
個
別
シ
ス
テ

ム
と
の
接
続
を
順
次
進
め
て
い
る
こ
と
は
評
価
で
き
る
。
今

後
、
接
続
が
予
定
さ
れ
て
い
る
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
も
、
省

内
関
係
部
局
と
連
携
し
な
が
ら
、
着
実
な
実
施
が
図
ら
れ
る

よ
う
取
組
を
継
続
す
る
必
要
が
あ
る
。
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予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
は
、
な
し
。

（
別
記
）
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準

達
成
度
合
い

目
標
達
成
率

評
　
価

（
注
）
　
１
　
厚
生
労
働
省
の
「
成
果
重
視
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

10
0%
以
上

90
%以
上
10
0%
未
満

50
%以
上
90
%未
満

50
%未
満

有
効

概
ね
有
効

有
効
性
の
向
上
が
必
要

有
効
性
に
問
題
あ
り

評
価
の
結
果
等

目
標
期
間
：
平
成
23
年

度
～

①
削
減
経
費
：
10
2億
円

（
年
間
）

②
削
減
業
務
処
理
時

間
：
８
万
人
日
分
（
年

間
）

「
電
子
政
府
構
築
計
画
」
に
基
づ

き
、
平
成
16
年
度
に
費
用
対
効
果
を
踏

ま
え
た
刷
新
可
能
性
調
査
を
実
施
し
た

内
容
を
踏
ま
え
、
目
標
設
定
を
行
っ

た
。

　
こ
れ
ま
で
別
の
シ
ス
テ
ム
と
し

て
構
築
・
運
用
さ
れ
て
き
た
総
合

的
雇
用
情
報
シ
ス
テ
ム
、
雇
用
保

険
ト
ー
タ
ル
・
シ
ス
テ
ム
等
に
つ

い
て
は
、
「
職
業
安
定
行
政
関
係

シ
ス
テ
ム
（
仮
称
）
」
と
し
て
一

体
化
す
る
。

一
体
化
に
あ
た
っ
て
は
、
ハ
ー
ド

ウ
ェ
ア
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
等
の
共

通
化
・
共
用
化
を
進
め
、
目
標
の

達
成
を
図
る
。

①
メ
イ
ン
フ
レ
ー
ム
の
オ
ー
プ
ン

化 ②
厚
生
労
働
省
共
通
シ
ス
テ
ム

（
統
合
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
共
通

サ
ー
ビ
ス
）
へ
の
移
行

③
端
末
の
汎
用
化
・
共
用
化

　
目
標
値
の
達
成
度

合
い
を
基
準
に
し
、

評
価
を
４
段
階
で
判

定
（
別
記
参
照
）
。

○
削
減
経
費
（
単
位
：

千
円
）

な
し

○
削
減
業
務
処
理
時
間

（
単
位
：
時
間
）

な
し

（
注
）
削
減
経
費
及
び

削
減
業
務
処
理
時
間
に

つ
い
て
は
平
成
23
年
度

よ
り
目
標
設
定
を
行

い
、
効
果
が
発
現
す
る

予
定
。

○
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
利

用
率
（
単
位
：
%）
(D
)

①
雇
用
保
険
被
保
険
者

資
格
取
得
届

H1
8:
0.
13
2

H1
9:
0.
26
6

H2
0:
0.
65
4

②
雇
用
保
険
被
保
険
者

資
格
喪
失
届

H1
8:
0.
10
9

H1
9:
0.
25
1

H2
0:
0.
26
0

③
雇
用
保
険
被
保
険
者

証
の
再
交
付
の
申
請

H1
8:
0.
00
4

H1
9:
0.
00
9

H2
0:
0.
00
7

等

【
評
価
の
結
果
】

　
削
減
経
費
及
び
削
減
業
務
処
理
時
間
に
つ
い
て
は
平
成
23

年
度
よ
り
目
標
設
定
を
行
い
、
効
果
が
発
現
す
る
予
定
（
平

成
20
年
度
に
お
い
て
は
最
適
化
の
効
果
は
発
現
し
な
い
）
。

　
電
子
申
請
の
利
便
性
向
上
の
た
め
、
電
子
証
明
書
の
記
載

事
項
の
簡
略
化
等
を
行
い
、
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
利
用
率
の
向

上
に
努
め
た
が
、
目
標
率
達
成
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

政
策
名

職
業
安
定
行
政
関
係
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

（
職
業
安
定
行
政
に
お
け
る
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
）

厚
生
労
働
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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政
策
名

労
災
保
険
給
付
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

（
労
災
保
険
給
付
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
）

府
省
名

厚
生
労
働
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

評
価
の
結
果
等

目
標
期
間
：
平
成
18
年

度
～
平
成
22
年
度

①
削
減
経
費
：
年
間
37

億
円
程
度
（
試
算
値
）

②
削
減
業
務
処
理
時

間
：
33
,5
31
人
日
（
試

算
値
）

「
電
子
政
府
構
築
計
画
」
に
基
づ

き
、
平
成
16
年
度
に
費
用
対
効
果
を
踏

ま
え
た
刷
新
可
能
性
調
査
を
実
施
し
た

内
容
を
踏
ま
え
、
目
標
設
定
を
行
っ

た
。

　
業
務
処
理
の
集
中
化
、
非
電
算

化
業
務
の
電
算
化
、
メ
イ
ン
フ

レ
ー
ム
の
オ
ー
プ
ン
化
、
他
の
シ

ス
テ
ム
と
の
連
携
強
化
等
の
最
適

化
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
経

費
削
減
及
び
業
務
処
理
時
間
の
短

縮
効
果
が
見
込
ま
れ
る
。

　
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
さ
ら
な
る

業
務
の
効
率
化
を
図
る
こ
と
に
伴

い
、
国
民
等
に
対
す
る
迅
速
・
適

正
な
労
災
保
険
給
付
等
が
可
能
と

な
る
。

　
目
標
値
の
達
成
度

合
い
を
基
準
に
し
、

評
価
を
４
段
階
で
判

定
（
別
記
参
照
）
。

○
削
減
経
費
（
単
位
：

千
円
）

な
し

○
削
減
業
務
処
理
時
間

（
単
位
：
時
間
）

な
し

（
注
）
削
減
経
費
に
つ

い
て
は
平
成
21
年
度
か

ら
効
果
が
発
現
、
削
減

業
務
処
理
時
間
に
つ
い

て
は
平
成
23
年
度
か
ら

目
標
設
定
を
行
い
、
効

果
が
発
現
す
る
予
定
。

○
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
利

用
率
（
単
位
：
%）
(D
)

①
休
業
補
償
給
付
の
請

求
／
休
業
特
別
支
給
金

の
申
請

H1
8:
0.
00
01

H1
9:
0.
00
01

H2
0:
0

②
未
支
給
の
保
険
給
付

支
給
の
申
請
／
未
支
給

の
特
別
支
給
金
支
給
の

申
請

H1
8:
0

H1
9:
0

H2
0:
0

③
年
金
た
る
保
険
給
付

の
受
給
者
の
定
期
報
告

H1
8:
0

H1
9:
0

H2
0:
0

等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
は
、
な
し
。

【
評
価
の
結
果
】

　
削
減
経
費
に
つ
い
て
は
平
成
21
年
度
か
ら
効
果
が
発
現
、

削
減
業
務
処
理
時
間
に
つ
い
て
は
平
成
23
年
度
か
ら
目
標
設

定
を
行
い
、
効
果
が
発
現
す
る
予
定
（
平
成
20
年
度
に
お
い

て
は
最
適
化
の
効
果
は
発
現
し
な
い
）
。

　
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
つ
い
て
、
利
用
促
進
策
を
推
進
し
た

結
果
、
中
小
事
業
主
等
特
別
加
入
変
更
の
届
出
の
利
用
率
が

前
年
度
の
20
倍
に
な
る
な
ど
一
定
の
改
善
が
図
ら
れ
た
が
、

目
標
値
達
成
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

（
別
記
）
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準

達
成
度
合
い

目
標
達
成
率

評
　
価

（
注
）
　
１
　
厚
生
労
働
省
の
「
成
果
重
視
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

10
0%
以
上

90
%以
上
10
0%
未
満

50
%以
上
90
%未
満

50
%未
満

有
効

概
ね
有
効

有
効
性
の
向
上
が
必
要

有
効
性
に
問
題
あ
り
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政
策
名

監
督
・
安
全
衛
生
等
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

（
監
督
・
安
全
衛
生
等
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
）

府
省
名

厚
生
労
働
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

評
価
の
結
果
等

目
標
期
間
：
平
成
18
年

度
～
平
成
22
年
度

①
削
減
経
費
：
年
間
19

億
円
程
度
（
試
算
値
）

②
削
減
業
務
処
理
時

間
：
6,
75
4人
日
（
試
算

値
）

「
電
子
政
府
構
築
計
画
」
に
基
づ

き
、
平
成
16
年
度
に
費
用
対
効
果
を
踏

ま
え
た
刷
新
可
能
性
調
査
を
実
施
し
た

内
容
を
踏
ま
え
、
目
標
設
定
を
行
っ

た
。

　
相
談
対
応
業
務
の
効
率
化
、
免

許
管
理
業
務
の
集
中
化
、
手
作
業

業
務
の
シ
ス
テ
ム
化
、
各
業
務
、

シ
ス
テ
ム
及
び
組
織
間
の
情
報
連

携
の
最
適
化
を
実
施
す
る
こ
と
に

よ
り
、
経
費
削
減
及
び
業
務
処
理

時
間
の
短
縮
効
果
が
見
込
ま
れ

る
。

　
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
職
員
の
業

務
効
率
化
が
図
ら
れ
、
ひ
い
て
は

国
民
に
対
す
る
さ
ら
な
る
利
便
性

の
向
上
が
実
現
で
き
る
。

　
目
標
値
の
達
成
度

合
い
を
基
準
に
し
、

評
価
を
４
段
階
で
判

定
（
別
記
参
照
）
。

○
削
減
経
費
（
単
位
：

千
円
）

な
し

○
削
減
業
務
処
理
時
間

（
単
位
：
時
間
）

な
し

（
注
）
削
減
経
費
及
び

削
減
業
務
処
理
時
間
に

つ
い
て
は
平
成
21
年
度

か
ら
効
果
が
発
現
す
る

予
定
。

○
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
利

用
率
（
単
位
：
%）
(D
)

①
就
業
規
則
（
変
更
）

届 H1
8:
0.
27
1

H1
9:
0.
33
3

H2
0:
0.
15
1

②
１
年
単
位
の
変
形
労

働
時
間
制
に
関
す
る
協

定
届

H1
8:
0.
39
5

H1
9:
0.
03
5

H2
0:
0.
02
6

③
時
間
外
・
休
日
労
働

に
関
す
る
協
定
届

H1
8:
0.
09
3

H1
9:
0.
13
3

H2
0:
0.
04
5

④
労
働
者
死
傷
病
報
告

H1
8:
0.
00
8

H1
9:
0.
01
3

H2
0:
0.
01
3

＿
【
評
価
の
結
果
】

　
削
減
経
費
及
び
削
減
業
務
処
理
時
間
に
つ
い
て
は
平
成
21

年
度
か
ら
効
果
が
発
現
す
る
予
定
（
平
成
20
年
度
に
お
い
て

は
最
適
化
の
効
果
は
発
現
し
な
い
）
。

　
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
つ
い
て
、
利
用
促
進
策
を
推
進
し
た

が
、
目
標
値
達
成
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

（
別
記
）
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準

達
成
度
合
い

目
標
達
成
率

評
　
価

（
注
）
　
１
　
厚
生
労
働
省
の
「
成
果
重
視
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

10
0%
以
上

90
%以
上
10
0%
未
満

50
%以
上
90
%未
満

50
%未
満

有
効

概
ね
有
効

有
効
性
の
向
上
が
必
要

有
効
性
に
問
題
あ
り
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達
成
度
合
い

目
標
達
成
率

評
　
価

（
注
）
　
１
　
厚
生
労
働
省
の
「
成
果
重
視
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

10
0%
以
上

90
%以
上
10
0%
未
満

50
%以
上
90
%未
満

50
%未
満

有
効

概
ね
有
効

有
効
性
の
向
上
が
必
要

有
効
性
に
問
題
あ
り

（
別
記
）
目
標
の
達
成
度
合
い
の
判
定
方
法
・
基
準

評
価
の
結
果
等

目
標
期
間
：
平
成
18
年

度
～
平
成
24
年
度

①
削
減
経
費
：
年
間
約

16
億
円
（
試
算
値
）

②
削
減
業
務
処
理
時

間
：

・
年
間
約
13
7,
00
0時
間

分
（
職
員
）
（
試
算

値
）

・
年
間
約
66
,0
00
時
間

分
（
非
常
勤
職
員
）

（
試
算
値
）

「
電
子
政
府
構
築
計
画
」
に
基
づ

き
、
平
成
16
年
度
に
費
用
対
効
果
を
踏

ま
え
た
刷
新
可
能
性
調
査
を
実
施
し
た

内
容
を
踏
ま
え
、
目
標
設
定
を
行
っ
た

と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
削
減
経
費
に
つ
い

て
は
、
本
事
業
の
計
画
見
直
し
に
伴
い

再
度
精
査
し
た
。

　
①
労
働
・
社
会
保
険
関
係
手
続

の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化
、
②
都
道
府

県
を
越
え
る
所
在
地
変
更
時
に
お

け
る
届
出
等
の
簡
素
化
、
③
申
告

書
等
の
書
類
管
理
の
シ
ス
テ
ム

化
、
④
問
い
合
わ
せ
対
応
業
務
等

の
外
部
委
託
化
、
⑤
電
子
申
請
シ

ス
テ
ム
の
見
直
し
に
よ
る
事
業
主

等
の
電
子
申
請
時
の
負
担
の
軽
減

等
に
よ
る
電
子
申
請
の
利
用
促

進
、
⑥
届
出
書
類
作
成
支
援
機
能

の
提
供
、
⑦
メ
イ
ン
フ
レ
ー
ム
の

オ
ー
プ
ン
化

　
以
上
を
実
現
す
る
こ
と
に
よ

り
、
国
民
・
企
業
等
の
負
担
の
軽

減
等
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
、

金
融
機
関
に
お
け
る
事
務
の
効
率

化
等
を
図
る
。

　
ま
た
、
IT
を
活
用
し
た
業
務
の

合
理
化
・
効
率
化
、
IT
の
進
展
に

応
じ
た
情
報
シ
ス
テ
ム
の
効
率

的
・
合
理
的
な
整
備
・
運
用
に
よ

る
経
費
削
減
等
に
よ
り
、
目
標
達

成
が
見
込
ま
れ
る
。

　
目
標
値
の
達
成
度

合
い
を
基
準
に
し
、

評
価
を
４
段
階
で
判

定
（
別
記
参
照
）
。

○
削
減
経
費
（
単
位
：

千
円
）

な
し

○
削
減
業
務
処
理
時
間

（
単
位
：
時
間
）

な
し

（
注
）
削
減
経
費
に
つ

い
て
は
平
成
22
年
度
よ

り
、
削
減
業
務
処
理
時

間
に
つ
い
て
は
平
成
25

年
度
よ
り
目
標
設
定
を

行
い
、
効
果
が
発
現
す

る
予
定
。

○
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
利

用
率
（
単
位
：
%）
(D
)

①
概
算
・
増
加
概
算
・

確
定
保
険
料
申
告
書

H1
8:
0.
46

H1
9:
0.
91

H2
0:
1.
32

②
概
算
保
険
料
の
延
納

の
申
請

H1
8:
0.
46

H1
9:
0.
91

H2
0:
1.
32

③
労
働
保
険
事
務
の
処

理
の
委
託

H1
8:
0.
00
5

H1
9:
0.
01

H2
0:
0.
00
5

等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
は
、
な
し
。

【
評
価
の
結
果
】

　
削
減
経
費
に
つ
い
て
は
平
成
22
年
度
よ
り
、
削
減
業
務
処

理
時
間
に
つ
い
て
は
平
成
25
年
度
よ
り
目
標
設
定
を
行
い
、

効
果
が
発
現
す
る
予
定
（
平
成
20
年
度
に
お
い
て
は
最
適
化

の
効
果
は
発
現
し
な
い
）
。

　
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
つ
い
て
、
利
用
促
進
策
を
推
進
し
た

結
果
、
利
用
率
が
前
年
度
に
比
べ
向
上
し
た
も
の
の
、
目
標

値
達
成
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

政
策
名

労
働
保
険
適
用
徴
収
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
事
業

（
労
働
保
険
適
用
徴
収
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
）

府
省
名

厚
生
労
働
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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農
林
水
産
省

府
省
名

目
標
の
内
容

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結
果

策
定
し
た
方
策
】

商
物
分
離
直
接
流
通
成
果
重
視
事
業

測
定
結
果

１
商
物
分
離
電
子
商
取
引
が
可
能
な

品
目
は
法
令
で
規
定
さ
れ
て
お
り
、
仮

に
そ
の
品
目
の
全
量
を
電
子
商
取
引
化

し
た
場
合
に
、
取
扱
品
目
の
各
部
類
に

お
け
る
取
扱
高
に
占
め
る
割
合
（
10
～

25
％
）
を
目
標
と
し
て
設
定
し
た
。

【
評
価
の
結
果
】

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

１
 事
業
開
始
２
年
目
と

な
る
、
19
年
度
の
モ
デ

ル
地
区
に
お
け
る
電
子

商
取
引
を
経
由
し
た
生

鮮
食
料
品
等
の
取
扱
数

量
の
割
合
は
、
下
表
の

と
お
り
と
な
り
、
目
標

を
達
成
で
き
な
か
っ

た
。

　
な
お
、
事
業
開
始
１

年
目
で
あ
る
、
20
年
度

の
モ
デ
ル
地
区
に
お
け

る
電
子
商
取
引
を
経
由

し
た
生
鮮
食
料
品
等
の

取
扱
数
量
の
割
合
は
、

下
表
の
と
お
り
と
な
っ

た
。

１
 事
業
開
始
２
年
目
と
な
る
、
平
成
19
年
度
の
モ
デ
ル
地
区

に
お
け
る
電
子
商
取
引
を
経
由
し
た
生
鮮
食
料
品
等
の
取
扱
量

に
つ
い
て
は
、
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
市
場

関
係
者
等
と
の
調
整
を
進
め
、
取
扱
数
量
を
増
加
さ
せ
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

２
 電
子
商
取
引
を
導
入
す
る
中
央
卸
売
市
場
の
数
の
割
合
に

つ
い
て
は
、
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ま

で
の
実
証
試
験
の
効
果
を
普
及
す
る
こ
と
に
よ
り
電
子
商
取
引

の
導
入
を
促
進
す
る
こ
と
と
す
る
。

３
 中
央
卸
売
市
場
の
卸
売
業
者
従
業
員
１
人
当
た
り
の
取
扱

数
量
及
び
取
扱
金
額
に
つ
い
て
は
、
８
月
上
旬
に
取
り
ま
と
め

予
定
（
参
考
に
19
年
度
の
評
価
結
果
を
記
載
）
。

（
参
考
）
19
年
度
の
評
価
の
結
果

　
中
央
卸
売
市
場
の
卸
売
業
者
従
業
員
１
人
当
た
り
の
取
扱
数

量
及
び
取
扱
金
額
に
つ
い
て
は
、
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た

こ
と
か
ら
、
今
後
も
電
子
商
取
引
の
導
入
を
促
進
す
る
と
と
も

に
、
卸
売
市
場
の
再
編
を
通
じ
た
市
場
機
能
の
強
化
、
品
質
管

理
の
徹
底
等
に
よ
り
卸
売
市
場
の
活
性
化
を
図
り
、
販
売
を
拡

大
す
る
必
要
が
あ
る
。

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）

政
策
名

評
価
の
結
果
等

　
シ
ス
テ
ム
開
発
期
間

及
び
コ
ス
ト
低
減
の
実

証
期
間
を
確
保
す
る
た

め
、
予
算
の
繰
越
等
の

弾
力
的
な
予
算
執
行
が

行
え
る
よ
う
に
な
っ
て

い
る
が
、
平
成
20
年
度

は
そ
の
事
態
に
は
至
ら

な
か
っ
た
。

１
モ
デ
ル
地
区
に
お
い

て
、
事
業
開
始
後
２
年

以
内
に
、
電
子
商
取
引

を
経
由
し
た
生
鮮
食
料

品
等
の
取
扱
量
の
割
合

を
10
～
25
％
に
高
め

る
。

１
モ
デ
ル
地
区
に
お
い
て
、
ダ
イ

レ
ク
ト
物
流
の
仕
組
み
を
開
発
し
、

取
引
業
務
や
市
場
内
の
仕
分
け
・
搬

送
業
務
等
に
係
る
経
費
削
減
効
果
に

よ
り
、
電
子
商
取
引
の
取
扱
量
の
割

合
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
と
な

る
。

　
左
記
達
成
目
標
を

達
成
し
た
場
合
を

「
達
成
」
と
す
る
。

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

実
施

年
度

モ
デ

ル
地

区
実

施
主

体
（
市

場
名

）
 

電
子

商
取

引
を

経
由

し

た
取

扱
数

量
の

割
合

 

札
幌

市
場

青
果

商
物

分
離

事
業

協
議

会
 

（
札

幌
市

中
央

卸
売

市
場

青
果

部
）
 

3
.4

％
 

(2
.2

％
) 

東
北

地
区

水
産

物
商

物
分

離
直

接
流

通
成

果
重

視
事

業
0

0
5
％

策
定
し
た
方
策
】

１
 平
成
19
年
度
の
モ
デ
ル
地
区
に
お
け
る
電
子
商
取
引
を
経

由
し
た
生
鮮
食
料
品
等
の
取
扱
量
に
つ
い
て
は
、
目
標
を
達
成

で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
市
場
関
係
者
等
と
の
調
整
を
進

め
、
取
扱
数
量
を
増
加
さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

２
 電
子
商
取
引
を
導
入
す
る
中
央
卸
売
市
場
の
数
の
割
合
に

つ
い
て
は
、
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ま

で
の
実
証
試
験
の
効
果
を
普
及
す
る
こ
と
に
よ
り
電
子
商
取
引

の
導
入
を
促
進
す
る
こ
と
と
す
る
。

実
施

年
度

モ
デ

ル
地

区
実

施
主

体
（
市

場
名

）
 

電
子

商
取

引
を

経
由

し

た
取

扱
数

量
の

割
合

 

1
8

年
度

 

札
幌

市
場

青
果

商
物

分
離

事
業

協
議

会
 

（
札

幌
市

中
央

卸
売

市
場

青
果

部
）
 

3
.4

％
 

(2
.2

％
) 

東
北

地
区

水
産

物
商

物
分

離
直

接
流

通
成

果
重

視
事

業

導
入

協
議

会
（
仙

台
市

中
央

卸
売

市
場

本
場

水
産

物
部

）
 

0
.0

5
％

 

(0
.0

0
8
％

) 

花
き

商
物

分
離

直
接

流
通

協
議

会
 

（
東

京
都

中
央

卸
売

市
場

大
田

市
場

花
き

部
）
 

0
.0

0
0
1
％

 

(0
.0

0
3
％

) 

1
9

年
度

 

千
葉

市
中

央
市

場
青

果
商

物
分

離
事

業
協

議
会

 

（
千

葉
市

中
央

卸
売

市
場

青
果

部
）
 

8
.8

%
 

(4
.4

%
) 

横
浜

青
果

物
商

物
分

離
直

接
流

通
協

議
会

 

（
横

浜
市

中
央

卸
売

市
場

本
場

青
果

部
）
 

1
.1

%
 

(0
.5

％
) 

大
阪

市
東

部
市

場
電

子
商

取
引

推
進

協
議

会
 

（
大

阪
市

中
央

卸
売

市
場

東
部

市
場

青
果

部
）
 

7
.1

%
 

(5
.3

％
) 

姫
路

市
場

商
物

分
離

シ
ス

テ
ム

推
進

協
議

会
 

（
姫

路
市

中
央

卸
売

市
場

水
産

物
部

）
 

0
.1

%
 

(0
.4

％
) 

2
0

年
度

 

青
森

市
中

央
市

場
青

果
商

物
分

離
推

進
協

議
会

 

（
青

森
市

中
央

卸
売

市
場

青
果

部
）
 

(0
.9

%
) 

豊
島

市
場

青
果

物
流

通
効

率
化

協
議

会
 

（
東

京
都

中
央

卸
売

市
場

豊
島

市
場

青
果

部
）
 

(0
.4

%
) 

神
戸

市
東

部
市

場
花

き
部

電
子

商
取

引
推

進
協

議
会

（
神

戸
市

中
央

卸
売

市
場

東
部

市
場

花
き

部
）
 

(0
.0

8
%
) 

(注
1)
電
子
商
取
引
を
経
由
し
た
取
引
数
量
の
割
合
の
上
段
は
、
事
業
開
始
後

2
年
目

の
数
値
、
下
段
か
っ
こ
書
き
は
、
事
業
初
年
度
の
数
値
で
あ
る
。

 
(注

2)
花
き
に
つ
い
て
は
、
取
扱
金
額
で
あ
る
。
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測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

評
価
の
結
果
等

２
平
成
22
年
度
ま
で

に
、
電
子
商
取
引
を
導

入
す
る
中
央
卸
売
市
場

の
数
の
割
合
を
全
中
央

卸
売
市
場
の
40
～
50
％

に
高
め
る
。
な
お
、
事

業
実
施
期
間
に
お
け
る

各
年
度
の
目
標
は
次
の

と
お
り
と
す
る
。

　
平
成
18
年
度
３
％

　
平
成
19
年
度
10
％

　
平
成
20
年
度
20
％

２
商
物
分
離
電
子
商
取
引
の
導
入
に

つ
い
て
は
、
多
数
の
市
場
関
係
業
者
の

合
意
形
成
が
難
し
い
こ
と
か
ら
、
中
央

卸
売
市
場
の
約
半
分
程
度
に
お
け
る
導

入
を
目
指
す
が
、
食
肉
市
場
に
お
い
て

は
、
大
半
が
生
体
で
搬
入
さ
れ
、
と
畜

解
体
が
必
要
な
こ
と
か
ら
商
物
分
離
電

子
商
取
引
が
適
さ
な
い
実
態
が
あ
る
た

め
、
全
中
央
卸
売
市
場
で
40
～
50
％
導

入
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
設
定
し

た
。

２
本
事
業
に
よ
る
モ
デ
ル
地
区
の

実
証
試
験
の
成
果
の
普
及
・
啓
発
に

よ
り
、
他
市
場
に
お
い
て
電
子
商
取

引
を
導
入
す
る
市
場
を
増
加
さ
せ
る

こ
と
が
可
能
と
な
る
。

３
毎
年
度
の
中
央
卸
売

市
場
の
卸
売
業
者
従
業

員
１
人
当
た
り
の
取
扱

３
中
央
卸
売
市
場
の
卸
売
業
者
従
業

員
１
人
当
た
り
の
取
扱
数
量
及
び
取
扱

金
額
に
つ
い
て
は
、
毎
年
の
振
れ
が
あ

３
（
平
成
20
年
度
の
中

央
卸
売
市
場
の
卸
売
業

者
従
業
員
１
人
当
た
り

３
電
子
商
取
引
が
導
入
さ
れ
る
こ

と
を
通
じ
て
、
中
央
卸
売
市
場
全
体

の
取
扱
数
量
及
び
取
扱
金
額
が
増
加

２
 平
成
20
年
度
に
お
い

て
電
子
商
取
引
を
導
入

し
た
市
場
の
数
は
、
3市

場
（
青
森
市
中
央
卸
売

市
場
青
果
部
、
東
京
都

中
央
卸
売
市
場
豊
島
市

場
青
果
部
、
神
戸
市
中

央
卸
売
市
場
東
部
市
場

花
き
部
）
で
あ
っ
た
。

　
こ
れ
に
よ
り
、
平
成

20
年
度
末
の
電
子
商
取

引
を
導
入
し
た
市
場
の

数
は
10
市
場
、
中
央
卸

売
市
場
に
占
め
る
割
合

は
12
.7
％
に
と
ど
ま

り
、
目
標
を
達
成
で
き

な
か
っ
た
。

政
策
名

商
物
分
離
直
接
流
通
成
果
重
視
事
業

府
省
名

農
林
水
産
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

年
度

1
8

1
9

計

電
子

商
取

引
を
導

入
し

た
中
央
卸
売
市
場
数

3 4 1
0

2
0

3

員
１
人
当
た
り
の
取
扱

数
量
及
び
取
扱
金
額
に

つ
い
て
、
対
前
年
比
の

伸
び
率
を
、
過
去
５
年

間
の
平
均
伸
び
率
以
上

に
高
め
る
。

金
額
に
つ
い
て
は
、
毎
年
の
振
れ
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
過
去
５
年
間
の
平
均
伸

び
率
以
上
と
な
る
こ
と
を
目
標
と
し

た
。

者
従
業
員
１
人
当
た
り

の
取
扱
数
量
及
び
取
扱

金
額
に
つ
い
て
は
、
８

月
上
旬
に
と
り
ま
と
め

予
定
。
）

（
参
考
）
19
年
度
の
把

握
さ
れ
た
効
果

平
成
19
年
度
の
中
央

卸
売
市
場
の
卸
売
業
者

従
業
員
１
人
当
た
り
の

取
扱
数
量
及
び
取
扱
金

額
の
対
前
年
比
の
伸
び

率
を
過
去
５
年
間
の
平

均
伸
び
率
以
上
に
高
め

る
目
標
に
つ
い
て
は
達

成
で
き
な
か
っ
た
。

の
取
扱
数
量
及
び
取
扱
金
額
が
増
加

す
る
こ
と
に
よ
り
、
卸
売
業
者
従
業

員
１
人
当
た
り
の
取
扱
数
量
及
び
取

扱
金
額
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
が
可
能

と
な
る
。

年
度

1
8

1
9

計

電
子

商
取

引
を
導

入
し

た
中
央
卸
売
市
場
数

3 4 1
0

2
0

3

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

従
業
員
１
人
当
た

り
取

扱
金

額
の
対

前
年
比
伸
び
率

△
0
.7
%

0
.2
%

△
0
.7
%
△
0
.6
%

△
3
.4
%

平
均
値

△
0
.7
%

－

平
均
値

1
.0
%

－

従
業
員
１
人
当
た

り
取
扱
数
量
（
花
き

を
除

く
）
の
対

前
年

比
伸
び
率

0
.1
%

△
0
.3
%

△
1
.2
%

△
0
.2
%

△
1
.7
%
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天
候
影
響
に
よ
る
災

害
や
事
業
計
画
の
遅
れ

等
が
発
生
し
た
場
合

は
、
予
算
の
繰
越
等
弾

力
的
な
予
算
執
行
が
行

え
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
が
、
平
成
20
年
度
は

そ
の
事
態
に
は
至
ら
な

か
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
最
終
年
度
に
あ
た
る
平
成
20
年
度
に
お
い
て
は
、
資
材
価
格

の
高
騰
や
機
械
の
修
繕
費
等
の
影
響
に
よ
り
十
分
な
成
果
が
得

ら
れ
な
か
っ
た
地
区
が
あ
っ
た
も
の
の
、
事
業
全
体
と
し
て

は
、
３
資
材
費
の
低
減
効
果
が
認
め
ら
れ
、
目
標
を
達
成
し

た
。

　
今
後
は
当
事
業
で
得
ら
れ
た
効
果
を
広
く
周
知
す
る
こ
と
に

よ
り
、
資
材
費
低
減
に
向
け
た
取
組
の
普
及
を
推
進
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

３
年
間
の
事
業
が
終

了
す
る
平
成
20
年
度
ま

で
に
、
モ
デ
ル
地
区
に

お
い
て
、
10
a当
た
り
３

資
材
(肥
料
、
農
薬
、
農

業
機
械
）
費
を
15
％
低

減
さ
せ
る
。

本
事
業
に
お
い
て
、
育
苗
箱
全
量

施
肥
技
術
、
高
濃
度
少
量
散
布
技

術
、
マ
ル
チ
ス
テ
ー
ジ
苗
移
植
技
術

と
い
っ
た
新
技
術
の
導
入
や
、
こ
れ

ら
の
新
技
術
と
組
み
合
わ
せ
て
、
肥

料
の
バ
ラ
、
フ
レ
コ
ン
に
よ
る
大
量

一
括
受
入
、
超
低
コ
ス
ト
型
栽
培
暦

の
策
定
・
実
践
、
集
落
単
位
の
農
業

機
械
の
効
率
的
な
利
用
体
系
の
確
立

等
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
生
産

資
材
費
を
削
減
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
る
。

　
モ
デ
ル
地
区
に
お

け
る
20
年
度
の
３
資

材
費
低
減
率
が
、

15
％
以
上
で
「
有

効
」
、
12
％
以
上
で

「
お
お
む
ね
有

効
」
、
9％
未
満
で

「
有
効
性
の
向
上
が

必
要
」
と
す
る
。

　
モ
デ
ル
地
区
（
７
ヵ

所
）
に
お
い
て
、
３
資

材
費
が
平
均
し
て
約
３

割
低
減
す
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
、
生
産
費
全
体

も
約
1割
低
減
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か

ら
、
有
効
と
認
め
ら
れ

る
。
　
な
お
、
実
績
値
の
確

定
は
６
月
末
の
予
定
で

あ
る
。

　
我
が
国
農
業
の
代
表
的
な
品
目
で
あ

る
米
に
つ
い
て
、

①
 ３
資
材
費
の
低
減
に
資
す
る
新
技

術
等
の
平
均
的
な
低
減
効
果

②
 モ
デ
ル
地
区
ご
と
に
取
組
内
容
が

異
な
る
こ
と
か
ら
、
モ
デ
ル
地
区
に
お

け
る
新
技
術
導
入
等
の
平
均
的
な
取
組

割
合

③
 肥
料
、
農
薬
、
農
業
機
械
の
そ
れ

ぞ
れ
の
資
材
費
が
３
資
材
費
全
体
に
占

め
る
割
合

を
勘
案
し
て
、
モ
デ
ル
地
区
の
10
a当

た
り
３
資
材
費
の
低
減
の
目
標
を
15
％

と
設
定
し
た
。

　
な
お
、
３
ヶ
年
の
事
業
で
最
終
目
標

の
15
％
低
減
を
達
成
す
る
た
め
に
、
１

年
目
は
５
％
、
２
年
目
は
10
％
と
段
階

的
に
低
減
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
ま
た
、
３
資
材
費
を
低
減
す
る
た
め

の
取
組
の
中
に
は
他
の
経
費
を
増
加
さ

せ
る
も
の
も
あ
る
（
例
：
農
業
機
械
の

リ
ー
ス
に
よ
り
機
械
費
が
低
減
す
る
一

方
で
、
賃
借
料
が
増
加
す
る
場
合
）
こ

と
か
ら
、
目
標
達
成
を
目
指
す
に
当

た
っ
て
は
生
産
費
全
体
の
低
減
を
前
提

と
す
る
。

政
策
名

生
産
資
材
コ
ス
ト
低
減
成
果
重
視
事
業

府
省
名

農
林
水
産
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関

係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

評
価
の
結
果
等

-61-



政
策
名

情
報
技
術
活
用
型
成
果
重
視
事
業

（
Ｉ
Ｔ
活
用
型
営
農
成
果
重
視
事
業
）

府
省
名

農
林
水
産
省

評
価
の
結
果
等

　
天
候
影
響
に
よ
る
災

害
や
事
業
計
画
の
遅
れ

等
が
発
生
し
た
場
合

は
、
予
算
の
繰
越
等
弾

力
的
な
予
算
執
行
が
行

え
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
が
、
平
成
20
年
度
は

そ
の
事
態
に
は
至
ら
な

か
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
最
終
年
度
に
当
た
る
平
成
20
年
度
に
お
い
て
、
実
証
地
区

毎
に
目
標
の
達
成
度
合
い
は
異
な
る
も
の
の
、
ほ
ぼ
す
べ
て

の
地
区
に
お
い
て
目
標
の
達
成
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
適
切

な
事
業
運
営
が
実
施
さ
れ
た
と
評
価
で
き
る
。

　
な
お
、
当
事
業
に
よ
り
得
ら
れ
た
成
果
に
つ
い
て
は
、
近

年
課
題
と
な
っ
て
い
る
肥
料
コ
ス
ト
削
減
に
も
繋
が
る
も
の

と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
現
場
で
の
普
及
を
図
る
こ
と
と
し
て

い
る
。

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

３
年
間
の
事
業
が
終

了
す
る
平
成
20
年
度
ま

で
に
、
肥
料
成
分
流
出

量
の
５
割
及
び
化
学
合

成
農
薬
使
用
量
の
５
割

を
低
減
す
る
。

環
境
保
全
に
貢
献
す
る
農
業
技
術
の

指
標
と
し
て
、
肥
料
成
分
流
出
量
と
化

学
合
成
農
薬
使
用
量
に
つ
い
て
、
現
在

の
技
術
開
発
の
状
況
か
ら
、
５
割
程
度

の
水
準
ま
で
低
減
さ
せ
る
こ
と
を
目
標

と
し
て
設
定
し
た
。

　
本
事
業
に
よ
っ
て
、

①
ほ
場
内
の
肥
料
成
分
や
作
物
の

生
育
状
態
の
ば
ら
つ
き
を
数
値
情

報
と
し
て
把
握
す
る
こ
と
等
に
よ

り
、
必
要
な
時
期
に
必
要
な
量
の

施
肥
を
効
率
的
に
行
う
こ
と

②
ほ
場
近
辺
の
天
候
の
推
移
等
か

ら
推
測
さ
れ
る
病
害
虫
の
発
生
予

測
情
報
な
ど
に
基
づ
き
、
必
要
な

時
期
に
的
確
に
防
除
を
行
う
こ
と

等
を
可
能
に
す
る
「
Ｉ
Ｔ
活
用
型

営
農
」
手
法
を
確
立
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
、
肥
料
成
分
流
出
量
及
び

化
学
合
成
農
薬
使
用
量
を
低
減
す

る
。

　
左
記
の
達
成
目
標

を
達
成
し
た
場
合
を

「
達
成
」
と
す
る
。

　
平
成
20
年
度
は
、
北

海
道
３
地
区
、
山
形
県

１
地
区
、
新
潟
県
１
地

区
、
愛
媛
県
１
地
区
に

お
い
て
、
本
事
業
に
よ

り
改
造
し
た
市
販
機
・

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
用
い

た
ほ
場
で
の
運
用
検
証

を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
収

量
・
品
質
を
低
下
さ
せ

ず
に
下
記
の
結
果
が
見

込
ま
れ
る
。

　
な
お
、
帯
広
の
化
学

合
成
農
薬
使
用
量
が
３

割
低
減
と
な
っ
た
理
由

は
、
て
ん
さ
い
栽
培
で

は
製
糖
工
場
か
ら
農
薬

散
布
指
示
が
あ
る
場

合
、
地
域
と
し
て
協
力

す
る
必
要
が
あ
る
た

め
、
や
む
を
得
な
い
農

薬
散
布
が
実
施
さ
れ
、

散
布
回
数
削
減
の
妨
げ

と
な
っ
た
こ
と
に
よ

る
。

肥
料

成
分

流
出

量
化

学
合

成
農

薬
使
用

量

北
海

道
（
帯
広

）
５
割

低
減

３
割
低

減

北
海

道
（
北
見

）
５
割

低
減

５
割
低

減

北
海

道
（
岩
見

沢
）

５
割

低
減

５
割
低

減

山
形

県
５
割

以
上

低
減

６
割
以

上
低
減

新
潟

県
５
割

低
減

５
割
低

減

愛
媛

県
５
割

低
減

（
不
使

用
）
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20
年
度
は
２
つ
の
モ

デ
ル
地
区
（
18
年
度
か

ら
の
継
続
：
1 
地
区
、

19
年
度
か
ら
の
継
続
：

１
地
区
）
で
事
業
を
実

施
し
、
把
握
さ
れ
た
効

果
は
以
下
の
と
お
り
。

①
北
香
美
地
区
（
18
年

度
か
ら
の
継
続
地
区
）

　
19
年
度
の
栽
培
実
証

結
果
を
踏
ま
え
、
夏
季

（
高
温
期
）
の
品
種
変

更
（
「
り
ん
か
」
→

「
麗
夏
」
）
、
養
液
成

分
（
り
ん
酸
・
カ
リ
）

の
適
正
化
等
の
改
善
に

加
え
、
葉
か
き
等
の
基

本
作
業
の
徹
底
化
を

図
っ
た
。

　
こ
の
結
果
、
前
年
度

に
比
べ
収
穫
量
は
２
倍

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

　
天
候
影
響
に
よ
る
災

害
や
事
業
計
画
の
遅
れ

等
が
発
生
し
た
場
合

は
、
繰
越
等
の
弾
力
的

な
予
算
執
行
が
行
え
る

よ
う
に
な
っ
て
お
り
、

平
成
18
年
度
に
繰
越
を

行
っ
て
い
る
（
平
成
19

年
度
、
平
成
20
年
度
は

そ
の
事
態
に
は
至
っ
て

い
な
い
）
。

【
評
価
の
結
果
】

　
事
業
の
開
始
が
遅
れ
た
こ
と
か
ら
目
標
値
に
は
達
し
な
い

見
込
み
で
あ
る
も
の
の
、
18
年
度
か
ら
の
継
続
地
区
で
は
、

19
年
度
の
反
省
点
を
踏
ま
え
、
有
識
者
か
ら
栽
培
管
理
等
の

改
善
及
び
栽
培
施
設
の
改
良
等
の
指
導
を
受
け
つ
つ
栽
培
実

証
を
行
う
等
、
目
標
達
成
に
向
け
て
適
切
な
事
業
実
施
が
行

わ
れ
た
と
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
19
年
度
か
ら
の
継
続
地
区
で

は
、
20
年
２
月
に
竣
工
し
た
施
設
に
お
い
て
、
栽
培
・
管
理

技
術
の
実
証
を
通
年
で
行
う
と
と
も
に
、
有
識
者
か
ら
指
導

や
評
価
を
受
け
つ
つ
、
目
標
達
成
に
向
け
た
栽
培
施
設
の
改

良
や
栽
培
体
系
の
構
築
を
図
っ
た
と
思
わ
れ
る
（
６
月
末
日

に
事
業
実
施
報
告
予
定
）
。

３
年
間
の
事
業
が
終

了
す
る
平
成
20
年
度
ま

で
に
、
以
下
の
目
標
を

達
成
す
る
。

①
事
業
実
施
地
区
に
お

け
る
収
穫
量
１
ｋ
ｇ
当

た
り
農
業
経
営
費
を

20
％
低
減

②
低
コ
ス
ト
植
物
工
場

の
設
置
コ
ス
ト
を
10
ａ

当
た
り
2,
00
0万
円
ま
で

低
減

低
コ
ス
ト
植
物
工
場
の
導
入
に
よ

り
、
野
菜
生
産
の
周
年
化
、
単
位
面
積

当
た
り
収
量
の
大
幅
な
増
加
等
の
技
術

の
組
み
合
わ
せ
を
通
じ
て
、
事
業
最
終

年
度
に
お
い
て
達
成
す
る
こ
と
が
可
能

と
考
え
ら
れ
る
収
穫
量
１
ｋ
ｇ
当
た
り

農
業
経
営
費
の
20
％
低
減
を
目
標
と
し

た
。 ま
た
、
低
コ
ス
ト
植
物
工
場
の
設
置

コ
ス
ト
に
つ
い
て
は
、
新
技
術
の
導
入

に
加
え
、
初
年
度
設
置
以
降
も
ハ
ウ
ス

の
工
法
及
び
仕
様
、
内
部
装
置
類
の
必

要
能
力
等
に
つ
い
て
検
証
を
行
い
つ

つ
、
事
業
最
終
年
度
に
お
い
て
達
成
す

る
こ
と
が
可
能
と
考
え
ら
れ
る
10
ａ
当

た
り
2,
00
0万
円
を
目
標
と
し
た
。

超
低
コ
ス
ト
耐
候
性
ハ
ウ
ス
や

自
律
分
散
協
調
型
環
境
制
御
と

い
っ
た
革
新
的
な
技
術
の
導
入
に

よ
り
、
コ
ス
ト
の
低
減
が
可
能
と

な
る
。

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

政
策
名

低
コ
ス
ト
植
物
工
場
成
果
重
視
事
業

府
省
名

農
林
水
産
省

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

測
定
結
果

Ａ
9
0
％
以

上

お
お
む

ね
有
効

Ｂ

5
0
％
以

上
9
0
％

未
満

有
効
性

の
向
上

が
必
要

ラ
ン
ク

達
成

度
合

評
価

Ｃ
5
0
％
未

満

有
効
性

に
問
題

あ
り

　
事
業
の
開
始
が
遅
れ
た
こ
と
か
ら
目
標
値
に
は
達
し
な
い

見
込
み
で
あ
る
も
の
の
、
18
年
度
か
ら
の
継
続
地
区
で
は
、

19
年
度
の
反
省
点
を
踏
ま
え
、
有
識
者
か
ら
栽
培
管
理
等
の

改
善
及
び
栽
培
施
設
の
改
良
等
の
指
導
を
受
け
つ
つ
栽
培
実

証
を
行
う
等
、
目
標
達
成
に
向
け
て
適
切
な
事
業
実
施
が
行

わ
れ
た
と
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
19
年
度
か
ら
の
継
続
地
区
で

は
、
20
年
２
月
に
竣
工
し
た
施
設
に
お
い
て
、
栽
培
・
管
理

技
術
の
実
証
を
通
年
で
行
う
と
と
も
に
、
有
識
者
か
ら
指
導

や
評
価
を
受
け
つ
つ
、
目
標
達
成
に
向
け
た
栽
培
施
設
の
改

良
や
栽
培
体
系
の
構
築
を
図
っ
た
。

に
比
べ
収
穫
量
は
２
倍

以
上
と
な
り
、
ま
た
、

農
業
経
営
費
は
過
年
度

と
ほ
ぼ
同
様
と
見
込
ま

れ
る
こ
と
か
ら
、
収
穫

量
１
kg
当
た
り
農
業
経

営
費
は
1/
2程
度
に
な
る

の
で
、
目
標
値
に
は
達

し
な
い
見
込
み
で
あ
る

も
の
の
、
基
準
値
に
対

し
て
の
低
減
効
果
は
見

ら
れ
る
も
の
と
思
わ
れ

る
。

　
ま
た
、
設
置
コ
ス
ト

の
平
成
19
年
度
実
績
値

は
、
26
,0
30
千
円
/1
0a

で
あ
っ
た
。
20
年
度
に

つ
い
て
は
、
6月
末
日
の

報
告
に
向
け
て
取
り
ま

と
め
中
。

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

果
策
定
し
た
方
策
】

Ａ
9
0
％
以

上

お
お
む

ね
有
効

Ｂ

5
0
％
以

上
9
0
％

未
満

有
効
性

の
向
上

が
必
要

ラ
ン
ク

達
成

度
合

評
価

Ｃ
5
0
％
未

満

有
効
性

に
問
題

あ
り
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目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

政
策
名

低
コ
ス
ト
植
物
工
場
成
果
重
視
事
業

府
省
名

農
林
水
産
省

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

測
定
結
果

②
小
諸
市
塩
野
地
区

（
19
年
度
か
ら
の
継
続

地
区
）

　
20
年
２
月
か
ら
栽
培

が
開
始
さ
れ
、
苗
の
生

産
量
は
目
標
数
量
の
９

割
を
確
保
、
果
実
に
つ

い
て
は
国
産
い
ち
ご
が

ほ
と
ん
ど
な
い
夏
季

（
７
月
～
９
月
）
に
お

い
て
収
穫
量
の
目
標
数

量
を
確
保
で
き
た
こ
と

に
対
し
、
秋
か
ら
冬
に

か
け
て
は
目
標
数
量
の

確
保
が
十
分
に
で
き
な

か
っ
た
も
の
の
、
全
体

収
穫
量
で
見
る
と
、
慣

行
栽
培
と
比
較
し
顕
著

に
増
加
し
て
い
る
。
ま

た
、
農
業
経
営
費
は
収

た
、
農
業
経
営
費
は
収

穫
量
の
増
加
に
伴
い
、

増
額
す
る
見
込
み
で
あ

る
。
こ
の
結
果
、
収
穫

量
１
kg
当
た
り
農
業
経

営
費
の
目
標
値
に
は
達

し
な
い
見
込
み
で
あ
る

も
の
の
、
基
準
値
に
対

し
て
の
低
減
効
果
が
見

ら
れ
る
も
の
と
思
わ
れ

る
。

　
ま
た
、
設
置
コ
ス
ト

の
平
成
19
年
度
実
績
値

は
、
23
,6
22
千
円
/1
0a

で
あ
っ
た
。
20
年
度
に

つ
い
て
は
、
6月
末
日
の

報
告
に
向
け
て
取
り
ま

と
め
中
。
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【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

果
策
定
し
た
方
策
】

　
モ
デ
ル
地
区
３
地
区
の
プ
ラ
ン
ト
施
設
整
備
の
う
ち
２
地

区
は
20
年
度
に
試
運
転
に
着
手
し
た
が
、
他
１
地
区
に
つ
い

て
は
平
成
21
年
４
月
に
試
運
転
に
着
手
し
た
た
め
、
３
地
区

に
お
い
て
試
運
転
を
行
う
と
い
う
目
標
は
達
成
で
き
な
か
っ

た
。

　
今
後
は
、
３
地
区
と
も
早
急
に
試
運
転
を
完
了
し
、
順
次

本
格
運
転
を
行
い
、
プ
ラ
ン
ト
運
転
に
伴
う
技
術
実
証
を
通

じ
て
目
標
達
成
状
況
の
検
証
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

２
バ
イ
オ
燃
料
の
品
質

適
合
度
（
品
確
法
等
に

定
め
る
品
質
を
満
た
す

割
合
）
10
0%

上
記
目
標
を
達
成
す

る
た
め
の
平
成
20
年
度

の
目
標
と
し
て
、
モ
デ

ル
地
区
に
お
い
て
、
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造

施
設
等
（
以
下
「
プ
ラ

ン
ト
」
と
い
う
。
）
の

施
設
整
備
を
完
了
さ

せ
、
試
運
転
を
行
う
。

２
 バ
イ
オ
燃
料
の
品
質
適
合
度

市
場
流
通
に
必
要
な
品
質
と
し
て
、
品

質
適
合
度
10
0%
を
目
標
と
し
て
設
定
し

た
。 平
成
20
年
度
は
、
上
記
事
項
を
平
成

23
年
度
に
達
成
す
る
た
め
に
、
モ
デ
ル

地
区
３
地
区
に
お
い
て
平
成
19
年
度
に

着
工
し
た
プ
ラ
ン
ト
の
施
設
整
備
を
完

了
さ
せ
、
試
運
転
を
行
う
こ
と
を
目
標

と
し
た
。

　
関
係
機
関
と
の
協
議

及
び
建
築
基
準
法
に
基

づ
く
許
認
可
等
の
取
得

に
時
間
を
要
し
た
１
地

区
に
お
い
て
、
プ
ラ
ン

ト
の
完
成
が
遅
れ
た
。

こ
れ
に
伴
い
年
度
内
に

プ
ラ
ン
ト
の
試
運
転
に

着
手
す
る
こ
と
が
困
難

と
な
っ
た
た
め
、
繰
越

明
許
の
活
用
に
よ
り
柔

軟
な
対
応
を
行
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
モ
デ
ル
地
区
３
地
区
の
プ
ラ
ン
ト
施
設
整
備
は
20
年
度
内

に
す
べ
て
完
了
。

う
ち
２
地
区
は
20
年
度
に
試
運
転
に
着
手
し
た
が
、
他
１
地

区
に
つ
い
て
は
平
成
21
年
４
月
に
試
運
転
に
着
手
し
た
た

め
、
３
地
区
に
お
い
て
試
運
転
を
行
う
と
い
う
目
標
は
達
成

で
き
な
か
っ
た
。

　
今
後
は
、
３
地
区
と
も
早
急
に
試
運
転
を
完
了
し
、
順
次

本
格
運
転
を
行
い
、
プ
ラ
ン
ト
運
転
に
伴
う
技
術
実
証
を
通

じ
て
目
標
達
成
状
況
の
検
証
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

１
事
業
終
了
時
の
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
製
造

効
率
（
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル

／
ト
ン
）

て
ん
菜
：
0.
10
、
小

麦
：
0.
43
、
コ
メ
：

0.
45
、
甘
藷
：
0.
20

１
 バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
効
率

原
料
に
含
ま
れ
る
デ
ン
プ
ン
等
か
ら
算

出
し
た
理
論
的
な
エ
タ
ノ
ー
ル
変
換
量

の
８
割
程
度
を
目
標
と
し
て
設
定
し

た
。
（
た
だ
し
、
地
域
性
等
の
理
由
に

よ
り
、
こ
の
製
造
効
率
に
よ
り
難
い
場

合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。
）

モ
デ
ル
地
区
に
お
い
て
大
規
模

な
技
術
実
証
を
行
う
こ
と
に
よ

り
、
理
論
的
な
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
の
変
換
量
の
８
割
以
上
の
製
造

効
率
を
確
保
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
る
と
と
も
に
、
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
の
品
質
適
合
度
10
0%
を
確

保
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

　
左
記
の
達
成
目
標

を
達
成
し
た
場
合
を

「
達
成
」
と
す
る
。

　
モ
デ
ル
地
区
３
地
区

に
お
い
て
、
平
成
20
年

度
中
に
プ
ラ
ン
ト
の
施

設
整
備
を
完
了
さ
せ
、

２
地
区
で
試
運
転
に
着

手
し
た
。
な
お
、
１
地

区
に
つ
い
て
は
、
平
成

21
年
４
月
よ
り
試
運
転

に
着
手
し
た
。

政
策
名

成
果
重
視
事
業
バ
イ
オ
燃
料
技
術
実
証
事
業

（
バ
イ
オ
燃
料
技
術
実
証
事
業
）

府
省
名

農
林
水
産
省

評
価
の
結
果
等
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政
策
名

成
果
重
視
事
業
ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス
活
用
技
術
確
立
事
業

（
ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス
利
活
用
技
術
確
立
事
業
）

府
省
名

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

農
林
水
産
省

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

測
定
結
果

モ
デ
ル
地
区
に
お
い
て
、
ソ
フ

ト
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
の
収
集
運

搬
か
ら
バ
イ
オ
燃
料
の
製
造
、
発

酵
残
渣
の
農
地
還
元
等
ま
で
の
シ

ス
テ
ム
全
体
の
実
証
を
行
い
、
機

械
化
体
系
の
導
入
等
に
よ
る
収
集

運
搬
時
間
の
低
減
、
実
証
設
備
を

利
用
し
て
連
続
運
転
を
行
い
製
造

効
率
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
等
を
行

う
こ
と
に
よ
り
、
原
料
収
集
運
搬

費
及
び
バ
イ
オ
燃
料
製
造
費
で
計

90
円
/L
程
度
以
下
（
減
価
償
却
費

等
を
除
く
）
で
バ
イ
オ
燃
料
を
製

造
す
る
技
術
を
確
立
す
る
。

　
左
記
の
達
成
目
標

を
達
成
し
た
場
合
を

「
達
成
」
と
す
る
。

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

２
 バ
イ
オ
燃
料
連
続
生

産
日
数

バ
イ
オ
燃
料
製
造
設
備

で
１
週
間
以
上
の
連
続

生
産

２
 バ
イ
オ
燃
料
連
続
生
産
日
数

　
ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
バ

イ
オ
燃
料
を
一
貫
工
程
（
前
処
理
・
糖

化
・
発
酵
・
蒸
留
）
で
連
続
し
て
製
造

す
る
シ
ス
テ
ム
を
実
証
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
お
り
、
当
面
の
目
指
す
べ
き

目
標
と
し
て
、
バ
イ
オ
燃
料
製
造
設
備

で
１
週
間
以
上
の
連
続
生
産
す
る
こ
と

と
し
た
。

３
 ほ
場
内
で
の
ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス

系
原
料
の
収
集
運
搬
時
間

　
原
料
の
収
集
運
搬
及
び
バ
イ
オ
燃
料

製
造
に
係
る
費
用
の
合
計
が
計
90
円
/L

程
度
以
下
と
な
る
よ
う
、
原
料
の
収
集

運
搬
に
つ
い
て
は
、
当
面
の
目
指
す
べ

き
目
標
と
し
て
、
ほ
場
内
で
の
ソ
フ
ト

セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
の
収
集
運
搬
時
間

を
１
ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り
５
時
間
程
度

以
下
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
平
成
20
年
度
に
採
択

し
た
モ
デ
ル
地
区
３
地

区
の
う
ち
２
地
区
に
お

い
て
、
ほ
場
で
の
ソ
フ

ト
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料

の
収
集
運
搬
に
係
る
費

用
及
び
収
集
運
搬
時
間

の
実
績
値
を
収
集
し

た
。
今
後
、
６
月
中
に

モ
デ
ル
地
区
が
実
績
値

の
取
り
ま
と
め
を
行

い
、
そ
の
後
、
目
標
の

達
成
状
況
を
検
証
す
る

こ
と
と
す
る
。
な
お
、

モ
デ
ル
地
区
３
地
区
の

う
ち
１
地
区
に
つ
い
て

は
、
採
択
時
期
が
11
月

で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、

実
績
値
の
収
集
を
行
っ

て
い
な
い
。
（
こ
の
地

区
の
実
証
期
間
は
24
年

度
ま
で
で
あ
り
、
21
年

度
以
降
、
当
該
地
区
に

お
い
て
確
実
に
実
績
値

を
収
集
し
取
り
ま
と
め

る
こ
と
と
す
る
。
）

　
収
集
運
搬
実
証
に
つ

い
て
は
、
収
集
運
搬
に

係
る
費
用
及
び
収
集
運

搬
時
間
の
実
績
値
を
収

集
し
た
が
、
バ
イ
オ
燃

料
製
造
実
証
に
つ
い
て

は
、
試
験
に
時
間
を
要

し
た
こ
と
か
ら
、
翌
年

度
に
繰
越
し
て
実
証
を

行
う
こ
と
に
よ
り
柔
軟

な
対
応
を
行
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
モ
デ
ル
地
区
３
地
区
の
う
ち
２
地
区
に
お
い
て
、
ソ
フ
ト

セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
の
収
集
運
搬
費
及
び
収
集
運
搬
時
間
の

実
績
値
を
収
集
し
た
。
他
１
地
区
は
、
採
択
時
期
が
11
月

だ
っ
た
こ
と
か
ら
実
績
値
の
収
集
を
行
っ
て
い
な
い
（
こ
の

地
区
の
実
証
期
間
は
24
年
度
ま
で
で
あ
り
、
21
年
度
以
降
、

当
該
地
区
に
お
い
て
確
実
に
実
績
値
を
収
集
し
取
り
ま
と
め

る
こ
と
と
す
る
）
。

　
今
後
、
原
料
の
収
集
運
搬
に
つ
い
て
は
、
早
期
に
収
集
運

搬
費
及
び
収
集
運
搬
時
間
の
実
績
値
を
取
り
ま
と
め
る
こ
と

と
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
さ
ら
に
効
率
的
な
原
料
収
集

運
搬
を
実
現
す
べ
く
技
術
実
証
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
バ
イ

オ
燃
料
の
製
造
に
つ
い
て
は
、
施
設
整
備
完
了
後
、
製
造
設

備
で
製
造
実
証
を
行
い
、
目
標
達
成
状
況
の
検
証
を
行
う
こ

と
と
す
る
。

　
事
業
終
了
時
点
に
、

以
下
の
目
標
を
達
成
す

る
。

１
 ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス

系
原
料
の
収
集
運
搬
に

係
る
費
用
及
び
バ
イ
オ

燃
料
製
造
に
係
る
費
用

の
合
計

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
１

リ
ッ
ト
ル
当
た
り
90
円

程
度
以
下
（
た
だ
し
、

バ
イ
オ
燃
料
製
造
に
係

る
費
用
は
、
減
価
償
却

費
、
租
税
公
課
、
支
払

利
子
等
を
除
く
。
）

１
ソ
フ
ト
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
の
収

集
運
搬
に
係
る
費
用
及
び
バ
イ
オ
燃
料

製
造
に
係
る
費
用
の
合
計

　
「
バ
イ
オ
マ
ス
・
ニ
ッ
ポ
ン
総
合
戦

略
」
（
平
成
18
年
３
月
閣
議
決
定
）
に

掲
げ
る
10
0円
／
Ｌ
を
将
来
的
に
達
成

す
る
た
め
の
当
面
の
目
指
す
べ
き
目
標

と
し
て
90
円
／
Ｌ
と
し
た
。

３
 ほ
場
内
で
の
ソ
フ
ト

セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
の

収
集
運
搬
時
間

１
ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

５
時
間
程
度
以
下

　
上
記
目
標
を
達
成
す

る
た
め
の
平
成
20
年
度

の
目
標
と
し
て
、
モ
デ

ル
地
区
に
お
い
て
、
ほ

場
で
の
ソ
フ
ト
セ
ル

ロ
ー
ス
系
原
料
の
収
集

運
搬
に
係
る
費
用
及
び

収
集
運
搬
時
間
の
実
績

値
を
収
集
す
る
。
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○
国
庫
債
務
負
担
行
為

　
平
成
17
年
度
か
ら
19

年
度
に
お
け
る
国
庫
債

務
負
担
行
為
の
活
用
に

よ
り
複
数
年
度
に
わ
た

る
継
続
的
な
開
発
が
可

能
と
な
り
、
平
成
20
年

度
の
運
用
開
始
に
向
け

た
各
種
作
業
の
計
画
的

及
び
効
率
的
な
進
行
が

可
能
と
な
っ
た
。

○
繰
越
明
許
費

　
シ
ス
テ
ム
開
発
期
間

及
び
コ
ス
ト
削
減
の
実

証
期
間
を
確
保
す
る
た

め
、
予
算
の
繰
越
等
の

弾
力
的
な
予
算
執
行
が

行
え
る
よ
う
に
な
っ
て

い
る
が
、
平
成
17
年
度

か
ら
19
年
度
に
か
け
て

は
、
そ
の
事
態
に
は
至

ら
な
か
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
平
成
20
年
４
月
か
ら
本
シ
ス
テ
ム
の
運
用
を
開
始
し
、
在

庫
状
況
の
把
握
、
流
通
凍
結
等
の
措
置
、
買
受
申
込
等
の
事

務
手
続
の
電
子
化
、
維
持
管
理
に
要
す
る
行
政
経
費
の
削
減

及
び
業
務
処
理
時
間
の
削
減
に
つ
い
て
の
本
シ
ス
テ
ム
に
直

結
す
る
目
標
に
関
し
て
は
、
全
て
当
初
の
目
標
を
達
成
で
き

た
。

　
今
後
は
、
本
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
、
よ
り
効
果
的
な
情
報

提
供
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え

る
。

政
策
名

総
合
食
料
局
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
最
適
化
の
実
施

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

①
-１
全
国
の
備
蓄
米
に

係
る
在
庫
・
販
売
等
の

最
新
情
報
の
把
握
に
要

す
る
時
間
を
、
現
行
の

約
10
日
間
か
ら
48
時
間

以
内
に
短
縮
す
る
。

事
故
品
を
確
認
し
た

際
の
当
該
品
の
市
場
か

ら
の
隔
離
(販
売
・
移
動

を
凍
結
)等
の
措
置
に
要

す
る
時
間
を
、
現
行
の

１
日
か
ら
リ
ア
ル
タ
イ

ム
に
短
縮
す
る
。

①
-２

民
間
事
業
者
か

ら
の
、
政
府
所
有
米
麦

等
の
買
受
申
込
等
の
事

務
手
続
の
電
子
化
率
を

50
％
に
す
る
。

①
-１

平
成
15
年
度
に
行
っ
た
旧
式

（
レ
ガ
シ
ー
）
・
分
散
型
シ
ス
テ
ム
の

刷
新
可
能
性
調
査
に
お
け
る
新
シ
ス
テ

ム
（
オ
ー
プ
ン
・
集
中
型
）
概
要
に
基

づ
き
、
新
シ
ス
テ
ム
の
移
行
に
よ
り
短

縮
が
可
能
と
な
る
作
業
時
間
を
目
標
と

し
て
設
定
し
た
。

①
-２

平
成
16
年
８
月
に
行
っ
た
、
輸

入
麦
（
食
用
）
買
受
申
込
業
者
の
電
子

化
設
備
設
置
率
（
47
％
程
度
）
を
参
考

と
し
て
、
こ
れ
と
同
程
度
と
な
る
よ

う
、
民
間
事
業
者
か
ら
の
政
府
所
有
米

麦
等
の
買
受
申
込
等
の
事
務
手
続
の
電

子
化
率
50
％
を
目
標
と
し
て
設
定
し

た
。

①
-１

本
事
業
の
実
施
に
よ
り
、

最
適
化
シ
ス
テ
ム
を
開
発
・
導
入

し
、
民
間
事
業
者
と
シ
ス
テ
ム
連

携
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
政
府
所

有
米
穀
に
係
る
全
国
の
在
庫
数
量

や
保
管
管
理
状
況
等
の
情
報
を
共

有
で
き
、
作
業
時
間
の
短
縮
が
可

能
と
な
る
。

①
-２

本
事
業
の
実
施
に
よ
り
、

民
間
事
業
者
と
の
シ
ス
テ
ム
連
携

を
実
現
す
る
こ
と
で
、
民
間
事
業

者
に
よ
る
政
府
所
有
米
麦
等
の
買

受
申
込
等
の
事
務
手
続
を
電
子
化

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

　
左
記
の
達
成
目
標

に
達
し
た
場
合
を

「
達
成
」
と
す
る
。

①
-1
 民
間
事
業
者
が
本

シ
ス
テ
ム
に
入
力
し
た

デ
ー
タ
（
入
出
庫
、
運

送
）
を
翌
日
に
は
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
す
る
こ
と
で

表
計
算
ソ
フ
ト
等
で
利

用
可
能
と
な
る
こ
と
か

ら
、
48
時
間
以
内
に
は

在
庫
、
販
売
情
報
の
把

握
が
可
能
と
な
っ
た
。

　
事
故
品
に
つ
い
て

は
、
発
生
場
所
を
管
轄

す
る
農
政
事
務
所
等
が

事
故
品
情
報
を
シ
ス
テ

ム
に
登
録
す
る
こ
と
に

よ
り
、
そ
の
後
の
シ
ス

テ
ム
上
に
お
け
る
販

売
・
運
送
を
リ
ア
ル
タ

イ
ム
に
凍
結
す
る
こ
と

が
可
能
と
な
っ
た
。

①
-2
 政
府
所
有
米
麦
の

買
受
資
格
者
1,
50
7業
者

に
対
し
て
本
シ
ス
テ
ム

の
利
用
者
は
97
0業
者
と

な
っ
て
お
り
、
シ
ス
テ

ム
の
利
用
率
は
64
％
と

な
っ
て
い
る
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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政
策
名

総
合
食
料
局
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
最
適
化
の
実
施

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

②
 政
府
所
有
米
穀
の
販

売
動
向
及
び
在
庫
情
報

等
を
農
業
者
へ
提
供
す

る
Ｊ
Ａ
等
の
割
合
を
前

年
よ
り
増
加
さ
せ
る
と

と
も
に
、
そ
の
伝
達
頻

度
も
増
加
さ
せ
る
。

②
 各
地
域
に
お
け
る
関
係
者
の
ニ
ー

ズ
に
応
じ
、
機
動
的
に
情
報
提
供
で
き

る
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
り
、
需

要
に
応
じ
た
米
づ
く
り
の
推
進
を
支
援

し
て
い
く
こ
と
が
可
能
と
な
る
の
で
、

農
業
者
へ
情
報
提
供
す
る
Ｊ
Ａ
等
の
割

合
及
び
伝
達
頻
度
の
増
加
を
目
標
と
し

て
設
定
し
た
。

②
 政
府
所
有
米
穀
の
販
売
動
向
及

び
在
庫
情
報
等
を
迅
速
に
把
握
す

る
体
制
を
整
備
し
、
情
報
提
供
す

る
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
ら
の
情
報

を
農
業
者
へ
提
供
す
る
Ｊ
Ａ
等
の

割
合
と
伝
達
頻
度
を
増
加
さ
せ
る

こ
と
が
可
能
と
な
る
。

②
 開
発
当
初
は
、
Ｊ
Ａ

等
を
通
じ
て
農
業
者
へ

情
報
提
供
す
る
こ
と
を

想
定
し
て
い
た
。
し
か

し
な
が
ら
、
「
主
要
食

糧
の
需
給
の
安
定
の
確

保
」
に
係
る
実
績
評
価

に
よ
れ
ば
、
Ｊ
Ａ
に
対

す
る
聞
き
取
り
調
査
に

お
い
て
、
各
Ｊ
Ａ
か
ら

農
業
者
へ
情
報
伝
達
さ

れ
た
頻
度
が
月
１
回
以

上
あ
っ
た
も
の
は
、
平

成
18
年
２
月
が
30
％
、

平
成
19
年
２
月
が
34
％

で
あ
り
、
ほ
と
ん
ど
の

農
業
者
へ
は
数
ヶ
月
に

１
回
程
度
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
当
該
値
が
平
成

20
年
度
に
急
激
に
上
昇

す
る
と
は
考
え
に
く

い
。
一
方
、
総
務
省
の

「
平
成
20
年
通
信
利
用

動
向
調
査
」
に
よ
れ

ば
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

の
人
口
普
及
率
は

75
.3
％
に
達
し
て
い

る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通

じ
た
情
報
入
手
が
可
能

と
な
っ
て
い
る
現
在
、

本
シ
ス
テ
ム
の
利
用
者

を
通
じ
た
情
報
提
供
よ

り
も
農
林
水
産
省
の
サ

イ
ト
に
掲
載
す
る
こ
と

に
よ
り
、
Ｊ
Ａ
及
び
農

業
者
へ
情
報
提
供
す
る

方
が
得
策
と
判
断
し
、

Ｊ
Ａ
等
に
対
す
る
聞
き

取
り
調
査
等
は
実
施
し

な
か
っ
た
。
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合
食
料
局
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
最
適
化
の
実
施

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
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関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
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の
判
定
方
法
・
基
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予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

③
 平
成
15
年
度
に
行
っ
た
、
旧
式

（
レ
ガ
シ
ー
）
・
分
散
型
シ
ス
テ
ム
の

刷
新
可
能
性
調
査
に
よ
り
算
出
さ
れ
た

調
査
結
果
（
刷
新
後
の
維
持
管
理
費
）

に
基
づ
い
て
設
定
し
た
。

　
平
成
20
年
度
は
、
平

成
17
年
度
か
ら
19
年
度

に
か
け
て
開
発
し
た
本

シ
ス
テ
ム
の
運
用
を
開

始
し
、
上
記
目
標
の
達

成
状
況
を
把
握
す
る
。

③
-1
 シ
ス
テ
ム
の
維
持

管
理
に
要
す
る
行
政
経

費
を
、
レ
ガ
シ
ー
シ
ス

テ
ム
よ
り
約
5.
3億
円
／

年
削
減
す
る
。
（
平
成

15
年
度
実
績
：
15
.5
億

円
／
年
⇒
平
成
20
年
度

以
後
：
約
10
.2
億
円
／

年
）

③
-2
 農
政
事
務
所
等
か

ら
本
省
へ
の
報
告
に
要

す
る
業
務
処
理
時
間
を

年
間
延
べ
約
5.
3万
時
間

短
縮
す
る
。

　
３
ヵ
年
か
け
て
開
発
し
た
本
シ

ス
テ
ム
の
運
用
を
開
始
し
た
こ
と

に
よ
り
、
上
記
目
標
の
達
成
状
況

が
把
握
可
能
。

③
 本
省
に
お
け
る
シ
ス
テ
ム
・

デ
ー
タ
の
集
中
管
理
に
よ
り
農
政

事
務
所
等
か
ら
本
省
へ
の
オ
ン
ラ

イ
ン
報
告
が
不
要
と
な
る
。
こ
の

こ
と
か
ら
、
地
方
の
各
拠
点
に
設

置
し
て
い
る
情
報
機
器
（
ミ
ニ
コ

ン
等
の
専
用
端
末
）
の
廃
止
が
可

能
と
な
り
、
シ
ス
テ
ム
の
維
持
管

理
に
要
す
る
行
政
経
費
の
削
減
が

可
能
と
な
る
。
ま
た
、
シ
ス
テ
ム

の
オ
ー
プ
ン
化
に
よ
り
、
ハ
ー
ド

ウ
ェ
ア
と
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
分
離

調
達
に
伴
う
調
達
経
費
も
削
減
で

き
る
。

③
-1
 平
成
20
年
度
に
お

け
る
シ
ス
テ
ム
の
維
持

管
理
に
要
す
る
行
政
経

費
は
、
9.
9億
円
で
あ

り
、
平
成
15
年
度
実
績

に
比
べ
5.
6億
円
の
削
減

と
な
り
、
経
費
削
減
目

標
を
上
回
る
結
果
と

な
っ
た
。

③
-2
 農
政
事
務
所
等
か

ら
本
省
へ
の
報
告
に
要

す
る
処
理
時
間
は
、
本

シ
ス
テ
ム
導
入
前
は

52
,6
24
時
間
（
平
成
15

年
度
刷
新
可
能
性
調
査

に
基
づ
き
算
出
）
、
運

用
開
始
後
は
56
時
間
で

あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
そ

の
差
は
52
,5
68
時
間
で

あ
り
、
削
減
可
能
時
間

で
あ
る
5.
3万
時
間
の
削

減
を
達
成
し
た
。
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政
策
名

国
有
林
野
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
の
開
発

府
省
名

農
林
水
産
省

評
価
の
結
果
等

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

測
定
結
果

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

果
策
定
し
た
方
策
】

　
申
請
書
の
受
付
窓
口
で
あ
る
地
方
出
先
機
関
等
に
お
い

て
、
現
時
点
で
は
ｅ
－
Ｇ
ｏ
ｖ
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
た
申
請

手
続
き
の
実
施
が
で
き
な
い
環
境
に
あ
り
、
申
請
手
続
き
の

電
子
化
の
目
標
は
未
達
成
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ｅ
－

Ｇ
ｏ
ｖ
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
た
申
請
手
続
き
が
で
き
な
い
環

境
を
整
備
す
る
た
め
の
体
制
整
備
を
行
い
、
目
標
達
成
に
向

け
た
取
り
組
み
を
実
施
す
る
考
え
で
あ
る
。

（
注
）
　
１
　
農
林
水
産
省
の
「
農
林
水
産
省
政
策
評
価
結
果
（
成
果
重
視
事
業
）
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

②
国
有
林
野
の
使
用
許

可
・
使
用
承
認
の
更
新

に
係
る
電
子
申
請
を
全

国
で
利
用
可
能
に
し
、

電
子
申
請
受
付
件
数
割

合
を
30
％
に
す
る
（
平

成
19
年
度
（
平
成
20
年

度
も
同
様
）
）
。

②
国
有
林
野
の
使
用
許
可
・
使
用
承

認
の
更
新
に
係
る
申
請
の
電
子
化
に
よ

る
申
請
者
の
利
便
性
の
向
上
を
目
指
す

た
め
、
電
子
申
請
の
導
入
を
図
る
こ
と

と
し
、
導
入
初
年
度
（
19
年
度
）
は
、

公
的
機
関
か
ら
の
申
請
割
合
が
全
体
の

約
30
％
程
度
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ

を
全
て
電
子
化
す
る
こ
と
を
目
標
と
す

る
。 な
お
、
平
成
19
年
度
は
シ
ス
テ
ム
の

切
り
替
え
に
伴
う
移
行
作
業
や
新
シ
ス

テ
ム
に
お
け
る
初
期
障
害
発
生
へ
の
対

応
が
必
要
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
電
子

申
請
受
付
（
平
成
19
年
度
開
始
予
定
）

へ
の
取
り
組
み
が
遅
れ
た
た
め
、
平
成

20
年
度
も
電
子
申
請
受
付
件
数
割
合

30
％
を
目
標
と
す
る
。

②
電
子
政
府
の
総
合
窓
口
（
ｅ
－

Ｇ
ｏ
ｖ
）
を
活
用
し
、
国
有
林
野

の
使
用
許
可
・
使
用
承
認
の
更
新

に
係
る
申
請
手
続
き
の
電
子
化
を

実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
電
子
申

請
へ
移
行
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
と

な
る
。

②
ｅ
－
Ｇ
ｏ
ｖ
（
電
子

政
府
の
総
合
窓
口
）
へ

電
子
化
し
た
申
請
様
式

を
掲
載
し
、
こ
れ
に
よ

り
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
に
よ

る
申
請
書
様
式
の
取
得

が
可
能
と
な
っ
た
こ
と

か
ら
、
申
請
者
の
利
便

性
の
向
上
に
資
し
た
と

こ
ろ
で
あ
る
が
、
申
請

書
の
受
付
窓
口
で
あ
る

地
方
出
先
機
関
等
に
お

い
て
、
現
時
点
で
は
ｅ

－
Ｇ
ｏ
ｖ
シ
ス
テ
ム
を

利
用
し
た
申
請
手
続
き

の
実
施
が
で
き
な
い
環

境
に
あ
り
、
申
請
手
続

き
の
電
子
化
の
目
標
は

未
達
成
と
な
っ
て
い

る
。

○
 国
庫
債
務
負
担
行
為

平
成
17
～
18
年
度
の
２

年
間
の
一
括
契
約
に
よ

り
、
同
一
開
発
業
者
に

よ
る
継
続
的
な
開
発
が

可
能
と
な
り
、
単
年
度

で
開
発
業
者
が
変
更
さ

れ
る
場
合
と
比
較
し
て

シ
ス
テ
ム
の
設
計
・
開

発
に
係
る
確
認
期
間
が

省
略
で
き
、
契
約
に
係

る
事
務
の
簡
素
化
が
図

ら
れ
た
。

　
国
庫
債
務
負
担
行
為

の
活
用
に
よ
る
効
率
的

な
予
算
執
行
に
よ
り
、

シ
ス
テ
ム
設
計
・
開

発
、
デ
ー
タ
移
行
等
が

当
初
の
計
画
ど
お
り
に

行
わ
れ
、
平
成
19
年
度

か
ら
は
新
シ
ス
テ
ム
の

運
用
を
開
始
す
る
こ
と

が
で
き
た
。

○
 繰
越
明
許
費

シ
ス
テ
ム
開
発
期
間
及

び
コ
ス
ト
削
減
の
実
証

期
間
を
確
保
す
る
た

め
、
予
算
の
繰
越
等
の

弾
力
的
な
予
算
執
行
が

行
え
る
よ
う
に
な
っ
て

い
る
が
、
平
成
17
年
度

か
ら
平
成
20
年
度
に
か

け
て
は
、
そ
の
事
態
に

は
至
ら
な
か
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
シ
ス
テ
ム
の
運
用
経
費
に
つ
い
て
は
、
当
初
の
削
減
目
標

で
あ
る
、
約
7.
3億
円
の
削
減
を
19
年
度
に
引
き
続
き
達
成
し

た
。

　
申
請
手
続
き
の
電
子
化
に
つ
い
て
は
目
標
が
未
達
成
と

な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ｅ
－
Ｇ
ｏ
ｖ
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し

た
申
請
手
続
き
が
で
き
な
い
環
境
を
整
備
す
る
た
め
の
体
制

整
備
を
行
い
、
目
標
達
成
に
向
け
た
取
り
組
み
を
実
施
す
る

考
え
で
あ
る
。

平
成
19
年
度
か
ら
の
運

用
開
始
後
の
目
標
と
し

て
、

①
シ
ス
テ
ム
の
維
持
管

理
に
要
す
る
運
用
経
費

を
従
来
の
シ
ス
テ
ム
よ

り
約
7.
3億
円
／
年
削
減

す
る
（
平
成
19
年
度
、

20
年
度
）
。

（
平
成
16
年
度
実
績
：

約
12
.7
億
円
／
年
→
平

成
19
年
度
以
降
：
約
5.
4

億
円
／
年
）

①
平
成
16
年
度
に
策
定
し
た
「
国
有

林
野
事
業
関
係
業
務
の
業
務
・
シ
ス
テ

ム
最
適
化
計
画
」
に
お
い
て
、
各
拠
点

（
林
野
庁
本
庁
・
森
林
管
理
局
・
署

等
）
ご
と
に
シ
ス
テ
ム
を
持
つ
構
成
か

ら
一
箇
所
の
拠
点
へ
の
集
中
化
に
よ
る

サ
ー
バ
・
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
方
式
へ
の
変

更
、
オ
ー
プ
ン
化
（
特
定
の
業
者
に
依

存
し
な
い
シ
ス
テ
ム
へ
の
変
更
）
等
に

よ
り
、
年
間
約
7.
3億
円
（
試
算
値
）

の
シ
ス
テ
ム
運
用
費
削
減
が
目
標
値
と

し
て
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ

れ
を
目
標
と
す
る
。

①
各
拠
点
（
林
野
庁
本
庁
・
森
林

管
理
局
・
署
等
）
ご
と
に
シ
ス
テ

ム
を
持
つ
構
成
か
ら
、
一
箇
所
の

拠
点
へ
の
集
中
化
に
よ
る
サ
ー

バ
・
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
方
式
へ
の
変

更
、
オ
ー
プ
ン
化
等
を
通
じ
て
シ

ス
テ
ム
の
運
用
経
費
の
削
減
が
可

能
と
な
る
。

　
左
記
の
達
成
目
標

を
達
成
し
た
場
合
を

「
達
成
」
と
す
る
。

①
 平
成
20
年
度
に
お
い

て
は
、
Ａ
Ｄ
Ａ
Ｍ
Ｓ
Ⅱ

（
官
庁
会
計
処
理
シ
ス

テ
ム
）
の
移
行
に
伴
い

国
有
林
野
情
報
管
理
シ

ス
テ
ム
の
大
幅
な
プ
ロ

グ
ラ
ム
改
修
が
必
要
と

な
っ
た
も
の
の
、
シ
ス

テ
ム
の
運
用
経
費
は
約

5.
4億
円
で
、
平
成
16

年
度
実
績
に
対
し
て
約

7.
3億
円
／
年
を
削
減
し

た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
運

用
経
費
を
従
来
の
シ
ス

テ
ム
よ
り
約
7.
3億
円
／

年
削
減
す
る
と
い
う
目

標
を
達
成
し
た
。
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目
標
の
内
容

(1
)貿
易
管
理
業
務
、
統
計
調
査
等
業
務
、
工
業
標
準
策
定
業
務

の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化

①
開
発
工
程
消
化
状
況

（
平
成
22
年
度
：
10
0%
）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
20
年
度
：
10
0%

平
成
21
年
度
：
10
0%

②
運
用
開
始
後
不
具
合
率

（
平
成
22
年
度
：
0.
33
%（
統
計
調
査
等
業
務
の
み
）
）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
20
年
度
：
0.
33
%（
工
業
標
準
策
定
業
務
の
み
）

③
年
間
経
費
削
減

（
平
成
21
年
度
～
平
成
23
年
度
：
最
適
化
計
画
に
記
載
の
削
減
経

費
※
）

④
年
間
業
務
処
理
時
間
削
減

（
平
成
21
年
度
～
平
成
23
年
度
：
最
適
化
計
画
に
記
載
の
削
減
時

間
※
）

⑤
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
率
（
貿
易
管
理
業
務
の
み
）

（
平
成
23
年
度
：
50
%）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
21
年
度
：
40
%

平
成
22
年
度
：
50
%

※
各
業
務
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
は
、
経
済
産
業
省
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
貿
易
管
理
業
務
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
最
適
化

計
画
を
見
直
し
中
で
あ
る
た
め
、
最
適
化
計
画
改
定
後
に
目
標
値

を
再
度
設
定
す
る
。

＜
電
子
政
府
実
現
　
UR
L＞

ht
tp
:/
/w
ww
.m
et
i.
go
.j
p/
po
li
cy
/i
t_
po
li
cy
/e
me
ti
/i
nd
ex

.h
tm
l#
02
）

(2
)旅
費
、
謝
金
・
諸
手
当
及
び
物
品
管
理
の
各
業
務
・
シ
ス
テ

ム
最
適
化

①
開
発
工
程
消
化
状
況

（
平
成
22
年
度
：
10
0%
）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
20
年
度
：
10
0%

平
成
21
年
度
：
10
0%

②
運
用
開
始
後
不
具
合
率

（
平
成
24
年
度
：
0.
33
%）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
23
年
度
：
0.
33
%

③
年
間
経
費
削
減

（
平
成
25
年
度
：
約
1.
7億
円
）

④
年
間
業
務
処
理
時
間
削
減

（
平
成
25
年
度
：
約
90
5万
時
間
）

本
事
業
は
、
経
済
産
業
省
の
貿

易
管
理
業
務
、
統
計
調
査
等
業

務
、
工
業
標
準
策
定
業
務
及
び
、

府
省
共
通
の
旅
費
、
謝
金
・
諸
手

当
及
び
物
品
管
理
の
各
業
務
に
つ

い
て
、
業
務
見
直
し
や
、
シ
ス
テ

ム
の
共
通
化
・
一
元
化
、
業
務
の

外
部
委
託
な
ど
を
柱
と
し
た
業

務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
に
よ

り
、
行
政
運
営
の
簡
素
化
・
効
率

化
・
利
便
性
向
上
を
図
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
各

業
務
・
シ
ス
テ
ム
に
係
る
運
用
経

費
削
減
及
び
業
務
処
理
時
間
の
削

減
、
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
率
等
を
目

標
値
と
し
て
設
定
し
て
い
る
。

(1
)開
発
工
程
化
消
化
状
況
：
当
該

年
度
内
の
シ
ス
テ
ム
工
数
の
消
化

状
況

(2
)運
用
開
始
後
不
具
合
率
：
運
用

開
始
後
３
ヶ
月
間
で
の
バ
グ
、
ト

ラ
ブ
ル
数
（
不
具
合
数
／
総
工
数

で
算
出
）

(3
)年
間
経
費
削
減
：
各
業
務
・
シ

ス
テ
ム
最
適
化
計
画
の
効
果
指

標
・
サ
ー
ビ
ス
指
標
で
設
定
し
た

削
減
目
標

(4
)年
間
業
務
処
理
時
間
削
減
：
各

業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
の

効
果
指
標
・
サ
ー
ビ
ス
指
標
で
設

定
し
た
削
減
目
標

(5
)オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
率
：
業
務
・

シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
の
効
果
指

標
・
サ
ー
ビ
ス
指
標
で
設
定
し
た

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
率

※
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
に
よ

る
効
果
の
発
生
は
、
事
業
実
施
後

に
な
る
た
め
、
実
施
期
間
中
は
、

上
記
(1
)、
(2
)の
と
お
り
シ
ス
テ

ム
開
発
の
進
捗
状
況
や
、
運
用
の

不
具
合
率
を
指
標
と
し
て
い
る
。

測
定
結
果

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

－

経
済
産
業
省
の
貿
易
管
理
業

務
、
統
計
調
査
等
業
務
、
工
業
標

準
策
定
業
務
及
び
、
府
省
共
通
の

旅
費
、
謝
金
・
諸
手
当
及
び
物
品

管
理
の
各
業
務
に
つ
い
て
、
業
務

見
直
し
や
、
シ
ス
テ
ム
の
共
通

化
・
一
元
化
、
業
務
の
外
部
委
託

な
ど
を
柱
と
し
た
業
務
・
シ
ス
テ

ム
の
最
適
化
に
よ
り
、
行
政
運
営

の
簡
素
化
・
効
率
化
・
利
便
性
向

上
を
図
る
。

・
10
0%
達

成
：
◎

・
90
％
以

上
：
○

・
80
％
以

上
：
△

・
80
％
未

満
：
×

国
庫
債
務

負
担
行
為
・

繰
越
明
許
の

活
用
に
よ
っ

て
、
全
事
業

期
間
を
見
渡

し
た
効
率
的

な
予
算
計
画

の
策
定
が
可

能
と
な
る
と

と
も
に
、
年

度
毎
の
予
算

執
行
手
続
き

に
よ
る
空
白

等
の
ロ
ス
が

な
く
、
効
率

的
な
事
業
運

営
が
可
能
と

な
っ
た
。

貿
易
管
理
シ
ス
テ
ム
は
、
NA
CC
Sと
の
統
合
に
向
け
た
開

発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
・
管
理
、
調
査
統
計
シ
ス
テ

ム
は
、
詳
細
設
計
作
業
及
び
開
発
、
工
業
標
準
策
定
シ

ス
テ
ム
は
、
構
築
、
テ
ス
ト
・
移
行
、
旅
費
等
内
部
管

理
業
務
共
通
シ
ス
テ
ム
は
、
最
適
化
計
画
の
見
直
し
作

業
等
が
進
め
ら
れ
、
各
開
発
工
程
を
10
0％
消
化
す
る
と

と
も
に
、
工
業
標
準
シ
ス
テ
ム
の
運
用
開
始
の
不
具
合

も
ほ
と
ん
ど
な
く
、
各
目
標
が
達
成
さ
れ
た
。

旅
費
等
内

部
管
理
業

務
共
通
シ

ス
テ
ム

10
0% ◎

10
0% ◎

10
0% ◎

－

【
評
価
の
結
果
】

　
継
続
各
シ
ス
テ
ム
に

つ
い
て
、
20
年
度

の
目
標
は
達
成
し

て
お
り
、
引
き
続

き
運
用
の
開
始
及

び
運
用
後
の
経

費
・
業
務
処
理
時

間
削
減
に
向
け
た

作
業
が
進
め
ら
れ

て
い
る
。

ま
た
、
貿
易
管

理
オ
ー
プ
ン
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ

ム
に
つ
い
て
は
、

「
電
子
情
報
処
理

組
織
に
よ
る
税
関

手
続
の
特
例
等
に

関
す
る
法
律
の
一

部
を
改
正
す
る
法

律
」
に
基
づ
き
、

NA
CC
S
（
輸
出

入
・
港
湾
関
連
情

報
処
理
シ
ス
テ

ム
）
と
一
体
的
に

稼
働
す
る
よ
う
統

合
化
を
進
め
る
。

業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化

貿
易
管
理

オ
ー
プ
ン

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
シ

ス
テ
ム

調
査
統
計

シ
ス
テ
ム

工
業
標
準

策
定
シ
ス

テ
ム

目
標

（
平
成
20

年
度
）

開
発
工
程

消
化
状
況

10
0% ◎

－
0.
06
%

◎

（
注
）
　
１
　
経
済
産
業
省
の
「
○
○
○
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

政
策
名

府
省
名
経
済
産
業
省

電
子
経
済
産
業
省
構
築
事
業

予
算
執
行
の

効
率
化
・
弾

力
化
に
よ
っ

て
得
ら
れ
た

効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

目
標
の
達

成
度
合
い

の
判
定
方

法
・
基
準

運
用
開
始

後
不
具
合

率
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府
省
名

政
策
名

目
標

平
成
20
年
度

実
績
値

平
成
20
年
度
目

標
値
／
目
標
達
成

状
況

遠
隔
診
療
シ
ス

テ
ム
の
導
入
率

16
%

30
.5
%／
×

（
注
）
　
１
　
経
済
産
業
省
の
「
○
○
○
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

測
定
結
果

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
）

地
域
の
医
療
機
関
に
お
け
る
情
報
シ
ス
テ
ム
が

異
な
る
複
数
ベ
ン
ダ
に
よ
り
構
築
さ
れ
て
い
る

と
、
相
互
の
自
由
な
情
報
交
換
が
妨
げ
ら
れ
、
地

域
医
療
全
体
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
低
下
を
招
く

要
因
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
応

等
を
含
め
て
シ
ー
ム
レ
ス
に
運
用
可
能
な
標
準
的

通
信
プ
ロ
ト
コ
ル
を
構
築
し
、
こ
れ
を
解
消
す
る

こ
と
に
よ
り
、
地
域
医
療
連
携
シ
ス
テ
ム
の
基
盤

の
上
に
成
立
す
る
遠
隔
診
療
シ
ス
テ
ム
の
普
及
が

促
進
さ
れ
る
。

・
10
0%
達

成
：
◎

・
90
％
以

上
：
○

・
80
％
以

上
：
△

・
80
％
未

満
：
×

経
済
産
業
省

地
域
医
療
情
報
連
携
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
及
び
実
証
事
業

予
算
執
行
の
効

率
化
・
弾
力
化

に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定

の
考
え
方

目
標
の
達

成
度
合
い

の
判
定
方

法
・
基
準

本
事
業
は
３

年
間
に
亘
る
事

業
で
あ
る
た

め
、
国
庫
負
担

行
為
に
よ
っ

て
、
全
事
業
期

間
を
見
渡
し
た

効
率
的
な
予
算

計
画
の
策
定
が

可
能
と
な
る
と

共
に
年
度
毎
の

予
算
執
行
手
続

き
等
の
空
白
等

の
ロ
ス
が
な

く
、
効
率
的
な

事
業
運
営
が
可

能
と
な
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

  
終
了
本
事
業
に
お
い
て
は
、

国
庫
債
務
負
担
行
為
に
よ

る
全
事
業
期
間
を
見
渡
し

た
効
率
的
な
事
業
計
画
が

策
定
さ
れ
て
お
り
、
20
年

度
は
、
こ
の
事
業
計
画
に

沿
っ
て
着
実
に
事
業
を
実

施
し
た
が
、
当
初
設
定
し

た
目
標
値
水
準
を
下
回
る

結
果
と
な
っ
た
が
、
遠
隔

医
療
導
入
等
の
意
識
向
上

等
に
は
貢
献
し
た
こ
と
は

い
え
、
予
定
通
り
平
成
２

０
年
度
で
終
了
。

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な

い
場
合
の
原
因
分
析
及
び

そ
の
結
果
策
定
し
た
方

策
】 20
年
度
の
遠
隔
診
療
シ

ス
テ
ム
の
導
入
率
は
16
％

（
（
財
）
日
本
医
療
情
報

シ
ス
テ
ム
開
発
セ
ン
タ
ー

平
成
21
年
２
月
調
査
）
で

あ
り
、
当
初
設
定
し
た
目

標
値
を
下
回
る
結
果
と

な
っ
た
。
要
因
の
ひ
と
つ

と
し
て
は
、
経
済
情
勢
の

悪
化
も
相
ま
っ
て
病
院
施

設
の
IT
導
入
等
高
額
な
費

用
が
か
か
る
設
備
投
資
控

え
が
考
え
ら
れ
る
が
、
そ

の
よ
う
な
中
で
も
、
遠
隔

診
療
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し

て
い
る
施
設
数
自
体
は
増

加
し
て
お
り
（
29
0院
か
ら

31
3院
）
、
構
築
・
検
討
中

を
あ
わ
せ
る
と
、
23
％
に

な
り
、
今
後
と
も
順
調
に

増
加
す
る
も
の
と
思
わ
れ

る
。

目
標
の
内
容

遠
隔
診
療
シ
ス
テ
ム
の
導
入
率

（
平
成
20
年
度
：
30
.5
%以
上
）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
18
年
度
：
13
.5
%以
上

平
成
19
年
度
：
19
.2
%以
上

－
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府
省
名

政
策
名

目
標

平
成
20
年
度

実
績
値

平
成
20
年
度
目

標
値
／
目
標
達
成

状
況

ニ
ー
ズ
把
握
調

査
37
%

30
／
◎

（
注
）
　
１
　
経
済
産
業
省
の
「
平
成
20
年
度
成
果
重
視
事
業
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

測
定
結
果

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果
関
係
）

個
人
が
自
ら
の
健
康
情
報
を
把
握
し
、
健
康
増

進
に
積
極
的
に
取
り
組
む
た
め
に
は
、
個
人
の
健

康
情
報
を
活
用
し
た
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
民
間
事
業
者
の
存
在
が
不
可
欠
で
あ
る
。
こ
の

た
め
、
本
事
業
を
通
じ
て
、
個
人
の
健
康
情
報
を

十
分
な
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
下
で
管
理
し
、
情
報
交

換
で
き
る
よ
う
基
盤
整
備
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

個
人
の
健
康
情
報
を
活
用
し
た
健
康
サ
ー
ビ
ス
提

供
事
業
者
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
を
目
標
と
し
た
も

の
で
あ
る
。

・
10
0%
達

成
：
◎

・
90
％
以

上
：
○

・
80
％
以

上
：
△

・
80
％
未

満
：
×

経
済
産
業
省

健
康
情
報
活
用
基
盤
構
築
の
た
め
の
標
準
化
及
び
実
証
事
業

予
算
執
行
の
効

率
化
・
弾
力
化

に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定

の
考
え
方

目
標
の
達

成
度
合
い

の
判
定
方

法
・
基
準

国
庫
債
務
負

担
行
為
の
活
用

に
よ
り
、
全
事

業
期
間
を
見
渡

し
た
効
率
的
な

予
算
計
画
の
策

定
が
可
能
と
な

る
と
と
も
に
、

年
度
毎
の
予
算

執
行
手
続
き
に

よ
る
空
白
等
の

ロ
ス
が
な
く
、

効
率
的
な
事
業

運
営
が
可
能
と

な
っ
た
。

【
評
価
の
結
果
】

　
継
続
20
年
度
事
業
に
つ
い
て

は
、
共
通
基
盤
に
つ
い
て

は
有
益
だ
と
す
る
意
見
が

多
い
も
の
の
、
自
社
で
構

築
に
踏
み
切
れ
る
ほ
ど
の

利
益
を
見
込
め
て
い
な
い

企
業
が
大
多
数
で
あ
る
こ

と
が
わ
か
り
、
今
後
更
に

普
及
阻
害
要
因
を
追
及

し
、
健
康
情
報
活
用
基
盤

の
構
築
及
び
そ
れ
を
活
用

し
た
健
康
サ
ー
ビ
ス
提
供

事
業
者
の
市
場
参
入
促
進

を
図
る
。

目
標
の
内
容

標
準
的
な
健
康
情
報
基
盤
を
用
い
て
個
人
の
検
診
情

報
及
び
診
察
情
報
を
預
か
り
、
か
つ
、
そ
れ
を
活
用
し

た
健
康
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
又
は
提
供
す
る
こ
と
を

検
討
し
て
い
る
民
間
事
業
者
数

（
平
成
22
年
度
：
30
社
）

【
各
年
度
目
標
】

平
成
20
年
度
：
健
康
情
報
を
活
用
し
た
健
康
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
い
る
民
間
事
業
者
へ
の

ヒ
ア
リ
ン
グ
…
30
社

平
成
21
年
度
：
実
証
地
域
に
お
い
て
、
標
準
的
な
健
康

基
盤
を
用
い
て
、
個
人
の
検
診
情
報
及
び
診
察
情
報
を

活
用
し
た
健
康
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
民
間
事
業
者
数

…
５
社

－

-73-



測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

・
測
定
・
評
価
結
果
に
つ
い
て
は
、

①
平
成
20
年
度
の
電
子
申
請
率
は
、
当
初
の
申
請
率
（
大
臣

免
許
業
者
2.
7％
、
知
事
免
許
業
者
1.
3％
）
よ
り
大
幅
な
伸

び
を
示
し
て
い
る
も
の
の
、
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
は
平
成
19

年
11
月
よ
り
運
用
開
始
し
た
も
の
で
あ
り
、
年
度
を
通
じ
て

の
運
用
は
平
成
20
年
度
が
初
め
て
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
当
該

年
度
の
申
請
率
が
今
後
継
続
す
る
数
値
の
傾
向
を
示
し
て
い

る
も
の
か
判
断
で
き
な
い
。

②
平
成
20
年
度
の
シ
ス
テ
ム
の
満
足
度
は
、
平
成
21
年
度
の

目
標
値
で
あ
る
50
％
を
上
回
る
85
％
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
シ

ス
テ
ム
の
品
質
面
に
お
け
る
評
価
は
順
調
。

・
今
後
の
取
組
の
方
向
性
に
つ
い
て
は
、
①
、
②
と
も
に
平

成
21
年
度
以
降
の
新
規
の
取
組
や
見
直
し
事
項
は
予
定
さ
れ

て
い
な
い
も
の
の
、

①
さ
ら
な
る
電
子
申
請
率
の
向
上
を
図
る
た
め
に
、
平
成
20

年
度
に
引
き
続
き
、
大
都
市
圏
で
の
シ
ス
テ
ム
利
用
促
進
説

明
会
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
業
者
数
の
多
い
地
方
部
で
の

説
明
会
を
検
討
す
る
。

②
今
後
も
引
き
続
き
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
す
る
こ
と

に
よ
り
、
利
用
者
の
要
望
等
を
把
握
し
、
費
用
対
効
果
を
勘

案
し
な
が
ら
利
用
者
の
利
便
性
の
向
上
に
資
す
る
シ
ス
テ
ム

改
良
が
可
能
か
検
討
す
る
。

以
上
を
踏
ま
え
、
①
は
Ｃ
－
２
（
Ｃ
：
判
断
で
き
な
い
、

２
：
現
在
の
施
策
を
維
持
）
と
、
②
は
Ａ
－
２
（
Ａ
：
業
績

指
標
の
実
績
値
が
目
標
達
成
に
向
け
た
成
果
を
示
し
て
い

る
、
２
：
現
在
の
施
策
を
維
持
）
と
そ
れ
ぞ
れ
評
価
し
た
。

政
策
名

業
績
指
標
Ⅲ
　
宅
地
建
物
取
引
業
免
許
等
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
（
①
宅
地
建
物
取
引
業
の
免
許
等
電
子
申
請
率
、
②
シ
ス
テ
ム
の
満
足
度
）

　
　
　
　
　
（
宅
地
建
物
取
引
業
免
許
等
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
）

府
省
名

国
土
交
通
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

（
注
）
　
１
　
国
土
交
通
省
の
「
平
成
20
年
度
政
策
チ
ェ
ッ
ク
ア
ッ
プ
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

①
宅
地
建
物
取
引
業
の

免
許
等
電
子
申
請
率

（
大
臣
及
び
知
事
免
許

に
係
る
全
免
許
等
申
請

数
に
お
け
る
電
子
申
請

数
を
集
計
し
た
結
果
か

ら
算
出
し
た
割
合
）
：

大
臣
免
許
業
者
30
％
、

知
事
免
許
業
者
10
％

（
平
成
21
年
度
）

②
シ
ス
テ
ム
の
満
足
度

（
シ
ス
テ
ム
に
ア
ク
セ

ス
し
た
利
用
者
に
対
し

シ
ス
テ
ム
の
中
で
ア
ン

ケ
ー
ト
を
行
い
、
そ
の

結
果
算
出
し
た
割

合
）
：
50
％
（
平
成
21

年
度
）

①
電
子
申
請
率
の
増
加
は
申
請
者
に

と
っ
て
書
類
提
出
や
補
正
の
度
に
窓
口

に
出
向
く
必
要
が
な
く
な
る
等
の
利
便

性
の
向
上
に
直
接
結
び
つ
く
こ
と
か
ら

量
的
な
指
標
と
な
る
も
の
と
し
て
設

定
。

②
シ
ス
テ
ム
満
足
度
は
、
利
用
者
の
立

場
か
ら
見
た
シ
ス
テ
ム
の
質
的
な
指
標

と
な
る
も
の
と
し
て
設
定
。

宅
地
建
物
取
引
業
等
に
係
る
免

許
等
手
続
き
に
つ
い
て
国
と
都
道

府
県
が
共
に
使
用
で
き
る
電
子
申

請
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
電
子
申

請
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
行
政
事

務
の
効
率
化
等
を
目
指
す
と
と
も

に
、
民
間
事
業
者
の
利
便
を
図
る

も
の
。

①
電
子
申
請
率
に
つ

い
て
は
、
全
免
許
等

申
請
数
に
お
け
る
電

子
申
請
数
を
集
計

し
、
そ
の
比
率
を
算

出
す
る
。

②
シ
ス
テ
ム
の
満
足

度
に
つ
い
て
は
、
電

子
申
請
シ
ス
テ
ム
の

サ
イ
ト
に
利
用
者
か

ら
意
見
を
求
め
る

ペ
ー
ジ
を
設
け
、
満

足
度
を
調
査
す
る
。

①
大
臣
免
許
業
者

12
.6
％
、
知
事
免
許
業

者
2.
1％

②
85
％

　
該
当
な
し
。

【
評
価
の
結
果
】
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測
定
結
果

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実

証
運
用
（
Ｃ
Ｏ
２
排

出
量
の
予
測
）
を
行

い
、
誤
差
が
10
％
以

下
で
あ
る
こ
と
に
よ

り
達
成
と
評
価
す

る
。

【
評
価
の
結
果
】

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
予
測
の

誤
差
：
10
％
以
下
（
平

成
20
年
度
）

燃
料
法
（
測
定
対
象
区
間
に
お
け
る

燃
料
消
費
量
か
ら
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
計

算
す
る
）
に
お
け
る
誤
差
と
同
等
。

自
動
車
運
送
事
業
に
お
け
る
効

果
的
な
省
エ
ネ
対
策
の
実
施
を
支

援
す
る
た
め
、
低
公
害
車
の
導

入
、
エ
コ
ド
ラ
イ
ブ
の
推
進
、
車

両
の
大
型
化
等
の
様
々
な
省
エ
ネ

対
策
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２
削
減
効
果
の
予

測
を
可
能
と
す
る
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
評

価
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
す
る
。
本

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築
は
、
実
効
性

の
あ
る
Ｃ
Ｏ
２
削
減
対
策
を
反
映
さ

せ
た
省
エ
ネ
計
画
の
策
定
を
支
援

し
、
自
動
車
運
送
事
業
に
お
け
る

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
効
果
的
に
削
減

し
、
地
球
環
境
保
全
へ
の
取
組
み

に
つ
な
が
る
。

政
策
名

府
省
名

国
土
交
通
省

目
標
の
内
容

業
績
指
標
Ⅰ
　
自
動
車
分
野
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
評
価
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築
（
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
予
測
の
誤
差
）

　
　
　
　
　
（
自
動
車
分
野
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
評
価
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築
）

（
注
）
　
１
　
国
土
交
通
省
の
「
平
成
20
年
度
政
策
チ
ェ
ッ
ク
ア
ッ
プ
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

平
成
20
年
度
予
算
に

お
け
る
成
果
重
視
事
業

と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
、
予
算
執
行
の
弾
力

化
措
置
が
認
め
ら
れ
た

が
、
実
際
の
予
算
執
行

に
お
い
て
は
当
該
措
置

を
利
用
し
な
か
っ
た
。

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

10
％
以
下

・
測
定
・
評
価
結
果
に
つ
い
て
は
、
十
分
な
情
報
に
基
づ

き
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
誤
差
10
％
以
下
で
予
測
す
る
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
構
築
で
き
た
。

・
今
後
の
取
組
の
方
向
性
に
つ
い
て
は
、
平
成
21
年
度
以
降

に
お
け
る
新
規
の
取
組
や
見
直
し
事
項
は
予
定
さ
れ
て
い
な

い
（
本
事
業
は
平
成
20
年
度
が
最
終
年
度
で
あ
り
、
平
成
21

年
度
に
新
た
な
予
算
要
求
は
し
て
い
な
い
。
）
。

以
上
を
踏
ま
え
、
Ａ
－
３
（
Ａ
：
業
績
指
標
の
実
測
値
が
目

標
達
成
に
向
け
た
成
果
を
示
し
て
い
る
、
３
：
施
策
の
中

止
）
と
評
価
し
た
。
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測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

・
測
定
・
評
価
結
果
に
つ
い
て
は
、

①
事
業
用
自
動
車
に
お
け
る
交
通
事
故
件
数
自
体
は
、
平
成

16
年
68
,0
34
件
か
ら
平
成
20
年
56
,2
95
件
と
大
き
く
減
少
し

て
い
る
と
こ
ろ
、
指
標
「
自
動
車
事
故
報
告
規
則
に
基
づ
く

自
動
車
事
故
報
告
対
象
事
故
の
報
告
件
数
」
は
、
平
成
16
年

3,
68
0件
か
ら
平
成
20
年
5,
28
0件
と
な
り
、
1,
60
0件
増
加
し

て
お
り
、
自
動
車
事
故
報
告
規
則
に
基
づ
く
事
業
者
に
よ
る

報
告
義
務
の
確
実
な
履
行
促
進
が
図
ら
れ
た
。

②
「
自
動
車
事
故
報
告
書
作
成
時
間
」
は
、
電
子
申
請
化
に

よ
り
時
間
の
短
縮
が
図
ら
れ
た
。

・
今
後
の
取
組
の
方
向
性
に
つ
い
て
は
、
平
成
21
年
度
以
降

に
お
け
る
新
規
の
取
組
や
見
直
し
事
項
は
①
、
②
と
も
に
予

定
さ
れ
て
い
な
い
。

以
上
を
踏
ま
え
、
①
、
②
と
も
に
Ａ
－
３
（
Ａ
：
業
績
指
標

の
実
績
値
が
目
標
達
成
に
向
け
た
成
果
を
示
し
て
い
る
、

３
：
施
策
の
中
止
）
と
評
価
し
た
。

政
策
名

業
績
指
標
Ⅱ
　
自
動
車
事
故
の
情
報
収
集
の
強
化
と
情
報
分
析
シ
ス
テ
ム
の
構
築
事
業
（
①
自
動
車
事
故
報
告
規
則
に
基
づ
く
自
動
車
事
故
報
告
対
象
事
故
の
報
告
件
数
の
増
加
、

　
　
　
　
　
②
自
動
車
事
故
報
告
書
作
成
時
間
の
短
縮
）

府
省
名

国
土
交
通
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

（
注
）
　
１
　
国
土
交
通
省
の
「
平
成
20
年
度
政
策
チ
ェ
ッ
ク
ア
ッ
プ
評
価
書
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

①
自
動
車
事
故
報
告
規

則
に
基
づ
く
自
動
車
事

故
報
告
対
象
事
故
の
報

告
件
数
の
増
加
：
6,
00
0

件
（
平
成
20
年
）

②
自
動
車
事
故
報
告
書

作
成
時
間
の
短
縮
：
30

分
（
平
成
20
年
）

自
動
車
事
故
報
告
規
則
に
基
づ
く
事

故
の
報
告
義
務
に
つ
い
て
、
報
告
書
作

成
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
こ
と
に
よ
り

事
業
者
に
確
実
に
履
行
さ
せ
、
そ
の

デ
ー
タ
を
基
に
事
故
分
析
を
行
う
こ
と

で
、
交
通
事
故
の
低
減
を
図
る
た
め
に

効
果
的
な
安
全
対
策
を
実
施
す
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
か
ら
、
「
自
動
車
事
故

報
告
規
則
に
基
づ
く
自
動
車
事
故
報
告

対
象
事
故
の
報
告
件
数
の
増
加
」
及
び

「
自
動
車
事
故
報
告
書
作
成
時
間
の
短

縮
」
の
目
標
を
設
定
し
た
も
の
で
あ

る
。

電
子
申
請
化
及
び
事
故
分
析
シ

ス
テ
ム
の
構
築
に
よ
り
目
標
達
成

す
る
。

業
績
指
標
の
達
成

度
合
い
に
よ
り
判
定

す
る
。

①
5,
28
0件

②
30
分

予
算
執
行
の
弾
力
化

措
置
は
利
用
し
て
い
な

い
た
め
、
予
算
執
行
の

効
率
化
・
弾
力
化
に

よ
っ
て
得
ら
れ
た
効
果

は
な
い
。

【
評
価
の
結
果
】
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政
策
名

個
体
識
別
措
置
推
進
事
業

府
省
名

環
境
省

目
標
の
内
容

目
標
設
定
の
考
え
方

当
該
年
度
に
お
け
る
繰

越
明
許
費
の
措
置
は
な

し
。

【
評
価
の
結
果
】

―
【
平
成
20
年
度
実
績
】

①
飼
養
動
物
に
対
す
る

マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
措
置

登
録
頭
数
：

21
7,
40
0頭

②
地
方
自
治
体
に
お
け

る
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
等

の
個
体
識
別
措
置
を
利

用
し
た
飼
い
主
発
見
体

制
の
整
備
：

60
自
治
体

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

（
注
）
　
１
　
環
境
省
の
「
平
成
20
年
度
環
境
省
政
策
評
価
書
（
事
後
評
価
）
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

果
策
定
し
た
方
策
】

　
一
般
飼
養
者
へ
の
普
及
啓
発
等
を
さ
ら
に
進
め
、
国
民
的

合
意
の
形
成
を
進
め
て
い
く
。
本
事
業
は
平
成
20
年
度
で
完

了
す
る
も
の
の
、
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
普
及
の
先
進
地
域
に
お

け
る
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
等
に
よ
り
具
体
的
な
効
果
、
課
題

を
取
り
ま
と
め
、
一
般
飼
養
者
、
動
物
取
扱
業
者
、
獣
医
師

等
へ
の
よ
り
一
層
の
普
及
啓
発
を
継
続
し
て
実
施
す
る
。

　
飼
養
動
物
に
対
す
る
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
措
置
登
録
頭
数
に

つ
い
て
は
、
目
標
頭
数
に
は
到
達
し
て
い
な
い
も
の
の
、
改

正
動
物
愛
護
管
理
法
の
施
行
、
普
及
啓
発
事
業
に
よ
る
浸

透
、
ペ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
プ
に
お
け
る
販
売
時
で
の
マ
イ
ク
ロ

チ
ッ
プ
装
着
の
増
加
な
ど
か
ら
、
平
成
19
年
度
末
の
13
1千
頭

か
ら
平
成
20
年
度
末
の
21
7千
頭
へ
と
着
実
に
増
加
し
て
い

る
。
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
の
挿
入
に
つ
い
て
は
、
国
民
的
な
合

意
が
得
ら
れ
つ
つ
あ
る
が
、
さ
ら
に
国
民
的
な
合
意
を
得
て

い
く
た
め
に
、
関
係
機
関
の
協
力
等
も
得
つ
つ
、
今
後
と
も

さ
ら
に
普
及
等
を
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
地
方
自
治
体
に
お
け
る
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
等
の
個
体
識
別

措
置
を
利
用
し
た
逸
走
動
物
等
の
飼
い
主
発
見
体
制
の
整
備

に
つ
い
て
は
、
目
標
自
治
体
数
に
は
到
達
し
て
い
な
い
も
の

の
、
平
成
18
年
度
末
の
国
内
に
お
け
る
飼
養
動
物
Ｉ
Ｄ
の
登

録
先
の
統
合
、
個
体
識
別
情
報
源
情
報
シ
ス
テ
ム
の
運
用
開

始
を
踏
ま
え
て
、
平
成
19
年
度
末
の
36
自
治
体
か
ら
、
平
成

20
年
度
末
の
60
自
治
体
へ
と
着
実
に
自
治
体
の
整
備
体
制
が

整
っ
て
き
て
い
る
。
さ
ら
な
る
体
制
整
備
を
行
っ
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

評
価
の
結
果
等

逸
走
動
物
の
早
期
発

見
、
遺
棄
さ
れ
た
動
物

の
飼
い
主
責
任
の
明
確

化
に
資
す
る
た
め
、
家

庭
動
物
等
の
飼
養
に
お

い
て
、
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ

プ
を
は
じ
め
と
す
る
個

体
識
別
措
置
の
普
及
率

向
上
を
図
る
。

①
飼
養
動
物
に
対
す
る

マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
措
置

登
録
頭
数

19
年
度
目
標
:

　
43
0,
00
0頭

20
年
度
目
標
:

　
77
0,
00
0頭

22
年
度
目
標
:

　
1,
80
0,
00
0頭

②
地
方
自
治
体
に
お
け

る
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
等

の
個
体
識
別
措
置
を
利

用
し
た
飼
い
主
発
見
体

制
の
整
備

19
年
度
目
標
:

　
47
自
治
体

20
年
度
目
標
:

　
99
自
治
体

①
飼
養
動
物
に
対
す
る
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ

プ
措
置
登
録
頭
数
：
H2
2
年
度
ま
で

に
、
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
等
の
登
録
数
を

18
0万
頭
（
約
7.
5%
：
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

並
み
）
に
向
上
さ
せ
る
。

②
地
方
自
治
体
に
お
け
る
マ
イ
ク
ロ

チ
ッ
プ
等
の
個
体
識
別
措
置
を
利
用
し

た
飼
い
主
発
見
体
制
の
整
備
：
H2
0年

度
ま
で
に
、
す
べ
て
の
都
道
府
県
、
政

令
市
、
中
核
市
（
現
在
99
自
治
体
）
に

お
い
て
、
個
体
識
別
措
置
を
利
用
し
た

飼
い
主
発
見
体
制
を
整
備
す
る
。

・
一
般
飼
養
者
、
動
物
取
扱
業
者

等
に
対
す
る
普
及
啓
発

・
個
体
識
別
措
置
の
実
施
体
制
の

整
備

・
個
体
識
別
デ
ー
タ
に
関
す
る
全

国
レ
ベ
ル
の
連
携
体
制
の
整
備

測
定
結
果

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果
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【
評
価
の
結
果
】

　
本
事
業
に
よ
り
、
多
様
化
す
る
自
衛
隊
の
運
用
変
化
や
気

象
庁
等
か
ら
の
送
信
デ
ー
タ
の
増
加
に
対
し
処
理
能
力
の
向

上
が
発
揮
で
き
る
と
と
も
に
、
こ
れ
か
ら
先
更
に
増
大
す
る

と
予
測
さ
れ
る
デ
ー
タ
量
、
業
務
量
に
対
し
て
も
対
応
で
き

る
も
の
と
評
価
で
き
る
。

【
①
～
④
共
通
】

統
合
気
象
解
析
予
報
シ
ス
テ
ム

（
Ｊ
Ａ
Ｆ
Ｃ
Ｏ
Ｍ
）
及
び
統
合
気

象
通
信
電
算
機
シ
ス
テ
ム
（
Ｊ
Ｏ

Ｗ
Ｃ
Ｏ
Ｍ
）
の
統
合
換
装
に
伴
う

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
取
得
し
、
気
象
解

析
予
報
及
び
気
象
通
信
機
能
の
維

持
向
上
を
図
る
。

―

政
策
名

府
省
名

　
シ
ス
テ
ム
構
成
等
の
見
直
し
に
経
費
を
要
し
て
し
ま
っ
た

た
め
、
電
算
機
借
料
の
削
減
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
す
る
こ

と
が
で
き
な
か
っ
た
。
今
後
、
本
成
果
を
踏
ま
え
、
気
象
通

信
端
末
装
置
（
Ｗ
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｍ
）
と
の
統
合
開
発
を
行
う
本
事

業
の
第
２
段
階
に
お
い
て
解
消
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。

防
衛
省

目
標
の
内
容

【
目
標
達
成
が
芳
し
く
な
い
場
合
の
原
因
分
析
及
び
そ
の
結

果
策
定
し
た
方
策
】

統
合
気
象
シ
ス
テ
ム
統
合
開
発

測
定
結
果

Ｈ
18
：
シ
ス
テ
ム
換
装

中
の
た
め
数
値
の
把
握

は
で
き
な
い
（
①
～
④

共
通
）

Ｈ
19
：

①
Ｈ
17
年
度
比
で
約
68

倍
（
Ｈ
17
年
度
気
象
情

報
量
：
13
5Ｇ
Ｂ
→
Ｈ
20

年
度
末
試
算
：
91
42
Ｇ

Ｂ
※
）

※
効
果
が
測
定
で
き
る

Ｈ
20
年
３
月
か
ら
11
月

ま
で
の
実
績
値
を
基
に

年
間
に
換
算
し
た
も
の

②
シ
ス
テ
ム
換
装
に
よ

り
、
目
標
は
達
成

③
シ
ス
テ
ム
換
装
に
よ

り
、
気
象
情
報
作
成
領

域
が
固
定
３
領
域
（
ア

ジ
ア
、
北
米
、
欧
州
）

か
ら
任
意
３
領
域
へ
拡

大 ④
借
料
年
間
82
,6
11
千

円
削
減
、
作
業
時
間

10
,7
76
時
間
削
減
（
Ｈ

17
年
度
作
業
時
間
：

20
,2
88
時
間
→
Ｈ
20
年

度
末
試
算
：
9,
51
2時
間

※
）

※
作
業
時
間
に
つ
い
て

は
、
効
果
が
測
定
で
き

る
Ｈ
20
年
３
月
か
ら
12

月
ま
で
の
実
績
値
を
基

に
年
間
に
換
算
し
た
も

の

（
注
）
　
１
　
防
衛
省
の
「
平
成
20
年
度
　
政
策
評
価
書
（
成
果
重
視
事
業
）
」
を
基
に
当
省
が
作
成
し
た
。

　
　
　
　
２
　
各
欄
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
「
政
策
評
価
審
査
表
（
成
果
重
視
事
業
評
価
関
係
）
の
記
載
事
項
」
を
参
照

評
価
の
結
果
等

①
送
受
信
す
る
気
象
情

報
量
：
従
来
の
約
７
倍

②
部
外
連
接
に
対
す
る

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
：

全
て
の
シ
ス
テ
ム
と
の

間
に
お
い
て
フ
ァ
イ
ア

ウ
ォ
ー
ル
・
Ｉ
Ｄ
Ｓ

（
侵
入
検
知
装
置
）
を

介
在
さ
せ
る
。

③
気
象
情
報
作
成
領
域

の
拡
大
：
固
定
３
領
域

か
ら
任
意
３
領
域

④
電
算
機
借
料
等
の
削

減
：
借
料
年
間
10
1,
75
2

千
円
削
減
、
作
業
時
間

10
,6
08
時
間
削
減

予
算
執
行
の
効
率
化
・

弾
力
化
に
よ
っ
て
得
ら

れ
た
効
果

目
標
設
定
の
考
え
方

政
策
手
段
（
手
段
と
目
標
の
因
果

関
係
）

目
標
の
達
成
度
合
い

の
判
定
方
法
・
基
準

【
①
～
④
共
通
】

本
事
業
は
、
情
報
共
有
、
部
隊
・
艦

艇
・
航
空
機
等
の
安
全
確
保
に
資
す
る

気
象
情
報
の
収
集
、
作
成
及
び
配
信
す

る
た
め
に
必
要
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
達

成
は
、
迅
速
な
情
報
共
有
と
い
う
施
策

の
実
現
に
合
致
す
る
。

　
本
シ
ス
テ
ム
は
設
計

に
２
ヶ
月
、
プ
ロ
グ
ラ

ム
製
造
に
６
ヶ
月
、
プ

ロ
グ
ラ
ム
試
験
に
４
カ

月
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
イ

ン
ス
ト
ー
ル
及
び
最
終

調
整
に
約
２
ヶ
月
、
計

約
14
カ
月
の
期
間
を
要

す
る
た
め
、
国
庫
債
務

負
担
行
為
と
し
た
と
こ

ろ
で
あ
る
。
Ｈ
18
年

度
、
契
約
時
期
の
遅
れ

に
よ
り
設
計
工
程
が

２
ヶ
月
程
遅
れ
た
が
、

弾
力
化
装
置
に
よ
り
納

期
内
に
納
入
す
る
こ
と

が
で
き
た
。
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政
策

評
価

審
査

表
（

成
果

重
視

事
業

評
価

関
係

）
の

記
載

事
項

 

 

欄
 

 
 

名
 

記
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
載

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

事
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
項

 

「
政

策
名

」
欄

 
評

価
の

対
象

と
さ

れ
た

政
策

（
平

成
2
0
年

度
予

算
に

お
け

る
成

果
重

視
事

業
）

の
名

称
を

記
入

し
た

。
 

な
お

、
各

府
省

の
評

価
書

に
お

け
る

当
該

名
称

が
、

財
務

省
の

資
料

で
の

名
称

と
異

な
る

場
合

は
、
（

 
）

内
に

財
務

省
の

資
料

で
の

名
称

を
記

入
し

た
。

 

「
府

省
名

」
欄

 
当

該
成

果
重

視
事

業
を

実
施

し
た

「
府

省
名

」
を

記
入

し
た

。
 

「
目

標
の

内
容

」
欄

 
評

価
の

対
象

と
さ

れ
た

成
果

重
視

事
業

の
目

標
を

記
入

し
た

。
 

「
目

標
設

定
の

考
え

方
」
欄

 
目

標
設

定
の

考
え

方
が

記
載

さ
れ

て
い

る
場

合
に

そ
の

考
え

方
を

記
入

し
た

。
 

「
政

策
手

段
（

手
段

と
目

標

の
因

果
関

係
）
」

欄
 

達
成

す
べ

き
目

標
を

実
現

す
る

た
め

に
具

体
的

に
講

じ
る

手
段

が
記

載
さ

れ
て

い
る

場
合

、
そ

の
内

容
を

記
入

す
る

と
と

も
に

、
当

該
手

段
と

目
標

の
因

果
関

係
に

つ
い

て
記

入

し
た

。
 

「
目

標
の

達
成

度
合

い
の

判
定

方
法

・
基

準
」

欄
 

目
標

の
達

成
度

合
い

の
判

定
方

法
・

基
準

に
つ

い
て

記
入

し
た

。
 

「
測

定
結

果
」

欄
 

 
測

定
の

結
果

を
年

度
別

に
記

入
し

た
。

 

「
予

算
執

行
の

効
率

化
・
弾

力
化

に
よ

っ
て

得
ら

れ
た

効
果

」
欄

 

予
算

執
行

の
効

率
化

・
弾

力
化

に
よ

っ
て

得
ら

れ
た

効
果

に
つ

い
て

記
入

し
た

。
 

「
評

価
の

結
果

等
」

欄
 

【
評

価
の

結
果

】
欄

 

評
価

の
結

果
に

つ
い

て
記

入
し

た
。

 

【
目

標
達

成
が

芳
し

く
な

い
場

合
の

原
因

分
析

及
び

そ
の

結
果

策
定

し
た

方
策

】
欄

 

目
標

の
達

成
状

況
が

芳
し

く
な

い
場

合
に

原
因

分
析

が
行

わ
れ

て
い

る
場

合
は

、
そ

の
内

容
を

記
入

し
た

。
ま

た
、
原

因
分

析
の

結
果

策
定

し
た

方
策

が
あ

る
場

合
は

、
そ

の
内

容
も

記
入

し
た

。
 

目
標

の
達

成
状

況
が

芳
し

く
な

い
場

合
の

原
因

分
析

が
行

わ
れ

て
い

な
い

場
合

は
、
「

－
」

と
し

た
。

 

な
お

、
目

標
達

成
が

芳
し

く
な

い
と

し
て

い
る

も
の

以
外

の
も

の
、

あ
る

い
は

、
平

成
2
0
年

度
に

お
い

て
は

シ
ス

テ
ム

が
完

成
し

て
い

な
い

も
の

は
、

当
該

欄
は

設
定

し
て

い

な
い

。
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